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序     文 
 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）においては、1991年の内戦終結以来、「法の

支配」確立のための法制度及び司法改革を国家の最重要課題の一つに位置づけてきました。し

かしながら、基本法などの法体系が十分整備されておらず、政府職員並びに司法関係者の絶対

的な不足などの理由により、自力で法令・制度の整備を行える状況ではありませんでした。こ

うした状況のなか、我が国はカンボジア政府の要請に基づき、民法・民事訴訟法案の起草支援

を目的とした「法制度整備プロジェクト」を1999年３月から開始しました。このプロジェクト

は、共同起草作業に遅れが生じたため、１年間協力期間を延長しましたが、2003年３月に両法

案の最終草案が完成し、同法案を司法省に引き渡すことにより協力を終了しました。その後、

2004年４月から同法案の立法化支援を主としたフェーズ２を開始し、2006年７月に民事訴訟法

が公布され、2007年12月に民法が公布されました。 

一方、法曹人材の絶対的不足という課題について、カンボジア政府は2002年２月に王立裁判

官・検察官養成校の設置を決定し、2003年11月から開校しました。しかしながら、一貫したカ

リキュラムがない、教材が不足しているなど、さまざまな問題が散見される状態であり、この

状況を改善するため我が国はカンボジア政府からの要請に基づき、王立裁判官・検察官養成校

での民事教育改善を目的とした「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」を、2005

年11月から2008年３月までの期間で実施しました。 

こうしたなか、本分野において長年にわたり継続的に支援を行ってきた我が国に対し、それ

ぞれのプロジェクトに対して更なる協力の継続についてカンボジア政府から要請がなされ、日

本側関係政府機関間で慎重な検討を行った結果、実施が決定されました。 

JICAは2008年１月に事前評価調査団を派遣し、両プロジェクトの次フェーズでの支援のあり
方についてカンボジア関係機関と検討し、合意しました。 

本報告書は、上記事前評価調査団の調査結果、事業事前評価表等を取りまとめたものであり、

今後両プロジェクトの実施にあたり、広く活用されることを願うものであります。 

最後に、これらの調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係者に心から謝意を表すると

ともに、引き続き両プロジェクトに対する支援をお願いする次第です。 

 

平成21年３月 

 

独立行政法人国際協力機構 

公共政策部長 中川 寛章 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：University of Texas, Perry-Castañeda Library Map Collection. 

（http://www.lib.utexas.edu/maps/cambodia.html, 2008年2月14日アクセス) 
首都プノンペン（プロジェクト所在地） 

 



 

    ＜現地調査写真＞ 

 
 

  

司法省（MOJ）庁舎  王立司法学院（RAJP）のある王立行政学院 
 

   

MOJとの協議（2008年１月25日）  RAJP新校舎 

   

MOJ若手職員との懇談（2008年１月30日）  王立裁判官･検察官養成校(RSJP)との協議 
（2008年１月29日） 

   

MOJでの協議議事録（M/M）署名式 
（2008年２月５日） 

 RSJPでのM/M署名式 
（2008年２月２日）   
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第１章 事前評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）においては、1991年の内戦終結以来、「法の

支配」確立のための法整備及び司法改革が国家の重要課題として位置づけられてきた。しかし

ながら、基本法などの法体系が十分に整備されておらず、また政府職員及び司法関係者の人材

が圧倒的に不足し、かつ法律に関する知識が十分ではなかったため、自力で法令・制度の整備

を行える状況ではなかった。 

 

（１）法制度整備支援 

こうした状況のなか、我が国はカンボジア政府からの要請に基づき、民法・民事訴訟法

の起草支援を目的とした「法制度整備プロジェクト（フェーズ１）」を1999年３月から３

年計画で開始した。以来、カンボジアの市場経済化に適合した法の整備を図るべく、日本・

カンボジア合同起草チームによる民法・民事訴訟法起草作業の支援を行った。協力にあた

っては、国内の支援組織として「民法作業部会」「民事訴訟法作業部会」を設置し、現地

と連携しながら両国共同で起草作業を進めてきたほか、長期・短期専門家の派遣、国別特

設研修実施などの投入を行ったが、起草作業に遅れが生じたため、協力期間を１年間延長

し、2003年３月に両法案の最終草案を司法省（Ministry of Justice：MOJ）に引き渡すこと
により終了した。この成果を踏まえ、カンボジア政府は民法・民事訴訟法案の立法化及び

両法案の附属法令起草を主眼とした継続支援の実施を我が国に要請した。この要請に基づ

き、2004年４月に「法制度整備プロジェクト（フェーズ２）」の討議議事録（Record of 
Discussions：R/D）の署名・交換を行い、協力を開始した。フェーズ２では関連法令間の
整合性の保持のための調整作業に時間を要したことや、民法の議会における審議に時間を

要したことから、協力期間を１年延長した。その結果、民事訴訟法は2006年７月に公布さ

れ、2007年７月から全国で適用、民法は2007年12月に公布された。また、関連する附属法

令も検討・審議が進められ、地方での民事訴訟法の普及セミナーを実施している。 

かかる状況において、カンボジア政府より我が国に対して、附属法令の検討・整備及び

民法・民事訴訟法の普及活動により両法をカンボジアに根づかせることをめざした「法制

度整備プロジェクト（フェーズ３）」の実施が要請された。 

 

（２）法曹養成支援 

カンボジアにおける法曹人材の絶対的不足という課題に対し、2002年２月発令のロイヤ

ル・デクリー（勅令）により、閣僚評議会の管轄下に王立裁判官・検察官養成校（Royal School 
for Judges and Prosecutors：RSJP）の設置が決定され、裁判官・検察官の養成は同校にお
いて行われることになった。我が国が起草に協力してきた民法・民事訴訟法が施行された

際に、両法の運用が適切に行われるためには、裁判官・検察官をはじめとする法曹関係者

が両法に関する知識及び実務を習得することが必要である。しかしながら、設立から開校

まで十分な準備期間が取れなかったため、RSJPはカリキュラムや教材が揃わないまま、
2003年11月より第一期生の教育を開始した。 

こうした状況下、我が国はカンボジア政府からの要請に基づき、短期専門家の派遣等プ
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レフェーズ的な支援を実施しつつ準備を進め、RSJPが裁判官・検察官養成のために必要な
民法・民事訴訟法（当時は両法共に草案）に関する教育を実施することを目的とした「裁

判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ１）」を2005年11月から2008年

３月までの期間で開始した。長期専門家を派遣し、カリキュラムの改善、教材の作成、教

官の指導・養成等について現地で日常的に助言活動等を行うとともに、短期専門家派遣、

本邦研修受入れのほか、国内の支援組織として「法曹養成研究会」を設置し、日本国内に

て現地の長期専門家と連絡・連携を取りながら現地の法曹人材養成へのアドバイスを実施

した。その結果、カリキュラム策定・改訂、教材作成・改訂等一定の成果が現れた。しか

しながら、カンボジア人教官のみで教育実施・教材作成等ができる状態ではなく、自立発

展性が今後の課題となっている。 

かかる状況において、カンボジア政府より我が国に対して、教官候補生の養成及び教材

作成により、RSJPの自立発展性を高めることをめざした「裁判官・検察官養成校民事教育
改善プロジェクト（フェーズ２）」の実施が要請された。 

 

（３）事前調査の目的 

カンボジアでは2007年７月に民事訴訟法が適用され、2007年12月に民法が公布されたば

かりである。新しい法律の運用・執行にあたり、現在裁判所ではさまざまな問題に直面し

ている状況にあり、カンボジア司法省・RSJPの課題は重なるところが多い。また、法律知
識を持った人材の層の薄いカンボジアでは「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」「裁

判官・検察官民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」の両プロジェクトに重複して関

係する人材も存在している。したがって、両プロジェクトの計画立案にあたっては、双方

のプロジェクトの協力範囲・実施体制を見据えながら、以下の諸点を目的として２つのプ

ロジェクトの事前調査を同時期に行うこととした。 

１）カンボジア側とプロジェクトの枠組みを協議・合意形成し、R/D案及びプロジェクト･
デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案を作成する。 

２）新しいフェーズの案件枠組みに関し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、自立発展性）の観点から評価を行う。 

３）上記協議結果を協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）（英文）としてまとめ、カン
ボジア側と署名・確認する。（付属資料の３－４及び３－８参照） 

４）調査結果を事前評価調査報告書（和文）に取りまとめる。 
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１－２ 調査団の構成 

氏名（期間） 担当業務 所属 

熊谷 晃子 

（１月23日～２月６日） 

団長・総括 独立行政法人国際協力機構社会開発部第一グルー

プガバナンスチーム長 

稲葉 一生 

（１月23日～２月６日） 

法曹養成 法務省法務総合研究所 国際協力部長 

佐藤 直史 

（１月27日～２月６日） 

法整備支援 独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員 

琴浦 容子 

（１月23日～２月６日） 

計画評価 独立行政法人国際協力機構社会開発部第一グルー

プガバナンスチーム 職員 

西田 竜也 

（１月23日～２月６日） 

評価分析 株式会社ケィディーテック 主任研究員 

諏訪井 廉 

（１月23日～２月６日） 

通訳 財団法人日本国際協力センター 通訳 

建元 亮太 

（１月20日～１月31日） 

オブザーバー 法務省法務総合研究所国際協力部 教官 

※法務省予算にてオブザーバー参加 

 

１－３ 調査日程 

2008年１月23日（水）～2008年２月６日（水）。 

日程詳細については、付属資料３－１「調査日程」参照。 

 

１－４ 主要面談者 

付属資料３－２「主要面談者リスト」参照。 
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第２章 「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」の調査概要 
 

２－１ 支援対象機関及び関連機関の組織概要 

法・司法改革を実行するにあたっては、閣僚評議会、裁判所、司法省等さまざまな機関が関

与しており、法・司法改革をめぐる関係機関の位置づけについては、図２－１のとおりとなっ

ている。以下では、法・司法改革で中心的な役割を果たしている法律家委員会と法・司法改革

評議会を含む閣僚評議会、司法官職高等評議会、及び司法省につきそれぞれの果たしている役

割と責任について概観する。また、本プロジェクトにおいては、民法・民事訴訟法関連法令の

起草と立法化がプロジェクトの一つの重点事項となっていることから、立法化プロセスについ

ても概観する。 

 

 ２－１－１ 閣僚評議会（Council of Ministers）  
閣僚評議会は、カンボジアの行政府として国家の政策を決定し、政府業務を管轄し、法律

の施行を確保することをその職責としている。そして、国王の任命による首相を筆頭に、副

首相、上級大臣、大臣、次官から構成される。また、閣僚評議会の下には、法・司法改革に

かかわる主要機関として法律家委員会（Council of Jurists）が設置されている。また、後述の
法・司法改革評議会（Council for Legal and Judicial Reform：CLJR）が、2002年６月19日付ロ
イヤル・デクリー（勅令）によりそのオフィスを閣僚評議会に置いている。  

 

 （１）法律家委員会(Council of Jurists) 
閣僚評議会大臣官房の下には、法律家委員会が設置されている。同委員会の役割は、

①関係省庁・機関と協力し、政府機能に関する重要な規則・規制を研究、調査及び策定

する、②現状に即さないと判断された規則・規制について研究、調査し、政府に対する

修正提案を行う、③閣僚評議会に提出された法令、条約、国際合意等の草案を研究し、

法的視点からの意見を述べる、④立法化手続きにのっとり、管轄する機関に対し法案等

の準備及び承認手続を行う、となっている。立法化にかかる審査では、法案を提出する

省庁、つまり本プロジェクトでは司法省と法律家委員会が協力して、用語や意味につい

て審査を行い、審査結果に基づいて同委員会より司法省に対してコメントすることとな

っている。 

 
 （２）法・司法改革評議会（Council for Legal and Judicial Reform）  

法・司法改革評議会は、2002年６月19日付ロイヤル・デクリー（勅令）により、国家

改革高等評議会（Supreme Council for State Reform）の活動を行うために設置された。同
改革評議会は、以前国家改革高等評議会の下に設置されていた司法制度改革評議会

（Council for Judicial System Reform）に替わる組織と考えられる。 
従来、政府に対し国家機関の必要な改革について提言・実行・調整等を担当する国家

改革高等評議会の下、司法制度改革評議会が設置されていた。しかし、現在では司法制

度改革評議会自体は存在しているものの、実質上は機能していないようである。 

法・司法改革評議会は、司法制度改革評議会に替わる組織として設置されたようであ

る。法・司法改革評議会の目的は、法整備や司法改革に関する国家改革高等評議会の使命 
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注１．裁判所（最高裁判所及び控訴裁判所）及び王立司法学院では、予算･財務において経済財務省の管轄下にある。地方裁判所は司法省が管轄している。 
２．憲法院は上位・下位に属する組織はなく、独立した機関として存在する 

 
図２－１ カンボジアにおける法・司法改革に関係する組織 
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を達成することとなっており、「司法制度改革評議会の職責を受け継ぎ、法制度改革を推

進する機関」と考えられているようだが、閣僚評議会内での位置づけは明確に規定されて

いない。ただし、司法制度改革評議会が上記のとおり、存続はしているもののすでに機能

を失っていること、及び法・司法改革評議会の設置につき、国家改革高等評議会に関連づ

けられていることを考えた場合、組織上国家改革高等評議会の下に位置し、司法制度改革

評議会に替わる組織と考えて差し支えないようである。 

法･司法改革評議会のメンバーは、閣僚評議会、司法省、経済財務省、商業省、最高裁

判所、控訴裁判所、法律家委員会の代表から成る。 

 

 ２－１－２ 司法官職高等評議会（Supreme Council of Magistracy）  
司法官職高等評議会は、司法分野に関する国王の諮問機関として、1994年12月22日付法律

により設置された。その職責は司法の独立を保障し、裁判官の規律を維持すること、またカ

ンボジア王国裁判所の機能を保障することである。同高等評議会は、国王が議長を務め、司

法大臣、最高裁長官、最高裁担当検察長官、控訴裁判所長官、控訴裁判所担当検察長官のほ

か、裁判官の互選による３名の裁判官から構成されている。 

司法官職高等評議会の独立性についてはいくつか問題が見られる。まず同高等評議会は、

基本的にすべての裁判所について、裁判官、検察官の任免権を持つとされる。しかし、2002

年まで予算措置が行われず、実質的には機能していなかった。そのため1998年までは、司法

省が裁判官や検察官の任免を実施していた。その後、2001年に新規の裁判官、検察官が同評

議会によって初めて任命され、任免権が同評議会に移った。 

裁判所の予算については最高裁と控訴裁判所は直接経済財務省が、地方裁判所については

司法省が管轄している。 

 

 ２－１－３ 司法省（Ministry of Justice）  
司法省の組織概要については図２－２参照。2006年度の裁判官、検察官や司法省職員等に

関するデータは表２－１のとおりとなっている。 

 

表２－１ 司法省職員、裁判、検察官等の数・分布の概要（2006年度） 

 司法省職員 裁判官 検察官 書記官 その他契約社員 小計 

司法省内 130   9  1  85  40   265 

裁判所内  48 143 72 657  76   996 

小計 178 152 73 742 116 1,261 

 

司法省は、カンボジアの司法分野において指導的役割を果たすことをその職責としている。

具体的に、2007年５月11日付サブ・デクリーに示されている司法省の主要な機能及び職責は

以下のとおりである。 

・司法の独立を保護する。 

・法の下の平等を実現する。 
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図２－２ 司法省組織図 
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・裁判・検察に関する司法行政をつかさどり、監督する。 

・司法省職員を管理する。 

・裁判及び検察機能を保障し、関連機関に関する法令を整備する。 

・司法業務に関する法令について教育・普及を実施する。 

・裁判・検察に関する適切な手続きを保障する。 

・法の適用を保障するため、判決、特に拘置所及び刑務所業務の実施をフォローアップする。 

・裁判の抄録を作成、管理及び実施する。 

・法の決定にのっとり、恩赦・赦免を受理、準備及び実施する。 

 

検察官、裁判官等のトレーニングに関しては不明な部分もある。具体的には、2000年４月

７日付サブ・デクリー（政令）によれば、司法省の人事・研修局が司法省の下にある職員の

研修を担当することとなっている。一方、2002年２月５日付の裁判官・検察官養成校（RSJP）
の設立に関するサブ・デクリーは、新規、現職を問わず裁判官、検察官の育成はRSJPの職責
とされている。また、2007年５月11日付サブ・デクリーによると、研究・訓練局が王立司法

学院（RAJP）と共同で、裁判官、検察官、書記官、執行官、その他司法専門職のトレーニン
グを行うこととなっている。時系列的にみて、あとに発出されている司法省に関するサブ・

デクリー（2007年５月11日付）が、RSJP設立に関するサブ・デクリー（2002年２月５日）に
優先することになる。しかしながら、2005年１月21日付のRAJP設置にかかるロイヤル・デク
リー（勅令）には、RAJPはその職責として、裁判官・検察官・書記官の新規養成のほか、現
職裁判官・検察官・書記官の継続的なトレーニングを実施することになっており、実際には

RSJPと司法省との間で、トレーニングをどのように分担するかについて、明確な整理はなさ
れていないようである。 

 

 ２－１－４ 裁判所と検察機関 

 （１）裁判所 

カンボジアの裁判所は、始審裁判所、軍事裁判所、控訴裁判所及び最高裁判所により

構成されている。始審裁判所は、全国に24ある州・市のうち、ウドーミエンチャイ州、

バイリン特別市、ケップ特別市を除いたすべての州・市に設置されている。ウドーミエ

ンチャイ州、バイリン特別市、ケップ特別市は、それぞれシェムリアップ州、バタンバ

ン州、カンポート州の始審裁判所が管轄している。 

軍事裁判所は、第一審の特別裁判所であり、プノンペンに設置されている。軍人の規

律違反を対象とし、通常の民事・刑事事件であればたとえ軍人が関与していても、州裁

判所・特別市裁判所が審理することとなっている。 

控訴裁判所は、第二審裁判所としてプノンペンに設置されており、第一審の州裁判所

及び特別市裁判所、並びに軍事裁判所の判決に不服のある場合に、控訴を受理して審理

を行う。 

最高裁判所は、第三審裁判所としてプノンペンに設置されており、控訴裁判所の判決

に不服のある場合に上告を受理する。 

なお、2008年２月現在、商業省において商業裁判所法案が検討されている。同法案で

は「裁判官のみが裁判を行うことができる。」という憲法の規定に反し、アドバイザリ
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ー裁判官を任命する内容になっていることや、商業省及び司法省の間で事前になされて

いた「商業裁判所の裁判官は職業裁判官から任命する。」という合意に反した内容にな

っており、司法省・JICAからコメントを出している。 
 

 （２）検察機関 

カンボジアでは、検察機関は始審裁判所、軍事裁判所、控訴裁判所及び最高裁判所、

それぞれのもとに検事局が置かれるという形で存在している。したがって、始審裁判所

には検事及び検事補で構成される検事局が設置され、控訴裁判所には検事長及び複数の

検事が配置されている。そして、最高裁判所には検事総長、検事総長補佐各１名、及び

複数の検事で構成される最高裁判所検事局が設置されている。 

さらに、執行官法が成立していない現時点では、検察官が民事裁判の強制執行につい

ても担当し、検事または検事補が、警察等の協力を得ながら執行を行うこととなってい

る。 

 

 ２－１－５ 弁護士会と弁護士養成校 

カンボジアでは、1995年に制定された弁護士会法に基づき、カンボジア弁護士会（Bar 
Association of Kingdom of Cambodia：BAKC）が設置され、1997年までに２期にわたり、米国
等の援助を受けて弁護士養成課程が設けられた。その後、2001年８月に弁護士養成校

（Lawyers Training Center：LTC）設立にかかるサブ・デクリーに基づき、日本弁護士連合会
（JICAの開発パートナー事業）による支援を受けてLTCにおける弁護士養成が開始し、毎年
約50名の卒業生を輩出している。現在、BAKCはLTCにおける弁護士の新規養成、リーガル
クリニックオフィス（Legal Clinic Office：LCO）における継続教育（現役弁護士に対するセ
ミナーやサマーキャンプの実施）、及び貧しい人への法律扶助を活動の柱としている。 

非政府組織であるBAKC及びその下部組織であるLTCに対する政府の支援は限定的（法律
扶助活動の支援に対する少額の資金提供）であり、LTCの運営にかかる経費の大部分はドナ
ーの支援によって賄われている。 

LTCは、これまで王立法科経済大学（Royal University of Law and Economics：RULE）内
の教室と執務室を無償で貸与され活動してきたが、大学自体が教室不足に陥り立ち退きを要

求された。2008年５月（９期生）からはRSJP内に教室を置く予定である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ カンボジア弁護士会の構成 

弁護士会（BAKC）

弁護士養成校 
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 ２－１－６ 立法化プロセス 

本プロジェクトでは、民法・民事訴訟法関連法令の起草とその後の立法化がプロジェクト

において一つの重点事項となっていることもあり、ここではカンボジアにおける立法化プロ

セスを概観する。カンボジアにおいて司法省が主管となる関連法案の立法化プロセスは、お

おむね以下のとおりとなっている。 

（１）司法省主管の法律については、司法省がその法案を起案する。 

（２）起案後は、法案を閣僚評議会に提出し、法律家委員会と既存の法律との整合性や文言

の修正等につき協議する。この際、他の省庁と協議する必要がある場合は併せて協議す

る。また、当該法律が裁判所の組織等に関するものである場合には、司法官職高等評議

会、更には経済、文化、社会的に重要だと考えられる事項については必要に応じ、

Economic, Social and Cultural Observation Unitとも協議を行わなければならない。 
（３）法律家委員会、そして必要に応じ他省庁、Economic, Social and Cultural Observation Unit、

及び司法官職高等評議会との協議を踏まえ、当該法案を修正する。 

（４）修正後、閣僚評議会は国会に当該法案を提出する。 

（５）その際、公聴会やセミナーを開催し、当該法案に関する意見やコメントを国民より幅

広く求める。 

（６）国会においては、まず下院にて常任委員会に法案が持ち込まれ、法案の内容により各

委員会に振り分けられる。当該委員会の審議の後に常任委員会に戻り、本会議にて審議

を行う。 

（７）下院で当該法令が可決された後は、上院において下院同様、常任委員会にて法案内容

により各委員会に振り分けられ、当該委員会の審議後に常任委員会に戻り、本会議にて

審議を行う。 

（８）上院可決後、組織法もしくは憲法にかかわると考えられる場合には、必要に応じて憲

法院においても審議を行う。 

（９）上院可決後、または必要に応じて憲法院においても承認されたあと、国王の名におい

て、当該法律は公布される。 
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図２－４ 法案の立法化プロセス 

 

２－２ 関係機関との協議結果概要（議事録要約は、付属資料３－３のとおり） 

 新規プロジェクトの要請に基づき、実施の枠組み及び実施内容の妥当性を検討するため、調

査団はカンボジア司法省との間で協議、意見交換、情報収集を行い、合意事項をM/M（付属資
料３－４）に取りまとめ、2008年２月５日（火）、司法省アン・ヴォン・ワッタナ大臣と調査

団長との間で署名・確認した。協議結果の概要は以下のとおり。 

 

（１）起草プロセスにおけるカンボジアのイニシアティブ 

従前の支援では、まず日本側の支援委員が中心となって条文案の作成を行い、それをカ

ンボジア側に示し、カンボジア側が現地の実情に照らし修正等の意見を述べ、両国の作業

グループで協議を重ねながら修正を行っていた。しかしながら、カンボジア司法省の今後
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の起草作業における自立発展性を促すため、フェーズ３においてはカンボジア側が起草の

イニシアティブを担うこととなった。すなわち、カンボジア側人材が条文案の作成を行い、

日本側のコメントを経て仕上げていくというプロセスを取ることとなった。なお、イニシ

アティブを移すにあたり、カンボジア側からは起草するための情報源として、関連の日本

の法案を英訳もしくはクメール語訳して提供願いたいとの要望があり、できる限り対応す

ることとした。 

 

（２）若手人材の養成 

従来、カンボジア側で起草作業や立法化に携わってきた人材は、クメール・ルージュの

時代を経てカンボジア国内に残っていた限られた少数の人材であり、また比較的年配の者

であった。このままでは、今後各種起草関連作業をカンボジア側独自で将来的に継続して

いくことが難しいことから、フェーズ３では司法省若手職員（民事局・立法局中心）の関

与を深める体制とした。なお、若手職員は民法・民事訴訟法に関する知識を十分に有して

いないため、作業はこれまでのワーキング・グループ（Working Group：WG）メンバーの
監督下で行われることとなる。また、若手職員が当初から起草作業を担うことは困難であ

るため、将来的に若手職員が起草作業を担えるようになることをめざすこととする。 

司法省若手職員（民事局・立法局中心）であるサブコミッティメンバーの関与を深める

体制にしたことで、法令検討・作成のプロセスを通じて、カンボジア側人材に起草に関す

るノウハウ（サブスタンシャルな内容のほか、どのような体制で臨んでいくべきか、役割

分担をどのようにすべきかなどのロジ的側面を含む各種必要な検討事項）が習得されると

ともに、それらの過程が組織内の記録となって残り、組織的な継承・蓄積ができることや

組織的自立発展性の確保の一助になることが期待される。また、サブコミッティメンバー

は民事局、立法局の職員が多いため、今後それぞれの部局が立法作業に携わる際のコア人

材となることが期待される。 

 

（３）年間計画と人員体制の年度ごとの見直し 

附属法令の起草に関しては、周囲の状況や社会状況の変化によって、その都度起草のニ

ーズが変わることが想定される。したがって、R/Dにおいてプロジェクト全期間中に起草
する附属法令を定めることはせず、毎年年間計画を策定することとなった。また年間計画

の策定に合わせ、携わる人員の見直しを行うことによって、より効果的・効率的に起草作

業を行うこととなった。 

 

（４）附属法令の優先順位 

調査時における附属法令の優先順位は、不動産登記に関する法令、供託制度に関する法

令、身分登録に関する法令、法人登記に関する法令、夫婦財産契約登記に関する法令であ

る。2007年10月時点では区分所有権に関する法令に関しても協力の要望があがっていたが、

カンボジアの区分所有権は特異な状況となっており、日本による支援は困難と考えられた

ことから、今次調査では優先順位から削除された。 
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（５）RSJPとの調整 
2007年７月に民事訴訟法が適用され、2007年12月に民法が公布された。司法省では現職

の裁判官に対し、民事訴訟法の普及セミナー（フェーズ３においては、「新法理解研修」

と称する）を実施している。一方、RSJPでは現職裁判官に対する継続教育の中で両法を理
解させるための研修が行われ、司法省による普及セミナーとRSJPの継続教育の内容に重複
が見られる。新法について指導できるカンボジアの法曹人材は限られているため、このよ

うな重複は非効率的であり、実施に際しては双方の調整が必要となる。司法省、RSJPの双
方は、ともに調整の担当者を決めることとなった。〔RSJPの担当はサム・ブンソン（Sam 
Bunthonn）継続教育担当〕 

 

（６）民法・民事訴訟法に関する質疑応答 

両法の公布、民事訴訟法の適用に伴い、各裁判所からさまざまな質問が寄せられている。

調査時点ではそれらの質問をまとめることができていなかったが、司法省内の情報共有の

ために情報を収集することとし、収集の方法及び収集した質疑の取扱いについてはプロジ

ェクト期間内に検討することとなった。 

 

（７）民事訴訟法適用に必要な書式 

カンボジア側からは、日本が提供した日本の書式がとても有用であり、カンボジアで使

用するにあたってはWGで検討したい旨発言があった。日本側からは、附属法令の起草の
検討が本格化するなかで、併せてWG内で書式の検討まで行うとなると、WGメンバーへの
負荷がかかりすぎる恐れがあること、日本人専門家の限られた時間も書式検討ではなく起

草作業に充てるほうがよいこと、またカンボジア側人材で検討したのち、必要な部分に日

本人専門家のコメントを得ることにしてはどうかなどを説明し、提案した。この提案を受

け、カンボジア側からは、日本人専門家が多忙であることは理解できるものの、日本側か

ら書式についての協力がなければ、今まで日本の協力によって作られた民法・民事訴訟法

の適切な運用が不可能になるとして、カンボジア側での検討のあと、日本側からの助言を

得るために日本の書式活用の経験のある短期専門家（裁判官、書記官、大学の先生等）を

派遣をすることを強く求められた。本件については、調査団のみで決定できる事項ではな

いため、帰国後検討していくこととなった。 

 

（８）コミッティ、サブコミッティメンバーへの謝金 

「法制度整備プロジェクト」では、フェーズ１から一貫してプロジェクト活動にかかわ

るコミッティの作業参加にあたって参加謝金を支払っていた。カンボジアの国内事情、数

少ない優秀な人材確保の面でやむを得ない部分があったものと考えられるが、フェーズ３

では司法省職員の関与を増やしていくことになっており、このまま慣習的に謝金の支払い

を続けてしまうと、多くの司法省職員に司法省の本来業務をするにあたって謝金を支払う

というゆがんだ構図が拡がることになる。 

したがって本件については、見直すべきとの現地専門家からの意見もあり、フェーズ３

からは従前のコミッティメンバーも含め、謝金の支払いは見合わせることなった。ただし、

従前のコミッティメンバーには司法省以外の外部人材がおり、今後の起草作業にあたって
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も、例えば裁判官としての知見を提供してもらう必要がある場合も考えられ、その際に謝

金がなければ外部人材の協力が得られなくなり、有効な検討が進まなくなる事態も予想さ

れる。そうした状況が今後顕在化した場合には、謝金について外部人材と司法省職員を分

けて対処するなど、現場の事情に即した対応が必要である。 

 

（９）法整備支援に関するプログラム 

調査団は、現在JICAでは法整備支援に関するプロジェクトを３件（「法制度整備プロジ
ェクト」「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」「弁護士会司法支援プロジェ

クト」）実施し、それぞれのプロジェクトを通じて、また他ドナーやカンボジア自身のさ

まざまな取り組みとともに、カンボジアにおける法の支配確立に向けた努力を行っている

旨を説明した。この３プロジェクトはカンボジア側の実施機関が異なり、それぞれのプロ

ジェクト目標は違うが、高い目標としては共通して「法の支配の確立」があることや、可

能な範囲でカンボジア側の各機関においても協力・連携してもらいたいことを説明した。 

 

（10）資料の共有 

本プロジェクトにて作成する教材や資料は、他の法整備支援の案件においても大変有用

な資料となりうるため、作成した教材・資料をカンボジア国内及びカンボジア以外のJICA
の法整備支援のプロジェクトで活用したい旨を説明し、同意を得た。 

 

（11）カンボジア側の体制強化 

プロジェクトマネージャーとして機能することになっている特定の次官の都合がつか

ないときに物事が進まなくなってしまわないよう（実際の効果のほどはともかく）、コミ

ッティメンバーである次官及び次官補が代行できることを確認した。 

 

（12）カンボジア側からの要望 

フェーズ３において起草の主体をカンボジア側に移すことは容易ではなく、カンボジア

側に不安があるため、日本国内の支援委員には今後も助言いただきたい、また新法理解を

進める活動を行うにあたり、現在執筆いただいている民法の教科書・逐条解説の早期の完

成を望んでいると、日本国内の支援委員に対する強い期待がカンボジア側から述べられた。 

 

２－３ 案件概要 

 ２－３－１ プロジェクト名 

和文：法制度整備プロジェクト（フェーズ３） 

英文：Legal and Judicial Development Project（Phase３） 
 

 ２－３－２ 対象地域 

本プロジェクトのターゲットグループは、司法省（MOJ）であり、対象地域は基本的に首
都プノンペンとなる。 
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 ２－３－３ 実施機関（カウンターパート機関） 

本プロジェクトにおいては、フェーズ２ではWGと呼んでいたハイレベルのグループから、
司法省内、特に民事局や立法局等の若手職員に可能な限り業務を委譲していくこととする。 

・プロジェクトディレクター：司法大臣 

・プロジェクトマネージャー：司法省次官（立法化担当） 

・コミッティ（フェーズ２まではWGと呼称）：司法省次官、最高裁判事、控訴裁判事等 
・サブコミッティ：民事局、立法局等司法省職員中心 

 

 ２－３－４ プロジェクト協力期間 

2008年４月９日～2012年３月31日。 

 

 ２－３－５ 協力内容 

 （１）上位目標 

民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する。 

   ＜指標＞ 

・民法適用以降の民事裁判の質 

・民法にのっとった裁判外での紛争解決の質 

・社会規範としての民法の適用度合い 

・民法にのっとった法人登記、供託の利用状況 

 

 （２）プロジェクト目標 

司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策を取れるようにな

る。 

   ＜指標＞ 

・起草された法令における日本側の関与の変化 

・運用指針と関連資料作成、新法理解研修の実施における日本側の関与の変化 

・起草された法令におけるサブコミッティの関与の変化 

・運用指針と関連資料作成、新法理解研修の実施におけるサブコミッティの関与の変

化 

 

 （３）成果と活動 

プロジェクトの開始に際して、中間及び終了時におけるプロジェクトの進捗をより明

確に測るため、まずは以下のとおり簡潔なベースライン調査を行うこととした。 

１）成果０ 

ベースラインデータを設定し、共有する 

    ＜活動＞ 

0-1 上位目標、プロジェクト目標、成果それぞれの指標につき現状を調査する。 

0-2 ベースラインにつき日本側・カンボジア側双方で共有する。 
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２）成果１ 

司法省内に民法・民事訴訟法運用に必要な事項を検討する組織が確立する。  

    ＜指標＞ 

1-1 司法省内の組織体制及び外部の有用人材の活用状況度合い 

1-2 司法省の組織体制の運営ルールの確立 

1-3 開催された検討会合の開催数と検討に必要なメンバーの参加度合い 

1-4 検討結果の記録を残す体制の有無 

1-5 検討会合における司法省のイニシアティブの度合い（準備状況、検討内容、発

言内容、及びアジェンダ設定） 

    ＜活動＞ 

1-1 司法省において民法・民事訴訟法の運用に必要な事項を検討する組織のあり方

を検討する。 

1-2 1-1の検討結果をもとに、実働可能な体制を作る。 

1-3 必要に応じて1-2で作られた体制のメンバー入れ替えを検討する。 

1-4 1-2以降の活動を通して、起草に関して必要な手順、懸案事項を組織として把

握・蓄積する。 

３）成果２ 

司法省において民法、民事訴訟法を運用するために必要な制度が検討され、関連法

令が起草され、立法化に向けて必要な作業が行われる。 

    ＜指標＞ 

2-1 民法・民事訴訟法を運用するために必要な事項を適切に定めた関連法案の起草

実績とその内容 

    ＜活動＞ 

2-1 司法省にて起草が必要な関連法令の優先順位を付ける。 

2-2 司法省にて年間計画を策定する。 

2-3 司法省にて適切な制度を検討する。 

2-4 司法省にて関連法令を起草する。 

2-5 司法省にて立法化に必要な手続きを行う。 

2-6 必要に応じて司法省にて他省庁との法案の調整を行う。 

2-7 それぞれの過程において記録を残すことにより、組織として知識を蓄積する。 

2-8 日本側からは、上記各段階でアドバイスを行う。 

４）成果３ 

司法省が司法関係者に民法・民事訴訟法を運用するための知識を広める。 

    ＜指標＞ 

3-1 関連資料の種類、数、配布先と活用状況 

3-2 新法理解研修の実施回数と参加者の新法の概要に関する理解度 

3-3 民法・民事訴訟法を運用するために必要な事項を適切に定めた運用指針の数と

内容 

    ＜活動＞ 

3-1 司法省にて教科書や逐条解説等、実務に必要な資料を司法関係者、その他必要
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に応じて配布する。 

3-2 司法省にて司法関係者に対する民法・民事訴訟法の新法理解研修を、王立裁判

官・検察官養成校（RSJP）と調整しつつ実施する。 
3-3 司法省にて民事訴訟法・民法の運用にあたり、必要な運用指針等を検討する。 

3-4 司法省にて3-3で検討した指針を作成する。 

3-5 司法省において民法・民事訴訟法の運用に関する質問記録を作成する。 

3-6 司法省が3-5の質問への対処の方法について検討する。 

3-7 司法省にて3-3から3-6までの検討過程を記録に残し、組織として知識を蓄積す

る。 

3-8 日本側からは、上記各段階でアドバイスを行う。 

 

 （４）投入 

１）日本側（総額約3.9億円） 

・長期専門家：法制度整備支援、附属法令起草支援／援助協調、業務調整 

・短期専門家：附属法令起草支援 ２名×0.5月×３回／年×４年間 
・研修員受入れ：短期本邦研修 ８名×0.5か月×１回／年×４年間 
・供与機材：必要に応じて検討 

・現地業務費：現地セミナー開催費用等 

・国内支援体制：民法作業部会、民事訴訟法作業部会 

２）カンボジア側（総額不詳） 

・カウンターパートの配置：プロジェクトディレクター、プロジェクトマネージャー

（及び不在の場合は代行者）、「民法・民事訴訟法担当のコミッティメンバー」、「民

法・民事訴訟法担当のサブコミッティメンバー」 

・施設の提供：司法省内の長期専門家用オフィス、セミナー／ワークショップ

（Workshop：WS）開催のための会議室・教室、その他関連施設・機材 
・ローカル・コスト：カンボジア職員の給与、供与機材に関する税関手続費用、国内

移動費、保管費用、設置費用、施設・資機材維持管理費用 

 

 （５）外部要因 

１）上位目標達成のために満たされるべき外部条件 

・関連法令の立法過程が中断されない。 

・司法省所掌以外の民事分野の法令が適切に整備される。 

２）成果２達成のために満たされるべき外部条件 

・共同所管の法令の起草に際して、他省庁の協力が得られる。 

 

 ２－３－６ モニタリングと評価方法 

モニタリング・評価については、プロジェクト開始後２年後の2010年２月後を目処に中間

評価を行い、プロジェクトの進捗確認を行う。また、プロジェクト終了時点の半年前を目処

に2011年10月にプロジェクト終了評価を行う。 
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２－４ 評価５項目による事前評価 

 ２－４－１ 妥当性 

・本プロジェクトは、カンボジアの国家開発戦略、ターゲットグループである司法省の
開発ニーズ、そして日本の ODA 政策、計画、戦略に合致している。 

・また、司法省のニーズを満たすための基本的な戦略も適切であると考えられる。 
・民法・民事訴訟法の起草・立法化は日本がフェーズ１、２を通じて協力してきており、
当該分野において日本に知見・経験がある。 

 

カンボジア政府は、2004年７月に発表された開発政策である「四辺形戦略」で明らかにさ

れているとおり、司法改革に高い優先順位を引き続き与えるものと考えられる。具体的には、

2003年に発表された法・司法制度改革戦略やそのアクション・プラン“Plan of Action for 
Implementating the Legal and Judicial Reform Strategy”である（2005年発表）では、「立法の
枠組みの近代化」が司法分野における７つの重点分野の一つとなっている。 

また、本プロジェクトは司法省が民法・民事訴訟法の運用に必要な施策を自立的に取れる

ように組織能力を向上させることをめざしており、ターゲットグループである司法省のニー

ズを満たすものと考えられる。司法省は、民法・民事訴訟法に関する法令を起草し、省内の

若手職員を育成し、そして民法・民事訴訟法に関連する法令を運営するための組織づくりを

行う必要性を、2006年10月に実施されたフェーズ２の終了時評価調査の場で指摘されている。

本プロジェクトは、日本側からの関与を徐々に減らし、カンボジア側に責任を徐々に移しな

がら、司法省側の法令起草能力を高め、省内の若手職員を育成し、司法省自身の組織力を高

めていくことで、このようなニーズに対処するものである。 

本プロジェクトはまた、日本のODA計画や戦略とも一貫性を有している。2002年２月に策
定された日本の対カンボジア国別援助計画では、民事法制度の構築と向上はカンボジアに対

する重要政策中枢支援と位置づけられている。また、JICAの対カンボジア国別援助実施計画
では、基本的な法律の欠如が、カンボジアの社会・経済開発を実現するうえでの主要な阻害

要因と位置づけられており、民事に関する法制度整備を支援する重要性は高いといえる。な

お、民法・民事訴訟法の起草・立法化支援はフェーズ１、２を通じて日本が行ってきており、

当該分野において日本に知見・経験があること、またカンボジア司法省がこれらの運用に必

要な施策を自立的に取れるようになるようになるまで引き続き日本が協力することは、従来

の協力の成果を高めるうえでも必要といえる。 

 

 ２－４－２ 有効性 

・司法省の自立的運営能力構築・向上という本プロジェクトのプロジェクト目標は、フ
ェーズ１及び２の経験を踏まえ、適切に設定されていると考えられる。 

・また、プロジェクト目標を実現するための戦略も、ある程度の懸念は残るものの、懸
念に対する配慮が十分なされれば、プロジェクト目標を達成することが期待される。 

 

本プロジェクトでは、司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策

を取れるようになることをプロジェクト目標としている。フェーズ１及びフェーズ２が民

法・民事訴訟法の立法化を中心的な目標にしていたことをかんがみた場合、立法化そのもの
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から司法省の自立的な運営能力の構築と改善へとプロジェクトが確実に進歩していること

を示しており、適切な目標設定であると考えられる。実際本調査では、徐々に司法省のオー

ナーシップが改善している姿がうかがえた。司法省がすでに自らイニシアティブを発揮し、

サブコミッティを設立していることや、サブコミッティでは法案趣意書を作成し、法人登記

に関する基礎調査も実施していることがあげられる。今後ともこのようなオーナーシップの

改善が見られれば、プロジェクト目標を達成するために十分な効果を発揮することが期待さ

れる。 

日本側の関与を徐々に減らしていくことで、プロジェクトを実施するうえで、司法省側の

オーナーシップをさらに高めていくことが期待される。特に、プロジェクトの活動実施の責

任や業務を司法省若手職員に徐々に移していくことは、プロジェクト目標の実現に資するも

のと考えられる。他方、プロジェクト目標を実現するうえでの懸念もある。例えば本プロジ

ェクトでは、法令の起草や民法・民事訴訟法に関する情報の普及といった成果を早急にあげ

ることが求められている。早急に整備の必要な附属法令の起草にあたり、質の高い法案の迅

速な完成に重きを置いた場合、司法省の自立的なキャパシティ構築を十分に行えない可能性

があることについては留意が必要である。 

 

 ２－４－３ 効率性 

・本プロジェクトは、特にフェーズ２と比較して、司法省の若手職員を活用することに
よって、より効率的に実施されることが期待される。 また、日本国内からの支援、
関連する他のプロジェクトとの連携、そして長期専門家の活用もプロジェクトの効率
性向上に資すると考えられる。 

・ただし、司法省の若手職員の経験不足や、民法・民事訴訟法に関連する法令の起草に
際して関連省庁からの協力が得られない可能性が懸念となり得るため、引き続き情報
収集を行う、継続的な養成を行うなどの配慮が必要である。 

 

本プロジェクトでは、プロジェクトの活動を実施するうえでこれまで懸念されてきた司法

省内の人材不足への対処を検討している。フェーズ２の終了時評価調査において指摘された

ように、フェーズ２では司法省幹部及び裁判官や検察官といった外部の人材に依存せざるを

得ず、司法省側の人員不足が問題とされた。具体的には、司法省幹部に依存してしまった結

果、これら幹部の業務が多忙となり、本来彼らが果たすべきプロジェクトの監督・運営の役

割が十分果たせなかったのみならず、プロジェクトが本来必要とする人材の不足を補うこと

はできないことが明らかになっている。また、外部の人材である裁判官や検察官は、自身の

本来の業務に追われプロジェクトの活動にあまり参加できず、結果としてフェーズ２の進捗

が遅れ、非効率が生じることもあった。フェーズ３では、以上のような諸問題に対応するた

め、司法省若手職員を活用し、これら職員が中心となってサブコミッティを構成し、司法省

幹部の監督と日本人専門家の支援の下、プロジェクトの活動を主体的に実施することを考え

ている。 

また、フェーズ１、２から引き続きフェーズ３においても、民法及び民事訴訟法作業部会

等、日本国内の関係者の方々から時宜を得たアドバイスやご支援をいただくことで、司法省

関係者からの質問や懸念に適切かつタイミングよく対応できると考えられ、プロジェクトの 
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効率性向上にさらに資することが期待されている。 

さらに、本プロジェクトは、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェー

ズ２）」や「弁護士会司法支援プロジェクト」と緊密に協力することで、３つのプロジェク

トそれぞれの投入や成果が共有され、またお互いのプロジェクトに活用できると考えられる。

つまり本プロジェクトでは、３つのプロジェクトが同時並行的に実施されるなかで、相互の

緊密な協力によって得られる相乗効果により、プロジェクトの更なる効率性向上につながる

ことが期待されている。 

日本人長期専門家は、フェーズ２の実施の際にも見られたように、民法作業部会、民事訴

訟法作業部会、JICAに適切な情報を提供し、本プロジェクトの効率的な実施に大きく貢献す
ることが引き続き期待される。投入の計画的な実施や成果の効果的・効率的発現には長期専

門家の果たす役割が大きいと考えられる。 

法令の起草に際して司法省の若手職員を活用することには、これら職員がこれまでに法令

の調査、検討や起草といったプロジェクトの活動を実施した経験が十分ではない点は懸念さ

れるが、本プロジェクトではプロジェクトを実施しつつ、これら職員の能力が将来的に育成

されることを期待している。 

最後に、民法・民事訴訟法に関連する法令の起草に際して関連省庁からの協力が必要な場

合に、そういった協力が得られなかった結果、法令が起草されない、もしくは検討さえされ

ないといった事態が生ずるという懸念もある。このため常に情報収集を行い、連絡を取り合

うなどの対策が必要である。  

 

 ２－４－４ インパクト 

・本プロジェクトは、上位目標の達成には、他の省庁が民法・民事訴訟法の内容との調
整を図らないまま、矛盾する法令を起草する可能性があるといった外部条件があるも
のの、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」とともに実
施されることで、上位目標の達成により効果的に貢献することが期待される。 

・また、本プロジェクトは、日本の ODA の特長である「共同作業アプローチ」の普及
や司法省の一般的な立法能力の向上といった正の波及的効果を生じる可能性がある。 

 

本プロジェクトの上位目標は、「民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する。」とな

っており、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」の上位目標が

「カンボジアにおいて民法・民事訴訟法に基づいて適切に民事裁判が行われるようになる。」

と同じ方向性の上位目標を掲げている。つまり本プロジェクトは、同時並行的に両プロジェ

クトを実施することで、相互の上位目標の実現に貢献するように計画・策定されている。し

たがって、関連する２つのプロジェクトの上位目標を達成する蓋然性は高いと考えられる。 

しかしながら、上位目標の達成には外部条件がある。特に、他の省庁が民法・民事訴訟法

の内容との調整を図らないまま、矛盾する法令を起草する可能性は完全には排除されておら

ず、上位目標を達成するために満たされるべき外部条件となっている。同懸念に対しては、

プロジェクトの実施に際して留意する必要がある。 

「法制度整備プロジェクト」における「共同作業アプローチ」はフェーズ１及び２におい

て用いられ、司法省側からも高く評価された結果、司法分野における他の支援プロジェクト 
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にも広めることが司法省により奨励されている。それを踏まえ、本プロジェクトにおいても、

原案を作成するイニシアティブはカンボジア側に移すことを意図するものの「共同作業アプ

ローチ」は引き続き採用されるので、同アプローチがカンボジアにおいてさらに広まり、定

着することが期待される。同アプローチが日本のODAの主要な長所であることを考えた場合、
司法分野に対する支援において同アプローチが広まることは、本プロジェクトの正の波及的

効果と考えられる。 

また、本プロジェクトは、司法省立法局関係者が参加することになっているため、司法省

内の幅広い人材育成につながる可能性があり、最終的には民事分野以外における法令起草の

質の向上につながる可能性がある。立法局は単に民事分野だけでなく他の分野についても関

与することから、プロジェクトを通じた立法局のキャパシティの向上が、民法・民事訴訟法

以外の幅広い分野における立法能力の向上につながることが考えられる。  

 

 ２－４－５ 自立発展性 

・本プロジェクトは、政策面での自立発展性は引き続き期待できるものの、組織、人材、
そして財務面での自立発展性には懸念が残されている。 

・他方で、司法省が責任や業務を省内の若手職員に移譲することで、人材及び組織の面
での自立発展性を向上させる努力を始めていることは明るい兆しと考えられる。４年
後のプロジェクト終了時には、自立発展性が向上し始めることが期待できるといえる。 

 

政策面での自立発展性については、法・司法制度改革は「四辺形戦略」等の国家開発戦略

で重点とされており、またより具体的には「法・司法制度改革戦略」及びその実施のための

行動計画において、民事分野における法制度整備支援が短期・中期の重点分野とされている

ように、カンボジア政府の強いコミットメントが示されている。したがって、政策面での自

立発展性は、維持される可能性が高いと考えられる。 

司法省の人材及び組織面でのキャパシティは、本プロジェクトを成功させるうえでは、大

きな懸念となりうる。しかしながら、司法省はその人材及び組織を構築・改善するために、

サブコミッティを組織し、主要な責任と業務を委譲する方向に踏み出すなど、具体的な行動

をすでに取り始めている。同措置による若手職員の育成が将来にわたって司法省の組織及び

人材面での自立発展性を向上させる可能性が高く、歓迎すべきものであると考えられる。た

だし、４年間のプロジェクト期間において、JICAを含む外部からの支援を必要としなくなる
ほどまでに、司法省の組織力が強化され、また若手職員の技術や能力が大きく向上すること

を期待するのは現実的とはいえない。したがって、本プロジェクトでは４年後に司法省の組

織力、司法省職員、そして特に若手職員の能力や技術が、自立発展性向上の端緒を示すこと

を期待している。 

司法省の財政面での自立発展性も懸念となっている。司法省がその活動を実施するうえで

ドナーからの財政的な支援に依存する傾向があることから、本プロジェクトの実施に際して

は司法省の財務面での自立発展性の改善に留意する必要がある。特に、本プロジェクトの活

動である新法理解研修の実施にあたっては、財務面での自立発展性に懸念が残されており、

司法省側に自立発展性に向けた具体的な措置を考えるよう促していくことが重要であろう。  

以上のように、司法省がプロジェクトとして全体の自立発展性を実現するためには、まだ 
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まだ課題が多いといえる。特に、組織、人材、及び財務面での自立発展性には懸念が大きい。

しかしながら、司法省が、責任や業務を省内の若手職員に移譲することで、人材及び組織面

での自立発展性を向上させる努力を始めていることは、明るい兆しといってよい。このよう

な努力が司法省の全体的な自立発展性につながり、司法省が民事分野における法制度整備を

自立的に行えるようなキャパシティが今後４年間で少しずつ向上していくことが期待され

る。 
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第３章 「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」 
の調査概要 

 

３－１ 対象機関の組織概要 

 ３－１－１ 組織の枠組み 

法曹人材の養成機関として2002年２月５日付サブ・デクリーにより、まずRSJPが設立され
た。その後、裁判官・検察官のみならず、書記官等司法関係者を養成する必要から、RSJPと
ともに書記官養成校等を包含する形でRAJPが設立された。現在ではRSJPもRAJPの一組織と
なっている（RAJPの組織概要については図３－１を参照）。なお、2008年２月現在に開校し
ているのは、RSJP及び書記官養成校であり、執行官養成校と公証人養成校はいまだ開校に至
っていない。また、RAJPにはその運営をサポートする事務局が存在するものの、人員も不足
しており、事務局機能はいまだ弱く強化の必要がある。 

2005年１月に発出されたロイヤル・デクリー（勅令）によれば、RSJPはその職責として裁
判官・検察官の新規養成のほか裁判官や検察官を選抜し、その上でトレーニングを実施する

ことになっている。ただし、裁判官や検察官のトレーニングに関しては、司法省内に研究・

訓練局があり、現職裁判官・検察官の育成はこれまで同局が担ってきたという経緯もある。

RSJPの設立後は、公式には裁判官・検察官の育成は司法省ではなく同学校が担うこととされ
たが、RSJPが教官・予算不足等により、裁判官・検察官に対する教育をすべて担当できるほ
ど十分に体制が整備されていないこともあり、実態上司法省が実施する継続教育等の類も存

在しており、継続教育を中心にトレーニングに関する両者の役割分担は必ずしも明らかでは

ない。 

RAJPは、組織的には閣僚評議会の管轄下にあり、予算については経済財務省に申請し、承
認を受ける必要がある（図２－１を参照）。 

なお、RSJP設立前は、カンボジアにおいて裁判官・検察官養成を目的とした機関はなかっ
た。そのため、法学教育を受けたことのあるなしにかかわらず、ある程度の教育を受けた人

や元教師だった人を裁判官として任命し、数か月の実地研修や海外（ベトナム、旧ソ連など）

で数か月余の研修を受けていた。加えて、もともと海外（ベトナム、旧ソ連など）で法学教

育を受けた人を任官した。 

また、RSJP卒業試験合格により「司法官修了証」（仏語でディプロマ・ドュ・マジストレ
ア）が授与される。マジストレアのクメール語であるチャウクロムは、裁判官と検察官の両

者を指しており、修了書に「専攻分野」として「裁判官」「検察官」の別が記入されている。 

 

 ３－１－２ 意思決定のメカニズム（理事会の権限と役割） 

運営組織として理事会が設置されており、１年に３回開催される。客員理事は意思決定に

際する投票権をもたないことが、ロイヤル・デクリー（勅令）に記されている。理事会のメ

ンバーは、以下のとおりとなっている。 

１．閣僚評議会統括大臣 理事長 

２．司法大臣 副理事長 

３．RAJP学院長 職権上の理事 

４．司法官職高等協議会代表 理 事 
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  注：執行官養成校及び公証人養成校については、2008年２月現在は設立されていないことから、点線による表記とした。  

      図３－１ 王立司法学院（RAJP）組織図 
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５．経済財務省代表 理 事 

６．閣僚評議会代表 理 事 

７．司法省代表 理 事 

８．法律家委員会メンバー 理 事 

９．最高裁判所判事 理 事 

10．控訴裁判所判事 理 事 

11．国家改革高等評議会 理 事 

12．RSJP学校長 客員理事 

13．書記官養成校校長 客員理事 

14．RAJP事務局長 客員理事 

 

理事会は、RAJPの運営にかかわる組織・人事・予算等の計画・編成・実施等につき、意思
決定を行う組織である。しかし学院の運営については、あまりシステマティックには行われ

ていないようである。例えば、教官の選任についても同理事会が権限を有してはいるものの、

教官選任のための客観的な基準が存在するわけでなく、教官を選任する時期も特に決まって

いるわけではないようであり、実態としてはRAJPの運営にかかわる幹部が、それぞれ個人的
なネットワークを通じて、アドホックな形で人選のうえ理事会の選任手続きにかけているよ

うである。また、教官の選任については専任の教官がいないという問題もある。 

 

 ３－１－３ RAJP/RSJPの運営とカリキュラム等 
 （１）学校運営 

RAJP/RSJPの学校運営については、RSJPが設立されたのは2002年とまだ新しい学校で
あること、そして人材や予算といったリソースの面での制約がまだまだ大きいこともあ

って不十分な点が多い。RAJP全体としての人員体制は現在のところ、学院長１名、RAJP
事務局長１名、RSJP学校長１名、書記官養成校校長１名、執行官養成担当幹部１名、継
続教育担当主任１名、総務・会計主任１名、一般職員９名、そして契約職員４名の計20

名となっている。RAJP全体としてこの少ない人数で運営していることからもうかがえる
とおり、RSJPの運営には実質的にRSJP学校長１名とわずか数名の職員が担当するという
のが現状である。このようなRAJP/RSJPの脆弱な体制に象徴されるように、人員不足の
問題は深刻である。 

RSJPの教官については全員非常勤であり、またカリキュラム作成、教材作成など実質
的な準備作業を担える専任の人材も十分ではないというのが現状である。さらに、教官

は全員現職の裁判官または検察官であり、裁判官や検察官としての職務に加えて非常勤

の教官として講座を受け持つなど、複数の職務を抱え非常に多忙である。以上を踏まえ、

RSJPではフェーズ１において同校の卒業生の中から教官候補生を選抜し、養成を始めて
おり、将来的にはRSJPの学校運営において活用する予定である。 
民事教育の教官についてより詳しくみると、2007年５月から12月にかけて実施された

第３期生に対する前期研修では、民法、民事訴訟法の分野ではカンボジア人教官８名が

分担して担当しているが、すべてを賄いきれず、日本人専門家４名が一部講義を担当し

ている。また、判決書に関しては、カンボジア人教官が担当し、模擬裁判においては、
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日本人短期専門家が複数名長期専門家とともに担当している。 

教材作成については、基本的に各教科を担当する教官が、授業で用いるレジュメを作

成することとなっている。講義レジュメ以外には、民法ケーススタディ、民事第一審マ

ニュアル、模擬記録、民事第一審DVDがフェーズ１において作成された。しかしながら、
民法・民事訴訟法に関する教材作成については、現状ではRSJPの教官が自立的に行うと
いうよりも、基本的に日本人専門家に依るところが大きく、今後いかにしてカンボジア

側の教官が自らの手で教材作成を進めていくことができるようになるかが課題である。 

なお、刑事分野については、カンボジア人教官が講義を担当している。刑事分野に関

しては刑法・刑事訴訟法の起草支援を行ったフランスが協力を行っており、フランス人

の長期専門家が３名いるほか、適宜短期専門家派遣による裁判官・検察官に対する刑事

訴訟法の継続教育が行われている。ただし、通常は法律面でのトレーニングは特に行っ

ておらず、刑事訴訟法に関して質問を受けると回答する形での協力である。 

 

 （２）カリキュラム* 

１）新規教育カリキュラム 

RSJPの新規教育カリキュラムは２年コースとなっており、初めの８か月間（以下、
「前期研修」と記す）はRSJPにおける前期研修、続く１年間は裁判所等におけるイン
ターンシップ期間であり、残り４か月（以下、「後期研修」と記す）を再びRSJPで研
修を受けることとなる。 

前期研修では、民事・刑事に関する講義や演習等のほか、英語やフランス語といっ

た語学、コンピューターに関する講座も提供されている。また、ドナーによる特別講

義が行われることもある。2006年５月から12月にかけて実施された第二期生に対する

前期研修の実績は、全体で960時間の講義・演習等が行われ、そのうち303時間が民事

に関する教育、261時間が刑事に関する教育、そして英語及びフランス語の語学がそ

れぞれ100時間ずつ実施されている。2007年５月から12月にかけて実施された第三期

生に対する前期研修の実績は、全体で288時間となっており、第二期より若干少なく

なっている。 

インターンシップについては、15箇所の州裁判所や検事局で行われており、実務の

基本を体験・習得することを目的とする。後期研修については、前期研修及びインタ

ーンシップを踏まえて、全体をレビューし、それまでに習得したことを確認すること

となっており、大体300時間程度実施している。 

このように、新規教育のカリキュラムについては研修分野や科目、時間数について

は大体決まりつつあるが、より詳細なシラバス、講義や演習等の内容は教官の専門分

野等によって決まり、かつ教官の選任が現状ではアドホックな形で行われていること

が多いこともあって明確に定まってはいない。 

新規教育に関するこれまでの実績としては、第一期研修生55名が2003年11月に入学

し、2005年11月に卒業。第二期研修は2006年５月、第三期研修は2007年５月にそれぞ

れ始まっており、研修生はそれぞれ55名及び63名となっている。 

                             
* カリキュラムについては、明確には定義されていないようであるが、ここでは単に入学してから卒業するまでに行われる前期研修、
実習、後期研修の全体的な流れや概要を意味するものとして使用する。 
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２）継続教育カリキュラム 

現職の裁判官や検察官に対するRSJPの継続教育については、2007年から始まってお
り、同年には民事、刑事、そして子供の人権に関する継続教育が行われたが、何を目

的として、どのような方針のもとに、実施していくかについて、きちんとした議論を

踏まえて行われているとは言い難い状況にある。つまり、RSJPとしての継続教育に関
する明確なビジョンがないため、現状ではドナーに依存する形となっており、ドナー

の支援が得られるものであれば、とりあえずは何でも継続教育として受け入れる傾向

が強い。このため、フェーズ２では継続教育の目的・理念を検討する予定である。 

 

 （３）RSJPの受験資格 
RSJPにおける入試の受験資格については、サブ・デクリーにより以下のとおり規定さ

れている。 

１）一般入試枠：法律分野において学士号を取得している者で、かつ試験の実施日時点

で30歳以下の者。法律分野において学士号以上の学位を持っている者については、試

験日時点で35歳以下とする。 

２）政府枠（試験による選抜）：法律分野において学士号を取得している国家公務員

（ministries civil servants）で、試験日時点で38歳以下の者。公務員としての業務経験
が５年以上のものについては、試験の総得点に５％が加点される。 

３）政府推薦枠（無試験）：学生募集に際し、RSJPは５名の公務員を無試験で入学させ
ることができる。同公務員は、法律分野において学士号を取得しており、かつRSJPへ
の入学に値すると判断される業績のあるものとする。 

４）受験に際しては、犯罪歴のないこと及び健康であることも要件となっている。 

 

１）、２）のいずれの応募者も、３回以上試験を受けることはできないことになって

いる。また、１）と２）の枠の割合など詳細については、別途Prakas（省令）によって
定めることになっている。 

 

 ３－１－４ 設備・機材 

RAJPの設備は、建物はフランスの支援により建設された３階建ての王立行政学院の右翼部
分を借用しているが、現在建築中の３階建てのRAJP新校舎がまもなく完成する予定である。
新校舎は１階（GF）が学院長室やRAJP事務局長室であるオフィスとなっており、２階（１F）
は教室、３階（２F）は大教室ないし講堂となっている。  

 

 ３－１－５ RAJP/RSJP財政状況と他ドナーからの支援 
 （１）RAJP/RSJPの財政状況 

RAJP/RSJPの財政状況は、他のカンボジア政府機関同様、非常に苦しいものとなって
いる。具体的には、現在RAJP/RSJPは他の政府機関同様、カンボジア政府により支出さ
れる予算として実質８か月分の予算により、１年間の組織運営をするよう求められてい

る由である。 

教官に対する報酬は時間給で支払われており、１コマ1.5時間につき30ドル支払って
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いる。なお、30ドルのうち15ドルはカンボジア政府（経済財務省）からの予算であり、

残り15ドルはドナーが支払っている。ドナー分に関しては、これまでフランスが支給し

ていたが、2007年後半になってからフランスが刑事分野のみ支援を継続するが、民事分

野は支援しないと方針を変更した。 

 

 （２）RSJPに対する主要ドナーの支援 
RSJPの設立に関してはフランスが支援してきた経緯があり、現在もフランスが教官の

育成や資金援助等さまざまな支援、書記官養成校に対する支援を行っている。具体的に

は、フランスはRSJPの建物、設備（パーソナル・コンピューターなど）にかかる費用を
負担してきており、ほかにもフランスからの講師派遣、カンボジアにおける研修にかか

る費用もフランスは負担している。更には、カンボジアからのフランス留学に対する支

援も行っている。 

ただし、フランスは他のドナーからの支援を排斥しているわけではない。実際、日本

が同学校において民法、民事訴訟法部分の教育を担当することについてもフランスは歓

迎の姿勢を示している。 

 

３－２ 関係機関との協議結果概要（議事録要約は付属資料３－３のとおり） 

 新規プロジェクトの要請に基づき、実施の枠組み及び実施内容の妥当性を検討するため、調

査団はRAJPとの間で協議、意見交換を行い、合意事項をM/M（付属資料３－８）に取りまとめ、
2008年２月１日（金）、RAJPテップ・ダロン学院長と調査団長との間で署名・確認した。協議
結果の概要とM/Mの内容は以下のとおり。 
 

（１）カンボジア教官による授業の実施 

フェーズ１ではカンボジア側で主体的に授業を実施する体制が整いつつあるが、教官が

多忙で講義に来られない場合に一部の講義を日本人専門家が代替することがあったが、フ

ェーズ２のプロジェクト終了時にはすべての授業がカンボジア教官のみで実施できるよ

うになることをめざす。 

  

（２）組織的な知識の蓄積 

RSJPはこれまでの協力の結果、養成校として一通りの活動が行われている状態にあるが、
他方講師は外部講師がほとんどであり、講師個々人によるレジュメ作成、講義実施はでき

るにしても、現在ではそのノウハウが組織の蓄積となって残る仕組みがない。結果、フェ

ーズ１の終了時評価の際に、RSJPの組織としての自立発展性を高めることが重要であると
いうことが指摘されている。 

これに対し、フェーズ２では学校側と教官による教官ミーティングの仕組みを入れたこ

とや、ミーティングへの若手人材（若手事務局員や教官候補生）の参加を促すなどの仕組

みを整えることにより、複数の関係者が方針を共有し、講師が一部入れ替わってもグルー

プでノウハウを共有しておくことで、知識・ノウハウを幅広い人材が共有し、継続的に組

織としてそのノウハウが継承されていくことになっている。 

なお、教官ミーティングについては、教官が多忙であり定期的な開催は困難であること
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が考えられるものの、その重要性が認識され、開催に向けて努力することとなった。 

 

（３）若手人材の養成 

フェーズ１の終了時評価の際に、RSJPの自立発展性を高めるためには、若手人材の養成
が必要であることが指摘されていた。したがって、フェーズ２においても教官候補生の養

成を継続し、教官に採用されるよう育てることとなり、その一つの方法としてRSJPにおけ
るアシスタント教官として雇用することがあげられた。 

 

（４）司法省との調整 

2007年７月に民事訴訟法が適用され、2007年12月に民法が公布された。司法省では現職

の裁判官に対し、民事訴訟法の普及セミナーを実施している。一方、RSJPでは現職裁判官
に対する継続教育の中で両法を理解させるための研修が行われ、司法省による普及セミナ

ーとRSJPの継続教育の内容に重複が見られる。新法について指導できるカンボジアの法曹
人材は限られているため、このような重複は非効率的であり、実施に際してはその目的や

対象・内容などに関して双方の調整が必要となる。司法省、RSJPの双方は、共に調整の担
当者を決めることとなった。 

 

（５）継続教育への支援 

調査団は当初、日本側リソースが対応可能である現実的なキャパシティを考え合わせ、

継続教育については、RSJP卒業生を主たる対象として協力するという対処方針で臨んでい
た。しかしながら、カンボジア側より、卒業生以外の現職とRSJP卒業生を最初から分けて
考えるのでは、卒業生のみを重視しほかを切り捨てるかのような印象もあり、裁判官内部

に無用の分断を引き起こすようで望ましくないという見解や、卒業生以外の現職者は民

法・民事訴訟法理解に欠けるにしても、経験豊富な裁判官であるので、（カンボジア教官

だけでなく、両方の起草に協力している日本からの人材である）日本人専門家から何らか

のインプットがあると、実施される研修自体に信頼感と安心感が生まれることも事実であ

るとの意見が出された。それらを踏まえ、日本人専門家も交えて再検討を行った。継続教

育は本来、現職裁判官の経験年数や役職等で教えるべき内容が異なる面もあり、RSJPとし
て、どのような理念・目的で継続教育を行うのか、その対象者や頻度、カリキュラム等を

検討する必要がある。一方で、日本側も卒業生の増加と今後の人的リソースを見極めて、

どのような支援が可能か、RSJP側の継続教育に関する意向を踏まえながら検討する必要が
あり、双方の協議を継続する必要性が認められた。しかしながら、RSJPは、2008年分の継
続教育については、実施日程と対象等につき具体的に計画を進めている。したがって、2008

年分の対応としては、カンボジア側の指摘を考慮し、RSJP卒業生か否かを問わず、それぞ
れ半日分の講義を日本人専門家が行うこととした。なお、2009年以降の支援のあり方につ

いては、上記観点を踏まえながら、今後現地で双方協議を継続して決めていくこととした。 

 

（６）法整備支援に関するプログラム 

調査団は、現在JICAでは法整備支援に関するプロジェクトを３件（「法制度整備プロジ
ェクト」「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」「弁護士会司法支援プロジェ
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クト」）実施している旨を説明した。それぞれのプロジェクトを通じて、また他ドナーや

カンボジア自身のさまざまな取り組みとともに、カンボジアにおける法の支配確立に向け

た努力を行っている旨を説明した。この３プロジェクトはカンボジア側の実施機関が異な

り、それぞれのプロジェクト目標は違うが、高い目標としては共通して「法の支配の確立」

があることや、可能な範囲でカンボジア側の各機関においても協力・連携してもらいたい

ことを説明した。 

 

（７）資料の共有 

本プロジェクトにて作成する教材や資料は、他の法整備支援の案件においても大変有用

な資料となりうるため、作成した教材・資料をカンボジア国内及びカンボジア以外のJICA
の法整備支援のプロジェクトで活用したい旨を説明し同意を得た。 

 

（８）教官の謝金 

RSJPにおいては、現在外部講師の講義謝金について、半額は自国政府から予算を獲得し、
半額はドナーに頼っている状況であるが、今後すべて自国側で措置を取ってもらうことに

向けた努力をRSJPが行うことを調査団から申し入れた。しかしながら、現実としてRSJP
内部の人材が講師を務めるのではなく、ほぼすべての講義に対し外部人材を招へいせざる

を得ないという状況である。また、払うべき謝金は政府から予算を獲得して支払っている

ものの、講師として講義できる数少ない人材を同様の状況にある大学やその他の機関との

競合の中で外部から確保するため、「同額をドナーの支援によって積み増し」している構

造であることにかんがみると、一刀両断に現状を改善することがようやく形になってきた

RSJPの運営にとってよいことかどうかは一概にはいえない。したがって、時間をかけて措
置を考えていく必要があり、当面はこの部分の資金も日本側で確保しておくこともやむを

えない。 

なお、RSJPはカンボジア唯一の裁判官・検察官養成校であるため、日本だけではなく法
整備に関して協力している各ドナーの協調の下で、継続教育等を実施している現状があり、

他ドナーと共同で行うセミナー等については、資金面の負担に関して他ドナーとも対応を

調整して臨む必要がある。日本だけが理想論を掲げても立ち行かない部分があるため、現

場とよく調整して必要資金を十分前もって算段しておくことが必要である。 

 

（９）他の養成校に対する支援 

2007年10月のフェーズ１終了時評価において、RAJP傘下の他の学校である、書記官養成
校、執行官養成校に対する支援要請が強く表明されたが、日本側の協力リソースの関係上、

日本からの支援はRSJPに絞りたい旨回答していた。今次調査でも、支援はRSJPに絞る旨、
改めて合意した。なおRSJP教官候補生が、その育成のために書記官養成校、執行官養成校
で講義を行うことは十分考えられることであり、候補生育成の一環としてのそうした活動

において、間接的、副次的、また極めて限定的ではあるが、「あくまでRSJP支援の枠内で
書記官養成校、執行官養成校に波及する支援」は事実上行われる可能性があることになる。 
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（10）カンボジア側マネジメント体制の強化 

RAJP学院長、RSJP学校長がマネジメントにかかわるが、このほかに実際のマネジメン
トで重要な役割を果たしている事務局長の役割も、フェーズ２実施体制の中に明記した。

さらに、さまざまなマネジメントに関する情報の組織としての蓄積と継承を進めるため、

限られたごく少数（実際は３名）のマネジメント層のみが何もかも行うのではなく、現フ

ェーズではあまり表に出ていない事務局職員を、必要・内容に応じ定期会議に参加させ、

人材が入れ替わっても情報が継承されるようにした。 

 

３－３ 案件概要 

 ３－３－１ プロジェクト名 

和文：裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２） 

英文：Project for the Improvement of Civil Matters at the Royal School for Judges and 
Prosecutors of the Royal Academy for Judicial Professions (Phase２) 

 

 ３－３－２ 対象地域 

本プロジェクトのターゲットグループは、RSJPとなっており、対象地域は基本的に首都プ
ノンペンとなる。 

 

 ３－３－３ 実施機関 

本プロジェクトにおいては、フェーズ１で養成した教官候補生を活用することで、若手へ

業務と責任を可能な限り委譲していき、組織としてのノウハウ・能力を高めることとする。 

・プロジェクトディレクター：RAJP学院長 
・プロジェクトマネージャー：RSJP学校長 
・RAJP事務局長はマネジメントに責任を負う。 
・WG構成員：RSJP学校長、教官、教官候補生その他事務局員等 

 

 ３－３－４ プロジェクト協力期間 

2008年４月１日～2012年３月31日。 

 

 ３－３－５ 協力内容 

 （１）上位目標 

カンボジアにおいて民法・民事訴訟法に基づいて適切に民事裁判が行われるようにな

る。 

   ＜指標＞ 

・民法・民事訴訟法適用以降の民事裁判例のうち、民法・民事訴訟法に基づいて行わ

れた民事裁判事例の質 

 

 （２）プロジェクト目標 

RSJPにおいて民法・民事訴訟法にのっとった裁判官・検察官に対する民事裁判実務に
関する教育（以下、「民事教育」と記す）が自立的に実施できるようになる。 
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   ＜指標＞ 

・民事教育に関する授業実施状況（カンボジア人教官の授業の数、カリキュラム等の

作成過程におけるカンボジア人の関わり方がフェーズ１よりも大きくなる） 

・教官（常勤及び非常勤）の数が増加する。 

・カリキュラムの策定状況 

・RSJP内部で教材作成ができる体制が整備・維持される。 
 

 （３）成果と活動 

プロジェクトの開始に際して、中間及び終了時におけるプロジェクトの進捗をより明

確に測るため、まずは以下のとおり簡潔なベースライン調査を行うこととした。 

１）成果０ 

ベースラインを設定し、共有する。 

    ＜活動＞ 

0-1 日本人専門家が上位目標、プロジェクト目標、成果それぞれの指標につき現状

を調査する。 

0-2 ベースラインにつき日本側・カンボジア側双方で共有する。 

２）成果１ 

組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウがRSJPに蓄積さ
れる。 

    ＜指標＞ 

1-1 定例ミーティングの開催数及び検討内容の変遷 

1-2 教官ミーティングの開催数及び検討内容の変遷 

1-3 RAJPにおいて教官もしくはRSJPにおいてアシスタント教官を務める教官候補
生の数 

    ＜活動＞ 

1-1 RSJPマネジメント層と日本人専門家により民事教育に関する定例ミーティン
グを開催する。（学校運営の方針に関するミーティング）（必要に応じて若手職

員を入れる） 

1-2 教官の条件及び必要な教官数を検討する。 

1-3 教官確保の計画（いつまでに何人、どこから、どのように）を策定する。 

1-4 1-3をもとに、人員確保のため関係機関との協議・調整を行い、必要な予算申

請書を作成する。 

1-5 1-3をもとに、教官候補生の養成計画（いつまでに、何人、どのように）を策

定する。 

1-6 1-5をもとに、教官候補生を選出する。 

1-7 教官候補生を養成する。（授業のアシスタント、書記官・執行官養成校での授

業の実施等を含む） 

1-8 学院長／校長を主体とした教官ミーティングを開催し、カリキュラム及び教材

作成指針について検討し起案する。 

1-9 1-8のカリキュラムをもとにRSJPが教官を確保する。 



－33－ 

1-10 カリキュラムに基づき、民事教育（新規教育）を実施する。 

1-11 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適切に助言が行われ

る。 

３）成果２ 

教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される。 

    ＜指標＞ 

2-1 教官及び教官候補生が作成・改訂した教材数 

2-2 教官及び教官候補生が作成した教材の内容（RSJPで活用するにふさわしい内容
か否か） 

2-3 教官、教官候補生が教材作成において果たした役割及びその変遷 

    ＜活動＞ 

2-1 教官及び教官候補生が、民事教育に関する教材を作成する。 

2-2 必要に応じて、関係機関から教材作成メンバーを招へいする。 

2-3 教官及び教官候補生が、必要に応じて、上記教材を改訂する。 

2-4 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適切に助言が行われる。 

４）成果３ 

民事に関する継続教育が行われる。 

    ＜指標＞ 

3-1 継続教育の実施回数と継続教育における参加者の理解度 

    ＜活動＞ 

3-1 継続教育が、司法省との協議を行いつつ、RSJPにより計画・立案される。 
3-2 策定したカリキュラムに基づき、継続教育を実施する。 

3-3 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適切に助言が行われる。 

 

 （４）投入 

１）日本側（総額 2.8億円） 

・長期専門家：法曹養成アドバイザー、業務調整 

・短期専門家：法曹養成アドバイザー ３名×0.5か月×２回／年×４年間 
・研修員受入れ：短期本邦研修 14名×0.5か月×１回／年×４年間 
・供与機材：必要に応じて検討 

・現地業務費：WG活動経費、現地セミナー開催費用等 
・国内支援体制：アドバイザリーグループ 

２）カンボジア側（総額不詳） 

・カウンターパートの配置：プロジェクトディレクター、プロジェクトマネージャー、

マネジメントを担当するRAJP事務局長、教官、教官候補生 
・施設の提供：RSJP内の長期専門家用オフィス、セミナー／WS開催のための会議室、
教室その他関連施設・機材 

・ローカル・コスト：カンボジア職員の給与、供与機材に関する税関手続費用、国内

移動費、保管費用、設置費用、施設・資機材維持管理費用 
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 （５）外部要因 

１）上位目標達成のために満たされるべき外部条件 

・裁判所にRSJP卒業生が配置される。 
・弁護士、国民が民法・民事訴訟法を理解する。 

・司法省が必要な書式や附属法令を適切に準備する。 

２）プロジェクト目標達成のために満たされるべき外部条件 

・経済財務省に提出された予算書が承認される。 

・クメール・ルージュ裁判や商事裁判所により、RSJPの人員体制が影響を受けない。 
・司法官職高等評議会により人員配置の配慮がなされる。 

・裁判所に対する人員提供要請が受け入れられる。 

 

 ３－３－６ モニタリングと評価方法 

モニタリング・評価については、プロジェクト開始後２年後の2010年２月頃を目処に中間

評価を行い、プロジェクトの進捗確認を行い、プロジェクト終了時点の半年前の2011年10月

にプロジェクト終了評価を行うこととする。 

 

３－４ 評価５項目による事前評価 

 ３－４－１ 妥当性 

・本プロジェクトは、カンボジアの国家開発戦略、ターゲットグループであるRSJPの開
発ニーズ、そして日本のODA政策、計画及び戦略に合致している。 

・また、段階的に日本側の関与を減少し、RSJP側の自助努力を促すという戦略も、プロ
ジェクトを実施するうえで適切であると考えられる。 

 

カンボジア政府は、司法分野における人材育成を重視していくものと考えられる。2004年

７月に発表された国家開発戦略である「四辺形戦略」で明らかになっているとおり、司法改

革は引き続き高い優先順位を与えられている。またより具体的に、2003年に発表された法・

司法制度改革戦略やそのアクション・プランである“Plan of Action for Implementating the 
Legal and Judicial Reform Strategy”（2005年発表）では、司法サービスを強化することは、
司法分野にある７つの重点分野の一つとなっている。 

本プロジェクトは、民事教育の自立的な実施というターゲットグループであるRSJPのニー
ズを満たすと考えられる。カンボジアでは、法曹人材の不足が現在、健全な社会・経済開発

を妨げる大きな阻害要因となっている。また、RSJPからも同校の人材・組織の面でのキャパ
シティ不足が、民事教育を効率的・効果的に運営するうえでの主要な阻害要因になっている

との指摘もなされており、本プロジェクトはこれらのニーズへ対応するものである。 

本プロジェクトはまた、日本のODA計画や戦略とも一貫性を有している。2002年２月に策
定された日本の対カンボジア国別援助計画では、民事法制度の構築と向上はカンボジアに対

する重要政策中枢支援と位置づけられており、また、JICAの対カンボジア国別援助実施計画
では、法曹人材の不足をカンボジアの社会・経済開発を実現するうえでの主要な阻害要因と

みなし、民法・民事訴訟法分野での人材を育成する重要性は高いとしている。 

さらに、日本がカンボジアにおける民法・民事訴訟法の起草を担ってきたことも、本プロ
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ジェクト実施の妥当性に値する。これまで日本がカンボジアで民法・民事訴訟法に関し蓄積

してきた経験や本プロジェクトのフェーズ１での経験は、民事教育の実践に向けたRSJPのキ
ャパシティを構築するうえで大きな財産となることが期待できるからである。 

 

 ３－４－２ 有効性 

・本プロジェクトは、カンボジア側に民事教育の運営に対するオーナーシップが生まれ

つつあること、またプロジェクト目標を実現するための戦略も適切であると考えられ

ることから、プロジェクト目標の達成に向かうことが期待される。 

・しかしながら、本プロジェクトがプロジェクト目標を達成するためには、４つの外部

条件が満たされる必要がある点に注意すべきである。 

 

本プロジェクトは、RSJPが裁判官・検察官養成のために必要な民事教育を自立的に実施で
きるようになることをプロジェクト目標としている。今次調査においては、RSJP側に徐々に
民事教育の運営に対するオーナーシップが生まれつつあることを確認することができた。同

校は、最終的には将来その教育プログラムを外部の支援に頼らずに計画・実施できるように

なることをめざしている点を、今回の調査団との協議の中で強調している。これはプロジェ

クトの成功に向けて明るい兆しであり、今後とも同校からの強いコミットメントと協力を期

待できると考えられる。 

また、RSJPの運営に対して日本側の関与を徐々に減らしていくという計画は、同校が自ら
イニシアティブを発揮して、民事教育に関する教官を確保し、カリキュラム・教材を作成し、

継続教育を実施するうえで、大きなインセンティブとなると考えられる。 

さらに今次調査では、民事教育の運営に関する知識やノウハウを組織として蓄積すること

の重要性がカンボジア側により強く認識されていることが確認された。そして、そういった

ノウハウを組織として蓄積するためのメカニズムの構築・改善がプロジェクトに組み込まれ

ている。 

プロジェクト目標を実現するためには、４つの外部条件が懸念となっている。具体的には、

プロジェクト目標の達成には、①申請された予算が経済財務省により承認されること、②司

法官職高等評議会により、人員の配置に対し然るべき配慮がなされる、③そして要請により

認められた人員が、裁判所によって実際に配置されるといった条件が成立する必要がある。

さらに、４つ目としてフェーズ２で見られたように、いわゆるクメール・ルージュ裁判のた

めに裁判官・検察官養成校に必要な人材が引き抜かれてしまうといった同校の人員体制への

影響を避ける必要がある。  

 

 ３－４－３ 効率性 

・本プロジェクトは、教官候補生といったRSJPの若手人材を活用することによって、よ
り効率的に実施されることが期待される。 

・また、日本国内からの支援、関連する他のプロジェクトとの連携、そして長期専門家

の活用もプロジェクトの効率性向上に資すると考えられる。 

 

本プロジェクトは、カンボジア側の人材を最大限に活用することでプロジェクトの効率性
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を向上させることを考えている。RSJPの組織や能力を構築し、法曹養成機関における教育が
行われるためには、指導担当者の確保及び養成が主要課題であることが、フェーズ１におい

て指摘されている。このような指摘を踏まえ、本プロジェクトの活動を実施するにあたって

は、教官候補生を養成し活用することで指導担当者の不足に対処することが、本プロジェク

トでは計画されている。 

また、フェーズ１から引き続き日本国内からのアドバイザリーグループを設置予定である。

日本国内の支援委員の方々からご協力いただくことで、現地のプロジェクト関係者からの質

問や懸念にタイミングよく対応できると考えられ、プロジェクトの効率性向上に貢献するこ

とが期待されている。 

さらに本プロジェクトは、「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」や「弁護士会司法支

援プロジェクト」と緊密に協力することで、３つのプロジェクトそれぞれの投入や成果が共

有され、またお互いのプロジェクトに活用できると考えられる。本プロジェクトでは、３つ

のプロジェクトが同時並行的に実施されるなかで、相互の緊密な協力によって得られる相乗

効果により、プロジェクトの更なる効率性向上につながることが期待されている。 

日本人長期専門家は、フェーズ１の実施の際にも見られたように、日常的にRSJPにおいて
適切な助言など支援活動を行うとともに、日本国内の支援体制へ現地の事情・考え方や進捗

等を適切につなぐ役割を担うと考えられ、本プロジェクトの効率的な実施に大きく貢献する

ことが期待されており、その果たす役割は大きい。 

最後に、日本側・カンボジア側双方の間に生まれた緊密なパートナーシップにより、プロ

ジェクトの効率性はさらに高まると考えられる。両国は、フェーズ１の実施を通じて、相互

の緊密な協力関係を構築してきた。その結果、本プロジェクトでは、このようなパートナー

シップがプロジェクト活動のより円滑な実施を促し、両国間の協力をさらに推進するものと

考えられる。 

 

 ３－４－４ インパクト 

・本プロジェクトは、上位目標の達成するうえで、懸念がまったくないわけではないが、

「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」とともに実施されることで、上位目標の

達成により効果的に貢献することが期待できる。 

・また、本プロジェクトは、RSJP卒業生が全国の裁判所に配属されることで、裁判官や
検察官はもちろん、それを超えて幅広く民法・民事訴訟法関連知識や情報が普及する

といった正の波及的効果を生じる可能性がある。 

 

本プロジェクトの上位目標は、「カンボジアにおいて民法・民事訴訟法に基づいて適切に

民事裁判が行われるようになる。」となっており、「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」

の上位目標は、「民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する。」と同じ方向性の上位目

標を掲げている。つまり本プロジェクトは、同時並行的に両プロジェクトを実施することで、

相互の上位目標の実現に貢献するように計画・策定されている。したがって、関連する２つ

のプロジェクトの上位目標を達成する蓋然性は高いと考えられる。 

しかしながら、上位目標が達成されるためには、３つの外部条件が満たされる必要がある。

具体的には、裁判所にRSJP卒業生が配置されない、弁護士や国民が民法・民事訴訟法をきち
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んと理解しない、もしくは司法省が必要な書式や附属法令を適切に準備しない場合には、適

切に民事裁判が行われないという懸念は払拭されないだろう。プロジェクトの実施に際して

は、こうした点にも常に注意が必要である。 

また、RSJPは司法関係各界に対し、重要な人材の供給源としての役割を果たす可能性があ
る。裁判官・検察官としての任官後の活躍に加え、任官後カンボジア各地で民法・民事訴訟

法への深い理解に基づいた現場への情報提供者になり得る。また、将来的には両法の講義が

できる人材が圧倒的に不足している法学教育の場において、講師としての活躍も期待できる。  

 

 ３－４－５ 自立発展性 

・本プロジェクトは、政策面での自立発展性は引き続き期待できるものの、組織、人材、

そして財務面での自立発展性には、懸念が残されている。 

・他方で、RSJPは自立的に民事教育を行うことの重要性を認識し、人材及び組織の面で
の自立発展性を向上させる努力を始める準備が整いつつあるように見える。４年後の

プロジェクト終了時には、自立発展性が向上し始めることを期待したい。 

 

政策の自立発展性については、法・司法改革が「四辺形戦略」等の国家開発戦略で重点と

されている。また「法・司法制度改革戦略」及びその実施のための行動計画において、司法

分野における人材育成が重点分野とされているように、カンボジア政府の強いコミットメン

トが示されている。したがって、政策面での自立発展性は、維持される可能性が高いと考え

られる。 

組織面においては、現状では自立発展性は極めて限定的である。RSJPにおける人員は不足
しており、関係者の能力や技術水準も十分であるとはいえない。しかしながら、本プロジェ

クトは、組織としての知識やノウハウを蓄積することで、長期的には組織面での自立発展性

を向上できるように計画されている。また、RSJP側も、自立発展的に学校運営を行っていく
ことの重要性を認識している。特に、同校はカリキュラムを策定し、教材を作成し、継続教

育を組織的かつ自立的に行っていきたいとの意向を明確に示しており、同校を運営するうえ

で全体的な自立発展性を向上させるために具体的な措置を取る準備が整っているようであ

る。したがって、民事教育に関する自立発展性は、プロジェクト期間中の４年間で徐々に発

現してくるものと考えられる。しかしながら、人員配置に関する最終的な権限がRSJP側には
ない以上、民事教育を実施するために必要な人員を維持できない可能性は排除されない。特

に、人員配置と提供に関する権限はRSJP側にあるのではなく、司法官職高等評議会や裁判所
にあり、同校の教員等を確保するうえでの懸念となっている。この点は、関係機関から理解

を得られるよう引き続き働きかける必要がある。しかしながら、いずれにしても司法界の圧

倒的な人材不足は変わらず、教官の確保は今後も簡単ではないであろう。 

財政面に関しては自立発展性が達成されないという懸念がある。同校を運営するうえで必

要な予算が承認されるかどうかは、経済財務省によって決められるものであり、カンボジア

政府予算が極めて限られ、かつ予算配分権限が経済財務省にある以上、財務的な自立発展性

が達成されない可能性は少なくない。フェーズ１の終了時評価でも指摘されたように、民事

教育に関する財務的自立発展性は解決すべき主要課題となっており、人員配置への理解を求

めるのと同様に、予算措置についても理解を得られるよう関係機関に働きかける必要がある。 
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以上のように、RSJPがプロジェクトとして全体の自立発展性を実現するためには、まだま
だ課題が多い。特に、組織、人材、及び財務面での自立発展性には懸念が大きい。しかしな

がら、RSJPが自立的に民事教育を行うことの重要性を認識・強調し、人材及び組織の面での
自立発展性を向上させる具体的な措置を取る準備が整えていることは、望ましい方向に進ん

でいるといえる。わずか４年の協力で自立発展性が完全に確保できるのは難しく、この限ら

れた期間に目標として持てるのは、そのための端緒を示すことができるという程度のもので

あると考えられる。しかし、カンボジア側の努力がRSJPの全体的な自立発展性につながり、
RSJPが民事教育を自立的に行えるようなキャパシティを今後４年間で少しでも向上させる
ことが期待される。 
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第４章 両プロジェクト共通事項・団長所感 
 

４－１ 両プロジェクト共通事項 

 ４－１－１ プロジェクト名称、期間 

現行の２つのプロジェクトが、それぞれ2007年度末から2008年度初めにプロジェクトの節

目を迎えること、現行のプロジェクト終了から切れ目なく次期プロジェクトを開始してほし

いという考えから、今回調査対象となった両プロジェクトの要請は、2006年の時点で早々に

提出され、採択されている。早期に提出された要請であるため、当然ながら要請の中身も十

分詰められたものではなく、したがって要請時の名称も現行プロジェクトとは若干異なるも

のが暫定で付されていた。 

今般、司法省、RSJP両者に、プロジェクト名称について意向確認をしたところ、両者とも
従前のプロジェクトと内容に連続性のあるものであり、突然異なる名称、しかも十分内容を

練る段階になかった要請時に暫定で付したものをそのまま次期プロジェクトの正式名称と

した場合、今後混乱することもあり、それぞれ「法制度整備プロジェクトフェーズ３」「裁

判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２」（両方とも、本報告書のタイト

ルは「仮称」として記載。英文名称はM/M参照）としたいとのことであった。なお、日本国
内において、関係者の意見調整に際して一貫して従前の名称が便宜上用いられ、調整されて

きたことからも、カンボジア側の意向が確認された上記名称案を使用することが、カンボジ

ア側だけでなく日本側の無用の混乱を避けるためにも適切であると判断する（この点につい

ては帰国後、外務省と調整することとなる）。 

また期間については、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２（仮

称）」は、現フェーズ終了翌日2008年４月１日から2012年３月31日までとし、「法制度整備プ

ロジェクトフェーズ３（仮称）」は、現フェーズ終了翌日2008年４月９日から、RSJPのプロ
ジェクト終了及び日本の会計年度の切れ目に合わせ、2012年３月31日までとすることで合意

した。これで両プロジェクトは次期フェーズにおいて、協力終了日が完全に一致することと

なる。 

 

 ４－１－２ 司法省の新法理解研修（司法省セミナー）とRSJP継続教育（CLE）との調整 
司法省セミナーとCLEは、本来の趣旨からいえば、目的も内容も異なるものであるため、

調整の必要性はあまり厳密に考える必要はないはずのものである。しかしながら、現在のカ

ンボジアの状況では、民法・民事訴訟法という重要な基本法ができたばかりであり、これら

の基本的理解を進める研修をRSJP卒業生以外の現職の裁判官を含む司法関係者に行うこと
は、喫緊の課題である。こうした新法理解に関する研修は、本来司法省セミナーで行うべき

ものであるが、現職裁判官向けCLEでも両法の理解のための教育を当面組み込まざるを得な
いという状況になっている。そこで、司法省セミナーとCLEの対象者と内容が重複してしま
う可能性が当面の間は懸念されるが、そのような重複は、講師・資金・時間いずれの面から

見ても非効率である。そこで、司法省、RSJPにそれぞれ調整の担当者を置いてもらい、この
点の無駄が発生しないようにすることとした。上記懸念は、将来的にはある程度解消される

問題ではあるが、さまざまな法律ができつつあり、また新しく成立した法律に対する大学で

の法学教育も追いつかず、RSJPの継続教育の理念も整理されていないカンボジアでは、当面
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は上記の点に留意する必要が継続すると考えられる。 

 

 ４－１－３ 新法関連の質疑の集約 

民事訴訟法が適用されて以来、新法理解のための司法省セミナーの場や裁判所の現場等か

らさまざまな質問が寄せられている。当初、これらについてカンボジア側ではなく日本人専

門家に直接質問が集中しすぎているのではないか、日本人専門家から直接回答してしまうと

ノウハウがカンボジア側に集約されず自立発展性を阻害するのではないか、カンボジア側に

質疑担当の専任要員を設置すべきではないかという懸念や意見などが日本側支援関係者か

らも寄せられていた。実際には、寄せられる質問は各種さまざまなものがあり、応答体制と

して統一的窓口を設置することが適切かどうか、にわかに判断できない状況にある。また司

法省にせよRSJPにせよ、数ある業務と限られた人員の中でカンボジア側の専任窓口要員を置
くことが得策ではないことも判明した。 

次期フェーズでは、RSJPにおいては、教官・教官候補生育成の一環として日本人専門家が
これらの人材から質問を受け、回答することは当然であるため、従前どおり日本人専門家が

対応することとした。司法省においては、すでにさまざまな場で出てきている質問について、

それぞれの場の「議事録」としてデータに残っているが、質疑がQ&Aのような集約した形に
整理されていないことから、今後そうした取りまとめの実施も検討してみることとなった。

また、質問の内容自体に関して、司法省が答えるべきでない質問などについては、最高裁判

所等他機関との調整も必要である。これらの点については今後、その他数多くある喫緊に対

応すべき課題も勘案しつつ、現実的対応を活動の中で検討していくこととした。 

 

 ４－１－４ プログラムとしての司法関係プロジェクト 

JICAは、現在カンボジアにおいて上記２つのプロジェクトのほか、「弁護士会司法支援プロ
ジェクト」も合わせ、３つの法整備支援のプロジェクトを実施中である。これら３つのJICA
プロジェクトのカンボジアの司法分野における協力意義について、今般カンボジア側各協力機

関と認識を改めて共有した〔付属資料３－４のM/MのAnnex６:Overall Picture of JICA’s Legal 
and Judicial Cooperation Program in Cambodia（Draft）参照〕。もちろん、図示したようなJICA
プロジェクトだけがカンボジアの法・司法分野に貢献しているわけではなく、他ドナーによ

る協力やカンボジア独自の努力も数多くある。また、現有プロジェクトだけでなく、将来的

な協力可能性をも見越して整理する必要がある。今後、他ドナーの活動と将来的なJICAプロ
ジェクトの関係も考え合わせながら、司法分野のJICAプログラムを整理する予定である。 
なお今般、改めて３プロジェクトの協働の意義をカンボジア側と共有したうえで、具体的

に各プロジェクトの成果物を他の協力に活かすことについて確認した。司法省への協力の中

で作成された教科書は、RSJPにもLTCにも活用でき、RSJPの教材は司法省、LTCでも有用で
あるほか、（言語の問題を別にすれば）他国のプロジェクトで参照可能なものもある。今後、

こうした横の協力をより一層確保していくことに留意したい。 

 

４－２ 団長所感 

 ４－２－１ 法制度整備プロジェクト 

カンボジアでは各種法令の整備が緊急に必要な状況である。そのことのみを考えれば、日
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本の法整備支援の特色としてたびたび語られてきたことに対しては逆行するが、他ドナーの

ようにコンサルタントを起用し各種法令をタイムリーにどんどん作成・提供していくことの

ほうが一見効率的であり、喫緊のニーズに対応しているかのようにも思える。このような状

況下、起草だけでなく司法省のキャパシティーディベロップメント、自立発展に向けた若手

育成も行っていくという「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」の支援は、いわば二律

背反的なことを強いるようなところがある。民法・民事訴訟法が成立し、今後それが運用さ

れるために必要な法令を大至急で作っていかねばならないこの時期に、あえてカンボジア側

に起草の軸足を移し、法令作成のスピードを遅々としたものにするのが本当に得策であるの

か、若干の迷いがないわけでもない。 

起草の軸足をカンボジア側に移すという日本側の意向については、2007年10月に実施した

RSJP終了時評価時に司法省を訪ねた際、すでに表明していた。司法省は、日本側の提案を受
け入れ、今後の体制に備え、作業に携わる人員として司法省の若手職員を任命した。これら

若手職員は、起草そのものはもちろん立法化に向けた作業を進めていくなかで、要の人材と

なっていってくれるはずである。多くの法律の起草作業が司法省だけでなくさまざまな省庁

で進んでいる現在、他ドナーやそのほかの機関との情報交換によって、いち早く司法省以外

での起草作業の動きを知り、事前に必要な調整に取り掛かれるようにするために、法・司法

改革のテクニカルワーキング・グループ（TWG-LJR）への若手職員同行を検討することなど
の日本側の提案に関しても、真摯に検討していた。 

司法省のこうした対応や、作業に携わる職員や外部人員への謝金支払いの見合わせに対す

る理解など、司法省側の自立に向けた努力の姿勢と意思は伝わってくる。早急に対応すべき

多くの物事が少数の人材に集中して同時に押し寄せているようなことが常態化しているカ

ンボジアで、例えば起草そのものの効率性には若干目をつぶってでも、どこかで自立に向け

た若手のキャパシティーディベロップメントを見越した協力方法に切り替えなければ、いつ

までたってもそのタイミングもきっかけも逸してしまう。現フェーズと次期協力の切り替え

のときを一つの好機と考えて、まずは一歩を踏み出してみるしかない。この大切な時期に、

今後の起草に役立ちそうな法令の翻訳の提供など、資金的な手当によって少しでも解決でき

る部分については、十分な協力をしていくべきであろう。 

ただし、司法省との協議を通じ懸念されたことは、協議に対応できる人材そのものも限ら

れている、ということである。従前の協力から一貫して対応してきた次官の体調が悪く協議

参加不可となったとたんに、別人が協議には出るが決められない、答えられない、上部（大

臣）に伝える時間もないというような状況となり、起草主体の議論にかかわりなく、司法省

の組織自体の脆弱性が出ているようで、やはり若手職員の早急な育成が必要であると感じた。 

 

 ４－２－２ 裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト 

RSJPについては、2007年10月に実施した終了時評価調査においてさまざまな事項について
話し合ったばかりでもあり、その際に今後の一番の課題としてあげた自立発展性の確保につ

いて、先方もよく理解し、いろいろな工夫をRSJP自身でも考えていた。 
民法・民事訴訟法が日本の協力で成立したといっても、今後その運用をしていく人材がい

ないとその法律は死文化する。RSJPは、その運用を担う人材の育成のために重要な役割を果
たす機関である。それだけではなく、RSJPから輩出される人材は、各地の裁判所への新法理
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解促進のハブとしての機能や、将来の法学教育の担い手になることが期待されるのみならず、

今後この基本法が機能していくための附属法令の作成にあたって現場の情報を提供するリ

ソースともなり得る。つまりは、ただ運用人材を供給するだけではなく、カンボジアの司法

関連のさまざまな機関で活躍する人材の供給・育成の場ともなっており、その意義は大きい。

そのRSJPが自立発展性を高めることは、カンボジアの司法分野にとって大きな意味を持って
いる。 

RSJPの協力内容を検討するに際し、外部講師ばかりがいるという状況ではなく、専任教官
が一人でも二人でもよいから配置され、日本の司法修習所の「民事裁判教官室」のような機

能を果たし、一部の講義を行うだけでなく、教育内容についてマネジメント層と検討し、カ

リキュラムを検討し、それに沿った講師の招へいができるようになればいいと当初は考えて

いた。現在そのような役割を果たせるのは日本人専門家しかおらず、その役割に相当するカ

ンボジア側の人材がいないのは自立発展に向けて大きな問題であると考えられたからであ

る。しかしながら、カンボジアにおいては、たとえ大学でも常勤教官はそうはいない、担当

授業のコマだけを講義する講師がパッチワークのように分担して授業を実施しているよう

な状況であるとの事情を聞くと、歴史の浅いRSJPがいきなり専任教官をたとえ一人でも確保
するのは困難であろうと思われた。現時点では、すべて外部講師であっても、それらの講師

がグループとしてノウハウを共有し、講師の一部の入れ替えがあっても、組織としてノウハ

ウ継承ができるような情報共有・蓄積の仕組みを作っておくことが取り得るべき、また取っ

ておくべき措置であるといえる。 

 

 ４－２－３ 中長期的な視点 

司法省にせよ、RSJPにせよ、限られた人材の中で法令そのものを作ることや講義そのもの
を実施することなど、目の前にまずやるべき喫緊の課題が山積しているなかで、若手の人材

育成、組織の自立発展性を確保するための仕組みを作ることは容易なことではなく、たった

４年のプロジェクトで、それを完璧に作り上げることなど至難の業である。自立発展に向け

た人材育成や仕組みづくりが曲がりなりにも形になってきて、今後それを固めていく端緒が

できる程度だろう。こうした現実と道のりの長さを踏まえ、本当の意味で自立発展がなされ

日本が支援を引き上げるまでに何をポイントとして協力すべきか、関係者が共有することが

必要である。 

例えば、あくまで一例であるが、以下のような支援が考えられる。まず司法省においては、

次期協力のさらに先に、おそらくまだ継続して必要である立法化支援や、さまざまな制度や

付随する事項についての検討作業への助言を協力内容として継続する。さらに長期を見据え

ると、今後も将来にわたって続く、関連法令起草・改訂作業をカンボジア国内で独自に進め

ていくにあたって、民法・民事訴訟法が日本法に親和性があるという事実にかんがみ、膨大

な日本の関連資料が参考にできるように、日本語で日本法を理解できるコアとなる人材を一

定数、JICAの長期研修制度等を活用して育成するなどである。またRSJPにおいては、次期協
力のさらに先に、民法・民事訴訟法理解からより実務に即した教育内容にシフトするための

助言や、新法理解度が年数が経過するにつれ変化していくことに対応した継続教育の内容の

見直しについての助言を行うなどである。それぞれ支援の軸足を時代の変化にあったものに

移しながら、一朝一夕にはいかない自立発展性の定着に向けた支援も丁寧にフォローしてい
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くことで、今までの投資も活かされると考える。 

なお、カンボジアの案件は何に関しても資金面での自立に関し不足感が否めず、一度協力

を開始すると人的組織的な自立発展の工夫をいくら行っても、資金面での自立発展性に確証

がない。財政事情が数年で変化すれば別かもしれないが、そうでない限りプロジェクト終了

時に突然すべてを終了するのではなく、プロジェクト終了後の在外事業強化費の活用、企画

調査員の同経費の活用、研修員フォローアップ経費の活用などを通じ、経費面での若干の支

援を、規模を縮小して残しつつ、日本の人的協力終了後のカンボジア側の人的組織的な自

立・持続をさらに固め後押しできるような方法を検討し、経費的にもフェードアウトしてい

けるような方策を考えておく必要があると思われる。 

 

 ４－２－４ 国内の体制 

今般の調査で、司法省、RSJP双方から、カンボジア側とともに考えて作業を進める日本の
きめ細かな支援のやり方への評価が寄せられた。「自由と反映の弧」「価値の外交」というス

ローガンが掲げられている現在、またおりしも海外経済協力会議において法整備支援を関係

省庁が連携し戦略的に進めていくという方向性が打ち出された今日、カンボジアに対しては

人材が不足する状況下でも日本が民法・民事訴訟法という基本法の作成を支援したという重

大な事実を踏まえ、それが根づくために必要な長期的支援の内容を関係者一同で検討・共有

し実施していくこと、またそのために必要な人材のリソースが確保できるよう関係機関で方

策を考えていくことが必要である。 

 



付 属 資 料 

 

１．事前調査評価時以前のカンボジアとの協議関連資料： 

   「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト終了時評価」（2007年10月） 

１－１ 司法省との意見交換議事録（2007年10月23日） 

１－２ 司法大臣との意見交換議事録（2007年10月24日） 

１－３ RAJPとの意見交換議事録（2007年10月24日） 
 

２．日本側関係者による協議関連資料：事前評価対処方針会議（2008年１月９日） 

２－１ 議事録 

２－２ 対処方針（案）及び別添資料 

 

３．事前評価調査関連資料 

３－１ 調査日程 

３－２ 主要面談者リスト 

３－３ 協議議事録 

３－４ 事前評価調査時M/M〔法制度整備プロジェクト（フェーズ３）〕 
３－５ 事業事前評価表〔法制度整備プロジェクト（フェーズ３）〕 

３－６ PDM案（和文）〔法制度整備プロジェクト（フェーズ３）〕 
３－７ PO案（和文）〔法制度整備プロジェクト（フェーズ３）〕 
３－８ 事前評価調査時M/M〔「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト

（フェーズ２）〕 

３－９ 事業事前評価表〔「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト 
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３－10 PDM案（和文）〔「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト 
（フェーズ２）〕 
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日 時：2007年10月23日 14時半～17時半 

場 所：司法省（MOJ） 
面談者：H.E.Chan Sotheavy 次官（CS）、H.E.Chuon Tech 検察官長官、Mr.Saly Theara 控訴裁判
所裁判官（ST）、Mr.You Ottara 最高裁判所裁判官（YO）、Mr.Soenng Panhavuth 執行官長官、
Ms.Phan Chanly WG 秘書  

当 方：調査団（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、渡辺、諏訪井）、派遣専門家（坂野、神木、眞鍋、

柴田、森田）、事務所（堀田、塩谷） 

配布物：JICA Survey Team's Visit to Cambodia and Issues to Be Considered for the Next Phase 
Cooperation of “Legal and Judicial Cooperation Project”（10月１日に手交済み）  

 

（要旨・敬称略） 

１．訪問趣旨 

熊谷：団員紹介、訪問趣旨の説明。次フェーズの協力の柱としては２点あげている：①民法、

民事訴訟法の運用にあたって必要な法令の準備、②運用に必要な書式及び書式を含めた普

及活動である。 

 

２．日本案に対する意見 

CS：民法・民事訴訟法を適切に適用し、普及するためには、統一された書式の準備も必要で
ある。ぜひ書式の準備の支援をお願いしたい。また、両法律を普及していくため、その普

及に関しても協力願いたい。人材育成は必要であるが、今まで育成してきた人がクメー

ル・ルージュ裁判などで忙しくなってしまった。そのために小グループを作り、WGを支
えることになっている。しかしながら小グループのメンバーを育てても、裁判官でなけれ

ばいけないという問題がある。加えて、実施・適用するためには民法の逐条解説が必要だ

ができあがっていない。民法にかかわる教材もまだ準備できていない。 

今まで日本側に本邦研修や現地セミナーを通じて育成してきてもらったが、イニシアテ

ィブを取るほどの能力は備わっていない。また、これまで起草してきた人は重要な立場に

なったため、忙しくなってしまっている。そこで、ぜひ関連法案を作るときには従前どお

り、日本側で作っていただき、カンボジアのWGで議論という方法を取りたい。 
YO：民事訴訟法の関連法案では、執行官法案の検討が終っていないが順調である。一方、
民法は適用法、寄託法案、公証人法案ができていない。カンボジア側のイニシアティブが

必要であることはわかるが、人数が限られている上に普及活動も必要であり、新法案起草

までできない。人材育成は非常に重要であり、今までのWGメンバーだけでは今後うまく
動かなくなる。 
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３．書記官養成、執行官養成への要望 

ST：民事訴訟法適用後３か月経過したが、一部の裁判官は民事訴訟法を理解していない。ま
た、書記官も理解していない。書記官養成校の専門家にやってもらいたい。高等裁判所に

おいては執行官の問題も大きい。執行官の役割が民事訴訟法の中で重要であり、訴状の送

達などに大きくかかわっている。執行官の養成をしていただく必要がある。 

 

４．起草が必要な法令と進め方 

CS：必要な法律としては供託法、土地の登録に関する法令、物件にかかわるもので強制執行
と仮執行、法人の登録に関する法令、民法第８編にかかわる相続関係（相続人をどのよう

に探し出すか）、強制執行・保全関係の教科書があげられる。起草の進め方は大臣と相談

する。 

稲葉：法案を検討するには、制度の設計も必要である。 

CS：制度を検討するにしても、日本側からアドバイスをもらいたい。専門家に来てもらい、
カンボジアで設計してもらえたらよい。 

 

５．書式作成とその方法 

稲葉：書式についての必要性は理解できるが、その書式について検討する体制として、司法

省のもとで検討する体制を整えなければ、全国的に統一した書式にはならないのではない

か。どのような体制で検討するのか。例えば、プノンペン市裁判所と共同するという方法

はいかがか。 

CS：検討するのであればWGメンバーである。 
ST：フランスによる刑事訴訟法の書式検討委員会は、控訴裁と最高裁で刑訴の書式をクメー
ル語に翻訳、控訴裁と最高裁の中に作った委員会で検討している。 

CS：市裁で検討していたとしても、彼らから意見を吸い上げ、司法省内での検討が必要。 
ST：各地の地裁で検討しているものは、当面の仕事の障害を避けるためのものであり、十分
な知識をもって検討しているわけではないという問題がある。したがって、まずはWGと
専門家が検討することが望ましい。 

稲葉：専門家と検討するにしても、体制を整えてもらう必要がある。 

熊谷：ニーズがあることはわかった。日本側でも体制を整える必要があり、検討したい。 

 

６．普及活動 

稲葉：新法の普及のために裁判官や書記官を、一定期間本来業務から離れてもらうことは可

能なのか。 

CS：あまりよいことではない。仕事量を勘案し、普及セミナーは３日間としている。フェー
ズ３では普及と附属法令起草が必要である。そのためにはフェーズ２で終らせるべきもの

（教科書と逐条解説）を終らせたい。 

 



 

 

１－２ 司法大臣との意見交換議事録（2007年 10月 24日）
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日 時：2007 年 10 月 24 日 15 時～16 時半 

場 所：MOJ 
面談者：H.E.Ang Vong Vathana 司法大臣、H.E.Chan Sotheavy 司法省次官、Mr.Mon monicharya
最高裁判所判事、Mr.Soenng Panhavuth 検察長官、Mr.Seng Puthy 司法省立法局局長、Ms.Nil 
Philippe 法律教育普及局局長  

当 方：調査団（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、渡辺、諏訪井）、派遣専門家（坂野、神木、眞鍋、

柴田、森田）、事務所（堀田、塩谷）  
配布物：JICA Survey Team's Visit to Cambodia and Issues to Be Considered for the Next Phase 

Cooperation of “Legal and Judicial Cooperation Project”（10 月 1 日に手交済み） 
 

（要旨・敬称略） 

大臣：団長をはじめ皆様にご挨拶申し上げたい。日本では＊日本国法務大臣に会うことができ

た。 

10 月５日に民法が下院を通って可決し、今後上院審議予定。２つの法律ができるということ

は柱ができるということであるが、周辺の小さな柱が必要であり、今後はこの支援をお願い

したい。我々の能力だけではできないからである。最後まで支援をお願いしたい。また、２

つの法律はとても大きく、我々にとって新しいものである。したがって普及が必要である。

いくら新しいものができても普及しなければ適用されない。もっと普及活動をしていきたい。 

熊谷：４月９日以降のフェーズについては、既に基本的な考えをまとめたものをお渡ししてい

る。それをもとに 22 日月曜日に次官をはじめ、皆様方と意見交換をさせてもらった。ご要

望あるとは思うが、ポイントとして３点あげたい：①附属法令起草、②新しい法律に関する

研修、③書式の検討。ただし、①に関しては、第３フェーズではカンボジアの皆様に起草の

イニシアティブを取ってもらいたいと考えている。附属法令に関してはカンボジア国内の制

度設計と密接にかかわってくる。どのような制度設計が必要なのか、どのような現状なのか

という点は日本側ではわかり得ないため、カンボジア側にイニシアティブを取ってもらいた

い。附属法令はカンボジアの方に中心になって作ってもらうためにも、カンボジア側で受け

皿となる体制が不可欠である。 

大臣：団長の要望に関しては、我々も理解している。附属法令のイニシアティブを取ってほし

いという点については、WG のメンバーが今は少なくなったという問題がある。また裁判官
や検察官は本職が忙しい。ただし、今までのやり方が難しいのであれば、どのように起草す

るのかを指導してもらう必要がある。WG を作る（受け皿を作る）という点は、その方向で
準備を進め、2008 年の１月までには皆さんに説明できるようにしたい。書式はとても重要で

あるということは同じ意見である。法律の民訴の適用が進んでいるが人材が伴っていない。 

次官： 

（必要な附属法令）供託法、土地の登録に関する法律、法人の登録に関する法律、住民登録に

関する法律、区分所有権に関する法律が民法・民事訴訟法を施行するために必要なものだ

と考えている。ぜひ従前のやり方を続けていただきたい。 

（起草方法）最初はカンボジア・日本の話をしながらどのような制度設計が必要か、どの機関

が供託をするのかといったことを検討し、日本の先生方に法案を起草していただけると助

                                            
＊ 名古屋大学東京フォーラムに参加のため訪日 
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かる。 

（資料）フェーズ３においては大大的に普及活動を行うことが必要である。その普及活動を効

率的に、成果を上げるために、資料が必要である。フェーズ３で民法普及のために民法の

テキストが必要である。また民法の逐条解説があれば、自分たちで調べることができる。

ぜひ早く完成していただきたい 

熊谷：法律の作り方、WG の方法については、どこまでどういう制度設計にするのかというこ
とにもかかわってくるので、専門家や日本の先生方と検討をしたい。民法はボリュームがあ

るため、教科書・逐条解説が必要ということは十分理解している。今回改めて司法省からも

要望があったということで先生方にも伝えたい。 

稲葉：附属法令は条文数からすると少ない条文で構成されるということは予想される。しかし

ながら、制度設計を伴うものである。仮に日本側の先生が法案の原案を作るにしても、カン

ボジア側が供託をどういう機関で供託制度を作るのかという制度の概要が決まらなければ

法案を作ることができない。簡単に条文だけを作ればよいというものではないということを

おわかりいただきたい。その観点から、熊谷団長からも説明したとおり、まずは司法省で制

度設計を考えていただく方、制度設計を日本側と協議をしながらにしろ、検討する人を確保

してもらう必要がある。司法省の人材も限られており、日本側も限られているというのが現

状である。その中で最も急ぐものは何か、何らかの形でしのげるもの、という整理、そして

人材の確保が必要という点を、協力するにあたって十分にご理解いただきたい。 

大臣：団長をはじめ、稲葉部長のおっしゃったことは意見としては同意。附属法令はカンボジ

アで適用されるものであり、カンボジアの社会に合う制度を設計しなければいけない。日本

側がやりたくないと言っているわけではないこと、支援したくないのではなくて支援の方法

を変えたいということは十分に理解できた。 

今までのやり方（日本側の先生が条文のある章を起草していただき、カンボジアで議論し

て手直しする、一部はカンボジアで準備をして議論をするというやり方）は非常に大きな成

果があったと思う。日本の支援では、協議をすることでカンボジアの習慣・社会に合うよう

に修正してきた。森嶋先生にぜひ支援を継続してもらいたいと伝えたところ、快く受けてく

れ、協力して支援していくとおっしゃっていた。 

来年の１月までに WG をどうするのかということは決め、制度を設計したいと思う。ぜひ
日本側も専門家を出して制度設計のところを検討する支援をしてもらいたい。 



 

 

１－３ RAJPとの意見交換議事録（2007年 10月 24日） 
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日 時：2007 年 10 月 24 日８時半～12 時 

場 所：JICA カンボジア事務所別館２階バイヨン  
面談者：H.E.Tep Darong RAJP 学院長（TD）、H.E.Keut Sekano RAJP事務局長（KS）  

H.E.Vann Phann RSJP 学校長（VP） 
当 方：調査団（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、渡辺、諏訪井）、派遣専門家（坂野、神木、眞鍋、

柴田、森田）、事務所（堀田、塩谷） 

配布資料：「 RSJP Project Final Evaluation and Issues to be considered for the Next Phase 
Cooperation」（９月上旬にクメール語訳を学院に手交済み） 

 

（要旨・敬称略） 

１．概要説明 

熊谷：日本側が次フェーズで必要と考えているのは、①教材、②人材育成の２点である。 

TD：教官候補生の次のグループの養成、教材が必要である。また新しい専門家が来ると、慣れ
るまで時間を要するため、柴田長期専門家の期間を延ばしてもらいたい。 

書記官養成についても支援が必要である。新しい民事訴訟法に基づいた講義をする必要が

あり、書記官を教えるのは難しい。校舎もできるので来年から新規書記官養成を始める。 

書式が全国的に統一されれば適用するときに混乱がなくなるため、書式の準備も必要であ

る。執行官養成に関しても支援が必要である。執行官になるには学校で教育をすることが必

要であり、執行官校の設立予定である。執行官の入学試験は年齢制限をする予定である（年

配者を採用予定）。また、法律を執行するときに性格が穏やかな人がよい。カリキュラムを

検討中であるが、詳細を決める必要がある。 

 

２．裁判官・検察官養成校 

（教官候補生養成） 

稲葉：教官候補生の養成に関する予定・計画を教えてもらいたい。 

TD：教官候補生１期生は、教官が教えるときに補助として参加してもらう。日本人専門家が教
えるときも彼らに補助として入ってもらい、将来教えられるようになってもらう。教官候補

生２期生も同様の方法で養成し、これを養成方法のスタンダードとしたい。 

稲葉：２期生の教官候補生にはこれまで同様の教育を行うという計画なのか。 

TD：教官候補生２期生は RSJP２期卒業生だけでもなく、１期生から（≒現職裁判官）も入れ
たらいいのではないかと思う。 

稲葉：１期生、２期生のどちらも日本側で支援をするのか。 

TD：日本側が教官候補１期生養成において、何が必要かがわかれば教えてもらいたい。候補生
２期生の養成も同様にお願いしたい。 

 

（教材作り） 

稲葉：教材をさらに増やす必要があるということは同じ認識。作成及び今あるものの改訂に関

して、どういう人たちが行っていくのか。 

TD：教官候補生１期生が実質的な教材作成を行い、教官や日本人専門家が確認を行う。 
稲葉：フェーズ１での模擬記録 WG は解散か。 
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TD：グループは解散させないで教材改訂を行ってもらう。司法省と弁護士は RSJP の管理監督
下ではないため、管轄下の人を強化する必要がある。活動の中心はあくまでも教官候補生で

あり、司法省や弁護士は補助という位置づけである。 

稲葉：学院でのさまざまな活動が増えることが予想される。その中で一人の日本人専門家がで

きることには限りがあり、どの部分を中心に日本が支援させていただくかを検討する必要が

ある。 

佐藤：模擬記録 WG は解散させないということであったが、何を作成するのか。 
VP：模擬記録の数を増やして充実させていきたい。 
 

３．書記官養成について 

KS：（概要） 
・2008 年６月２日から新規教育開始。 

・期間は１年。条件としてカンボジア国籍、高校卒・法学部３年生以上、30 歳以下、健康な者。

50 名程度。 

・５か月集合研修＋６か月の実習＋１か月集合研修。民事科目に関しては、柴田教官と相談を

した。 

・書記官教育は継続教育を実施しており、その担当教官が現在６名。（カンボジアの教官６名

と柴田専門家）。新しい教官候補生を作り、書記官養成校でも活用したい。今は書記官教官

がいないが、将来的には必要。 

・継続教育は 100 名／回で実施。１期～５期まで終了したが、民事教育は含まれていない。 

TD：M/M の内容を拡大し、専門家を学院全体で融通を利かせて働いてもらえるようにしたい。 
KS：６期目の継続教育のときは民事訴訟法も適用されているので民事訴訟法に関して教える必
要があるが、教官がいないため柴田専門家にお願いした。７期生の継続教育と１期～５期の

民事教育をお願いしたい。 

稲葉：次フェーズで支援できるかどうかわからないが、検討の前提として質問する。学校側の

要望としては書記官養成校のカリキュラムの中で、どの部分をどういう形で支援してもらい

たいと考えているのか。 

KS：カリキュラムの詳細はできていないが、大枠がある。民事にかかわる科目は 30 時間。ど
ういう科目を教えるのかは柴田専門家と相談した。民事事件における書記官の役割、８週間

285 時間。RSJP と同様に、カンボジア側で教えられない科目は日本人にお願いしたい。 
KS：教官候補生が教えられるのであれば書記官養成校で教えてもらう。それ以外は柴田専門家
に直接教えてもらいたい。 

稲葉：RSJP で時々、柴田専門家が直接生徒に教えているのは、本来カンボジア側でやるべき
ことであるが、予定されていた教官が来れなくなって休講にしないために仕方なく代わりに

やっていたものである。特別な講義を２、３日集中して行うことはあっても、基本的なスタ

ンスとしては日本人専門家が直接教えるべきではない。柴田専門家が教えているその意味付

けは誤解がないようお願いしたい。 

VP：理解はしている。 
KS：日本側の基本方針として教えることはしないということであれば、これまでと同じように
カンボジア教官が講義を行い、わからないところは飛ばして後から確認、それでもわからな

ければ柴田専門家に教えてもらうということになる。 
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４．書式ついて 

稲葉：学校においてどういう内容の支援を求めているのか。 

TD：司法省とも協議をしている最中である。 
稲葉：裁判官が作成するもの、書記官が作成するものなどさまざまであるが、“書式”とは何

を示しているのか。 

TD：裁判官用、書記官用、つまり民事訴訟法にかかわる書式。 
稲葉：書式については司法省の起草支援プロジェクトでも必要性が取り上げられており、検討

することになっているが、司法省で検討するのであれば学校は日本側に支援は求めないとい

う理解でよいか。 

KS：本来は司法省の役割であり、司法省が検討するのであれば学校は検討しないので支援は求
めない。 

 

５．執行官養成校 

TD：（概要） 
・2008 年６月２日から開始。書記官養成校と同じ日に始めることにより、重複する科目は一緒

に受けてもらう予定。 

・教育内容は未定。来年の６月までに教官の確保について検討。 

稲葉：要望の内容は量・質ともに、現在柴田専門家が担当している内容よりも増加しているが、

派遣できるのは１名のみであり、協力範囲は限定される。また、日本の裁判制度の違いを理

解してもらいたい。カンボジアでは裁判所の行政面は司法省が取り仕切っているが、日本の

裁判所は法務省・政府から独立している。したがって、日本の法務省は裁判所に対して指示

することはできず、支援要請をするにしても、裁判所の独自の判断となる。日本は書記官・

執行官の養成は法務省ではなく裁判所が独自に実施している業務であるということを理解

してもらいたい。 

 

６．弁護士会との関係 

熊谷：４階に弁護士会が入った際に資金を得ることを検討しているのか。 

KS：考えていない。日本政府に対して建設依頼をした際、司法会全体のものという位置づけに
なっているため、リース料は取らない。法律家のために共同で使う。 

TD：教育内容に関しては弁護士会に任せる。 



 

 

２．日本側関係者による協議関連資料：事前評価対処方針会議（2008年１月９日） 

 ２－１ 議事録 
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平成 20 年１月９日（水） 

J I C A 社 会 開 発 部 

ガ バ ナ ン ス チ ー ム 

 
 

 
カンボジア法制度整備プロジェクト及び裁判官・検察官養成校民事教育改善     

プロジェクト事前評価対処方針会議 議事録 
 

 

 

１．日時  平成 20 年１月９日（水） 10 時 30 分～12 時 00 分 

２．場所  JICA 本部 12C 会議室 
３．議題 

（１）事前評価調査対処方針について 

（２）質疑応答 

４．配布資料 

（１）対処方針案 

５．出席者 

   大西 英之 外務省無償資金技術協力課 ASEAN 班班長 
   衣斐 瑞穂 最高裁判所事務総局秘書課付 

   桑原 美帆 最高裁判所事務総局秘書課渉外第一係主任 

   松本 裕  法務省大臣官房付 

   齋藤 敏  法務省官房秘書課国際室長 

   山口 幹生 法務省法務総合研究所総務企画部副部長 

   梁取 一夫 法務省法務総合研究所総務企画部付  

   稲葉 一生 法務省法務総合研究所国際協力部長（調査団員） 

   田中 嘉寿子 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

   亀卦川 建一 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

   建元 亮太 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

   宮崎 朋紀  法務省法務総合研究所国際協力部教官 

   土屋 佳代  法務省法務総合研究所国際協力部主任国際協力専門官 

   矢吹 公敏  矢吹法律事務所弁護士・日本弁護士連合会国際交流委員会副委員長 

   西田 竜也  株式会社ケイディーテック主任研究員（調査団員、欠席） 

   岡村 昭夫  独立行政法人国際協力機構アジア第一部第二グループ 

 東南アジア第三チーム長 

竹原 成悦  独立行政法人国際協力機構アジア第一部第二グループ 

 東南アジア第三チーム職員 
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長縄 真吾  独立行政法人国際協力機構アジア第一部第二グループ 

 東南アジア第三チーム職員 

柴田 紀子 独立行政法人国際協力機構長期専門家 

 （裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト） 

森田 隆  独立行政法人国際協力機構長期専門家 

 （裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト） 

坂野 一生  独立行政法人国際協力機構長期専門家 

 （法制度整備プロジェクトフェーズ２） 

神木 篤  独立行政法人国際協力機構長期専門家 

 （法制度整備プロジェクトフェーズ２） 

眞鍋 佳奈 独立行政法人国際協力機構長期専門家 

 （法制度整備プロジェクトフェーズ２） 

鵜飼 彦行  独立行政法人国際協力機構カンボジア事務所次長 

堀田 桃子  独立行政法人国際協力機構カンボジア事務所所員 

佐藤 直史  独立行政法人国際協力専門員（調査団員） 

桑島 京子  独立行政法人国際協力機構社会開発部第一グループ長 

熊谷 晃子  独立行政法人国際協力機構社会開発部第一グループ 

 ガバナンスチーム長（調査団長） 

琴浦 容子 独立行政法人国際協力機構社会開発部第一グループ 

 ガバナンスチーム職員（調査団員） 

吉武 雄二郎  財団法人国際民商事法センター事務局次長 

岩間 伸樹  財団法人国際民商事法センター事務局専門員 
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【要旨】 

１、対処方針案について 

琴浦職員）配布資料に沿って対処方針案を説明。 

熊谷 T 長）全体の考え方についてはご提示したとおりだが、補足説明したい。これはあくまで
「案」であり、国内リソースを念頭に置きつつ、カンボジア側と現地専門家の現場の意見を

取り入れながら修正していきたい。調査日程はタイトだが、法制度整備プロジェクトと裁判

官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトの２つのプロジェクト両方の評価を行う。その

合間をみて弁護士会プロジェクトについても訪問できればよいと考えている。 

資料の「2008 年４月以降の全体像」については、現在実施している３つのプロジェクトは、

お互いに補完しながら「法の支配」という大きな目標に向かっているということを表したも

のである。この全体イメージをカンボジア側と共有したい。ただ、これは日本側の理屈で作

った図で、カンボジア側がこの図のような、日本側で考えているイメージを持っているかは

疑問であり、また先方には先方の都合もあり、プロジェクトの主体も違うので難しいだろう

が、この全体像を提示することで意見交換と情報共有をしつつ、めざすもののイメージを共

有しておきたいと考えている。 

 

２、質疑応答 

①質疑応答に対するカンボジア側の体制づくりについて 

眞鍋専門家）本来であればカンボジア司法省が取り組むべき、と強調されているようである。

しかし、日本人専門家の間でも相談し、また建元教官・宮崎教官がご出張された際にも協議

した結果、現時点ですべての問題に対して司法省が一括して取り扱うことは時期尚早ではな

いかと考えている。また、裁判所において法解釈における不明な点があったとき、裁判官の

独立という観点から見ると司法省が回答することについては疑問が生じる。 

熊谷 T 長）質疑応答について司法省が担当すべきと決定したわけではなく、最高裁判所等も含
め、どの機関が窓口となるべきかを日本側が、また現時点では決めることはできない。ただ、

現行のように現地専門家に携帯電話などで直接質問され、専門家が問題解決する方法を継続

していては、カンボジア側にノウハウが蓄積されないのでよろしくない。現在のやり方を否

定するものではなく、むしろ回答いただいていることには御礼を申し上げたいのだが、ご理

解いただきたいのは、最終的にはカンボジア側で Q&A を取りまとめノウハウを蓄積してい
く考え方を共通の認識として持つべき、ということである。 

田中教官）質疑応答に対するカンボジア側の窓口をどうするべきかについては、先般、現状の

懸念事項として私が発言したものであるが、建元教官と宮崎教官が出張し、協議した結果を

聞いて再考したことがあるので補足したい。現状ではカンボジア側からの質問は種類もばら

ばらで、程度についても玉石混交であることがわかっている。この状況を踏まえ、今は個人

から寄せられる質問に個人から回答しているが、将来的には質疑について組織的に質問をし

て、組織的にこれに回答するという仕組みを作ることが必要であると思う。質問事項をきち

んと集約することが求められるだろうが、カンボジア側の現状を考慮すると、かなりの時間

がかかることが予想される。また、質問するやり方自体についても育成していく必要がある。

今回 PDM 上に質疑応答をどの機関が窓口となるべきかについて記載することは難しいだろ

うから、この点について書きぶりを修正する必要がある。 
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宮崎教官）12 月に現地出張した後、法総研でも協議した結果、カンボジア側からの質問の窓口

を一本化することは妥当ではない、と意見が一致している。まずはカンボジアの裁判官から

どのような質問があげられているか把握することが必要と考えており、現在、この質疑を

Q&A シートに書き込むようにしている。現在集まっている Q&A シートを見る限り、具体的
な質問内容は、裁判官として自分が担当している事件をどのようにして処理すべきかについ

て問うているものが多い。論点としても法律の中枢部分の問題点というより、民訴の注釈書

に記載があるような細かな内容のものが多いようである。 

今後司法省を質疑応答の窓口とするには、「質問に答えることができる人材がいないこと」

と「裁判官の独立が保てるか」の２つの問題点がある。まず「質問に答えられる人材」につ

いてだが、質問者となるのはカンボジアで一番民法・民訴法を勉強している人々なので、彼

らからの質問に答えることのできる人材が現在のところ日本人専門家を除いてはいないだ

ろう。次に、「裁判官の独立を保てるか」ついて。日本では、司法研修所主催の協議会で現

場から上がってくる質問に対して裁判官が答え、その回答を配布するなどしている。カンボ

ジアでも日本のやり方を踏襲するほうが、裁判官の独立性を保てるのではないだろうか。い

ずれにしろ窓口をどの機関が担当すべきか決定するまでには時間を要するので、この質問に

答えているやり方は注釈民法、注釈民訴が完成するまでの応急措置という評価が妥当であっ

て、本来司法省が取り組むべき性質の問題ではないと思う。 

佐藤専門員）コメントが２つある。まず「質問に答えることができる人材」に関して、すべて

の質問に対してそもそも答えるべきなのかを検討することも必要だろう。次に「裁判官の独

立」については、日本人現地専門家が回答すること自体が裁判官の独立を妨げる可能性が出

てきはしないか、ということも検討しなければならない。このことは現地側でも熟考された

上での対応であることは承知の上で発言させていただいていることをご了承いただきたい。

司法省にあげられた質問に対して、司法省が回答すべき性質のものでないと司法省が判断し

たものについては、最高裁や RSJP に回付する方策もある。 
建元教官）質問に回答しないという選択肢は、RSJP での TOT という観点から考えると現実的
には難しいだろう。質疑応答の体制作りについては、まず質問の具体的な内容をしっかり共

有・把握しておかないと議論できないので、Q&A シートを作成し、質問を蓄積し整理する
こととした。ここで溜め込んだ Q&A シートを法総研と JICAとで共有してから、宮崎教官が
指摘された協議会で対応する方法などの質疑応答に対する体制作りを議論したい。眞鍋専門

家と宮崎教官から発言のあったとおり、現段階で質疑応答の窓口を司法省に一括すると決定

することは時期尚早であろう。 

佐藤専門員）RSJP の TOT という意味では、教官候補生からの質疑に対する応答は、これまで
どおり行っていただくことにもちろん異存はない。裁判官からの質疑に対して日本人専門家

が回答すべきか、についての発言であることをご了承いただきたい。 

矢吹先生）コメントが２つある。まず建元教官がご指摘のように、質問の内容をしっかり捉え

る必要がある。他方、民訴法は手続法であり手続を正確に行う必要があるので、裁判官の独

立をしっかり念頭に置きつつ、あげられた質問が手続き上の問題であれば積極的に回答して

いく必要がある。次に民法の「普及」ではなく「新法理解研修」と呼ぶようだが、民訴法が

根付くまでは実務として誤ったものが蓄積されないように緊急措置として質疑に答えてい

く必要がある。 
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また、Q&A にも非常に興味がある。できるだけ Q&A をためて将来的にはそれを網羅した
書籍を出版することがよいだろう。どの機関が回答すべきかについては各位にお任せしたい

が、個人的には回答しうる人材が存在すること、現地長期専門家も常駐することの理由から、

司法省が妥当ではないかと考えている。 

熊谷 T 長）回答すべき機関について日本側としては結論を急がせようというつもりはない。皆
さんのご指摘のご趣旨もお互い乖離しているものではないと考えている。問題意識をカンボ

ジア側と共有したいことが狙いである。また建元教官ご指摘のとおり、RSJP の TOT につい
てはこれまでどおり専門家から直接ご支援賜りたいし、この意味での「質問への回答」と、

一般の裁判官やその他司法関係者から寄せられる「質問への回答」への対応の意味は、当然

分けて考えるべきものと考えている。書きぶりについてはこの場で文言まで修正することは

妥当ではないので、この点についてはここまでとさせていただきたい。 

 

②RSJP プロジェクトに関して 
柴田教官）２点述べたい。まず、日本の民事教官室のような体制を作ることは重要なので、活

動の中で明確に落とし込んだほうがよい。具体的には、RSJP のアドミ的な定例ミーティン
グ開催とは別に、学校長が主催する教官、教官候補生を集めて行うもので、カリキュラムの

選定や教材の作成指針についての会合を年数回行うことを具体的な活動として記載したほ

うがよい。 

 次に、「書記官・執行官養成校」について。この支援が現時点では限定的なものにならざ

るを得ないのは理解しており、カンボジア側にも理解してもらわなければならないと考えて

いる。ただ、RSJP の教官候補生は教官になることが主目的であるから、教官候補生を「書記
官・執行官養成校の教官にする」と記載してあることにはいささか違和感を覚える。1-7 で

教官候補生がアシスタントとして活動することが記載されているが、教官にすることについ

て活動の中で一切触れられていないにもかかわらず、1-8 で支援が限定的にならざるを得な

い部分の、書記官・執行官養成で教官にするとことを書き込むことはバランスを欠く上に、

本来向かっていくべき方向を外れることになる。加えて、1-9 は、「上記の各過程において必

要に応じて日本側により適宜適切に助言が行われる」となっているから、専門家は、教官候

補生を「書記官・執行官養成校の教官にする」ことにも適宜適切な助言をせざるを得なくな

る。書記官・執行官養成校支援が限定的になるにもかかわらず、適宜適切な助言をするとい

うのは、矛盾していないか。やはり、教官候補生を「書記官・執行官養成校の教官にする」

という記載は削除すべきだろう。プロジェクトが進むうちに状況が変わり、書記官・執行官

養成の支援ができるようになった段階で、書き方を変更するなどすればよいのではないか。

少なくとも最初からこの内容でカンボジア側に提示しないほうがよいだろう。 

琴浦職員）学校長主催のミーティングと書記官・執行官養成校については、柴田教官のご指摘

のとおりだと思う。 

亀卦川教官）学校長主催のミーティングの件と書記官・執行官養成校の件について、基本的に

は現地事務所と JICA 本部では認識は共通していると思う。1-7、1-8 は教官候補生の今後の
処遇についての記載であり、やはり書きぶりの問題だと思う。問題点は２つある。教務経験

のある教官候補生をどのように処遇するかについて記載がないこと。教官候補生を養成する

のではなく、教官そのものを養成することについて記載がないことである。以上のことから、



 －60－ 

1-7 と 1-8 を合体させてはどうか。 

次に、柴田専門家の発言にもあった 1-1 については、「誰が」「誰を集めて」「何をするの

か」について混同があるようだ。学校のインフラ整備とカリキュラムの教育内容が両方とも

含まれる形となり、わかりにくくなっている。この部分についてはより具体的に書き込むこ

とと、主催は RSJP だが集まる対象者は教官であると明示したほうが、日本側の考えるとこ
ろがカンボジア側により伝わるだろう。 

田中教官）教官候補生が将来教官になるための条件を決めてほしい。何が条件になれば教官に

なりうるのか。誰が教官を任命するか、何年の教務経験期間が必要かなどの要件を、次のフ

ェーズ４年間のうちのできるだけ早期の段階で具体的に決めてもらいたい。それに従って教

官候補生が経験を積めるようにする体制を作ることがよい。一例としては教官のアシスタン

トを務める、教材作成に関与する、書記官・執行官養成をするなどがあるが、カンボジア側

で教官になるための正しい条件をきちんと教官会議で決めてもらいたい。また、教官補のよ

うなポストを新設して経験を積ませるなどするのも一案だが、教官になるための道筋をカン

ボジア側できちんとつけることが必要。ここに記載がある限定列挙のような形で 1-7、1-8

と記載することは適切ではないだろう。 

次に 1-2、1-3 の書きぶりについて。柴田専門家の指摘のとおり、民事教育のカリキュラ

ムを作るのは、マネジメント層の人々ではなく民事教官室の教官であるから、ここに記載さ

れている順番では本来あるべき順序とは異なるので奇異に感じる。教官の本来業務がカンボ

ジア側と日本側でイメージを共有されていないのではないかという懸念を感じた。 

佐藤専門員）ご指摘いただいた点については、今回問題意識を共有できたので書きぶりを再考

したい。1-1 から 1-3 までの記載順序については「鶏が先か卵が先か」の問題がある。最終

的な成果として RSJP が学校運営をできるようになるには、教官確保の道筋ができ、常勤教
官を中心とする民事裁判教官室のシステムができるようにすることを、４年後の目標、また

活動の目的として記載していることをご理解いただきたい。 

田中教官）すぐに常任教官を必要な人数確保することは、カンボジアの現状から考えると極め

て困難。将来的には常任教官を RSJP 卒業生から最低一人を確保することが現実的なスター
トラインだろう。次フェーズからは、学校長主催の会合について活動の重要性を認識しても

らい、協議の上でカンボジア側に合意していただき、最低、年に３回程度は必ず集まるよう

に合意してもらいたい。会合の重要性については WG 教官たちがきちんと認識して決定しな
いと学校側も動かないし、教官候補生の処遇について何も決定しないまま中途半端になって

きたので、処遇についてしっかり決めて、教官候補生のためになるようにきちんと協議して

いただきたい。 

柴田教官）次フェーズには何をするための WG なのかを PDM 上に明確に記載しておきたい。
つまりカリキュラムの選定、教材作成指針について年に数回会合を行うという意図をはっき

りさせるとともに、この会合に参加し議論することは義務であることを理解してもらうため

に、活動として明確に記載したい。 

琴浦職員）田中教官、柴田教官のご指摘のとおりである。 

熊谷 T 長）個々の項目の書きぶりについてはコンサルタントをはじめ各位とも相談しながら改
良していきたい。1-7、1-8 をあえて記載したことについて各位にご理解いただきたいのは、

書記官・執行官養成を全く行わないのではなく、カンボジア側からの要望も出ているので若
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干ではあるが助言の余地があることを含みとして入れておきたかった、ただし、リソースの

問題もあり、大きな支援をするようなことは現時点ではありえないので、活動レベルぐらい

でまとめる必要があったからである。場合によっては指標で工夫するなど、PDM への落とし
込みについては再考したい。 

 

③成果品の利用について 

矢吹先生）２つのプロジェクトで作成された教材とテキストの利用の仕方については、かなり

よいものが出来上がっていると聞いている。成果品については現地専門家の方と相談しなが

ら、できる限りカンボジアにおける３つのプロジェクトで障壁なく使用できるように、いろ

んな方が利用できるように議論を進めていいただきたい。 

琴浦職員）３つのプロジェクトは、C/P がそれぞれ異なるがめざすものは同じであることをカ
ンボジア側と認識を共有し、資料の使用についてカンボジア側にも同意を求めたい。矢吹先

生ご指摘の件は、今回調査団の出張の際、口頭のみの発言だけではなく協議議事録にも残す

必要があるかと考えている。 

佐藤専門員）成果品については、カンボジアのプロジェクトだけでなくほかの国の成果品を他

の国で使用することも考えているので、この点については M/M に残すなど整理をしたい。 
 

④司法省プロジェクトについて 

坂野専門家）司法省プロジェクトについても、組織の機能強化や組織構築について詳しく PDM
の活動に落とし込むことが重要であると考える。コメントは２つある。まず、成果と活動の

部分で記載されている内容がほとんど同じであるということを改めて感じた。活動に対する

落とし込みが十分ではないので、各位のお知恵をいただきながら評価をしやすいように修正

したい。次に司法省プロジェクトの国内支援体制について。たたき台の中には部会以外のリ

ソースを考えることにつき言及があるが、対処方針案では触れられていない。現地としては

現場での質問を聞くことができる体制というのはとても重要なものであり、どこかで言及し

ておいたほうがよいのではないかと考えている。 

田中教官）坂野専門家の発言に付属して質問が２点ある。まずカンボジア側の投入という項目

において、民事局若手の記載の部分で「法曹人材を入れる」とあるが、これは可能性なこと

か。司法省の民事局にどのような人材が配置されるのかについて若干の懸念がある。民事局

の局員として優秀な人材をどのように確保するかという問題と、WG として RSJP の卒業生
に優秀な方を外部有識者のようなステータスで入れることが可能か、わかりかねるので質問

したい。次に活動 3-1 で民法教科書と記載があるが、ここまで明記して今後差し支えがない

か。 

琴浦職員）前者については、現在本部が堀田所員とナショナルスタッフのほうに確認中で、現

地で調べていただいているところである。後者については書きぶりを再考したい。 

 

⑤裁判官の継続教育について 

堀田所員）別紙２と別紙３のたたき台について言及しておきたい。日本側では RSJP を卒業す
る裁判官とシニアの裁判官に対して、それぞれ継続教育をどのようにすべきか既に検討され

ているようだが、カンボジア側では RSJP と MOJ で、どちらがどこまで何を担当するかにつ
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いて、明確に認識されていないのが現状である。現職とシニアの裁判官の継続教育について、

RSJP の継続教育の中で他のドナーとジョイントで行っていく方法を取るのか、今後あるべ
き姿として、RSJP と MOJ のすみわけを区別する方法を取るのかについて、カンボジア側で
考えている構想と日本側が考えているイメージについて違いがあるようなので、この点は協

議の際に注意をしながら進めていく必要があるだろう。 

琴浦職員）カンボジア側の体制として RSJP が継続教育をしていくことは、学校としての TOR
にも入っており、日本側でも認識している部分である。MOJ のほうで現職に対する新法理解
研修と記載してあるが、これはシニアの方々に大まかなポイントを伝え、周知することが本

来の目的。RSJP の継続教育と MOJ の新法理解研修は別物であると考えているが、継続教育
の対象者の範囲をどこまで含めるべきか現地に出張した際にも議論の余地があるだろう。カ

ンボジア側に誤解を与えることのないように留意したい。 

坂野専門家）カンボジア側と日本側で理解の相違があるようなので整理する必要がある。現地

では RSJP プロジェクトのほうで今後ケアしていく継続教育は、RSJP卒業者に対してのフォ
ローアップであり、教育であると考えている。RSJP 卒業生以外の裁判官・検察官の人々へ
の教育は MOJ の枠組みの中で対応せざるを得ないかもしれないことが、これまで支援して
きた経緯から想定されるが、この点についてどのようにすべきか議論がまだ必要だろう。 

琴浦職員）堀田所員と坂野専門家それぞれのご意見についてはご指摘のとおりである。カンボ

ジア側の体制と日本側の体制にずれがあるので複雑になっている部分がある。PDM 上でどの
ようにすべきか現地で協議したい。 

 

⑥最高裁判所からのコメント 

衣斐課付）RSJP プロジェクトのほうで、裁判官専門家派遣の人材要請を法務省を通じていた
だいているが、現時点では対応についてお答えできる状況ではない。この点、カンボジア側

との協議の際にも留意していただきたい。 

琴浦職員）ご指摘の件は了解した。 

 

⑦外務省 ASEAN 班長からのコメント 
大西班長）外務省無償資金技術協力課では、全世界の横並びのバランスを考慮に入れながら協

力をしている。法整備支援においては、カンボジア・ラオス・ベトナムを非常に重要な位置

づけであると捉えており、特に積極的な展開をし、健全な民主主義の定着と、健全な市場経

済の発展を考慮に入れながら ASEAN 全体の発展をめざしている。目標である 2013 年の

ASEAN 統合をめざしてヒト・モノ・資金の自由な流通の実現に向かって注力しているとこ
ろである。なかでもカンボジアは現行の政治経済体制になってからまだ歴史が浅く、法整備

の観点から見るといわばマイナスの位置からスタートしている国であるが、人材と資金の面

でも不十分な状態であり、法整備・裁判官・弁護士という３つの側面からのプロジェクトで

包括的に取り組んでおり、制度上、各機関の独立性の確保が求められているなかで、技術協

力を展開せねばならず、実施の枠組み確保と、活動内容の確保という二面性があり、非常に

難しい現状であると思う。今回フェーズが変わるこの局面は、プロジェクトの仕切り直しが

できる重要なタイミングである。ここで一番重要なのは、今回の会議で議論された活動上の

問題意識をカンボジア側関係者と共有しながら、どのようにすれば円滑な技術移転の受入態
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勢・プロジェクト実施体制のメカニズムを構築できるのかについて、カンボジア側と考えて

いくことである。この点について各位によろしくお願いしたい。 

 

⑧総括 

桑島 G 長）ご多忙の中ご参集いただいたことに厚く御礼を申し上げたい。カンボジアでは何も
ない状況から関係者の皆様の多大なご尽力を得て、民法・民訴法施行の段階に入ることがで

きた。次フェーズの協力では、法の運用・執行のための体制整備への支援が重要だが、いつ

までも日本側が支援し続けることはできず、将来的に援助を引き上げることを念頭に置いて

支援のアプローチを見直すことが必要である。外務省とはまだ相談させていただいていない

が、あと 10 年程度をめどに日本側の支援を終了することを想定すると、それまでにカンボ

ジア側の自立発展性を高めたり、持続的なメカニズムを構築するための方策を考えることが

必要であろうと思う。今次調査では、このような問題認識をカンボジア側とも共有し、次フ

ェーズの協力段階でできることは具体的な活動に落とし、あるいはプロジェクト目標や成果

の指標として明記できるよう協議することが重要な任務となる。現地でもいろいろ意見を伺

いながら具体的な方針を詰めていく必要があると思うが、その際はよろしくお願いしたい。 

以上 
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平成 20 年１月９日 

JICA社会開発部 
 

カンボジア 法制度整備プロジェクト フェーズ３（仮称） 

裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト フェーズ２（仮称） 

事前評価調査に関する対処方針（案） 

 

１．調査団構成 

（１）総括 熊谷 晃子 国際協力機構社会開発部第一グループガバナンス

チーム長 

（２）法曹養成 稲葉 一生 法務省法務総合研究所 国際協力部長 

（３）法曹養成支援 佐藤 直史 国際協力機構 国際協力専門員 

（４）計画評価 琴浦 容子 国際協力機構 社会開発部第一グループガバナン

スチーム 

（５）評価分析 西田 竜也 株式会社ケイディーテック 

（６）通訳 諏訪井 廉 財団法人日本国際協力センター 

オブザーバー 建元 亮太 法務省法務総合研究所 教官（法務省予算で参加） 

２．調査日程 

平成 20 年１月 23 日（水）～２月６日（水）（別紙１） 

 

３．調査目的 

（１）カンボジア側とプロジェクトの枠組みを協議・合意形成し、R/D 案および PDM 案を作

成する。 

（２）新しいフェーズの案件枠組みに関し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、自立発展性）の観点から評価を行う。 

（３）上記協議結果を協議議事録（英文）としてまとめ、カンボジア側と署名・確認する。（添

付資料：事前評価要約、R/D 案、PDM 案、PO 案） 
（４）調査結果を事前評価調査報告書（和文）に取りまとめる。 

 

４．主要な協議事項等 

（１）法制度整備プロジェクト 

① プロジェクト案件枠組み 

協力内容、期間、規模につき、別紙２（たたき台案）をもとに協議を行い、合意をす

る。附属法令・関連法令に関しては、他の法令との調整状況をかんがみて検討する必要

がある。そこで、事前調査時には１年目に作る必要のある法令の優先順位につき、認識

を共有し、合意するが、２年目以降に関してはプロジェクト期間内に起草する具体的な

法令を定めず、「カンボジア及び JICA の間で年度毎に優先順位を協議して決定する」と
いう記載にする。 
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② カンボジア側の実施体制の強化 

a．起草のイニシアティブ 
法制度整備プロジェクトでは、これまで日本の WG が起草のイニシアティブを担っ

ていたが、次フェーズではカンボジアの WG にそのイニシアティブを移すことを想定
している。2007 年 10 月実施の「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト 終

了時評価調査」時に行われた司法省との意見交換にて、既に日本側の意向は伝達済み

であるが、再度方針について確認する。なお、民法作業部会の先生からは「カンボジ

アにイニシアティブを移すといっても、事前に日本側からポイントを示す方法がよ

い」とご提案をいただいている。 

b．民事局の実施体制強化 
カンボジアが今後、自立的に起草・検討を行っていくには、カンボジア司法省内に

民法・民事訴訟法運用に必要な事項を検討する組織が必要となる。カンボジア司法省

においては民事局がその中心となることが決められているため、今後は民事局を中心

とした組織を確立する必要性をカンボジア側と確認するとともに、民事局職員を中心

とした WG の設置を求め、基本方針について合意する。なお、フェーズ２までの WG
は別途継続してもらい、民事局中心の若手 WG の活動をスーパーバイズしてもらうな
どの体制を協議する。 

c．質疑応答に対するカンボジア側の体制作り 
2007 年７月に民事訴訟法が適用されて以来、裁判所において不明な点があった際

には日本人長期専門家に直接電話にて質問が寄せられている。現時点では、日本人専

門家とプロジェクト専属のアシスタントが対応し、質疑応答を記録に残すようにして

いる。しかしながら、本来であればカンボジア司法省が取り組むべきであり、窓口を

プロジェクトのアシスタントではなく民事局とする可能性等につき協議を行う。民事

局職員の能力の差が応答の正確さに影響するため、プロジェクト期間終了後には民事

局職員が主として行うことを前提とし、前半２年程度はプロジェクトアシスタントが

かかわるなど、イニシアティブを移す可能性について合意する。 

 

③ 日本国内の支援体制の構成 

民法作業部会、民事訴訟法作業部会の２つを設置する。目処として、前半２年間は定

期的に作業部会を行い、後半２年間は必要に応じて開催することとし、場合によりメー

ルベースでのご支援をお願いする。また、プロジェクトの進捗は随時部会委員と共有さ

せていただく。（それぞれの部会の委員長にはご説明済み） 

 

（２）裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト 

① プロジェクト案件枠組み 

協力内容、期間、規模につき、別紙３（たたき台案）をもとに協議を行い、合意をす

る。 

 

② カンボジア側の実施体制の強化 

a．カンボジア人教官を主体とする教育実施の体制確立 
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特別講義や特設のセミナー等を除き、日常的なカリキュラムについてはカンボジア

の教官が教えることとし、日本の長期専門家が直接受講生を教えることはしないこと

を支援方針としてきた。今後も同様の方針であり、日本の長期専門家は養成校の一教

官ではない旨を再度カンボジア側と確認する。 

b．学校運営の体制（教官確保・カリキュラム策定）強化 
王立裁判官・検察官養成校（Royal School for Judges and Prosecutors：RSJP）では

教官確保及び予算確保が大きな問題となっている。しかしながら、王立司法学院

（Royal Academy for Judicial Professions：RAJP） /RSJP が持続的に教育を実施する
ためには、将来的に民事教官室のようにノウハウを蓄積させるようなシステム及び常

勤教官の確保・その方法につき、RAJP/RSJP が予算確保の必要性を含め、関係機関の
理解を得られるような働きかけを行うことが求められる。具体的な目標としては、プ

ロジェクト期間内にカンボジア経済財務省への予算申請のための計画を策定し、申請

することが考えられる。 

したがって、今後の受講生の受入れ予定・受入れ予定数を念頭に、カリキュラムを

実施する上で必要な教官の人数を検討するとともに、教官候補生を教官にするための

方策についても検討してもらうことにつき合意する。 

c．質疑応答に対するカンボジア側の体制作り 
2007 年７月に民事訴訟法が適用されて以来、裁判所において不明な点があった際

には日本人長期専門家に直接電話にて質問が寄せられている。現時点では、日本人専

門家とプロジェクト専属のアシスタントが対応し、質疑応答を記録に残すようにして

いる。しかしながら、本来であればカンボジア司法省が取り組むべきであり、養成校

のプロジェクトにおいても窓口を置くべきなのかという点について議論を行う。なお、

いずれ窓口を１つにするためには、養成校のシステムとして司法省と情報共有を行う

ことが必要である旨を説明する必要がある。 

d．書記官養成校、執行官養成校への支援 
カンボジア側からは 2008 年６月に開校する書記官養成校、執行官養成校への支援

が要請されている。しかしながら、まず民法・民事訴訟法が裁判所で運用されるよう

に裁判官・検察官養成に力を入れることとし、書記官養成校・執行官養成校への支援

は裁判官・検察官養成校への支援と同じ規模では行わないこととする旨、カンボジア

側と認識を共有する。 

 

③ 日本国内の支援体制の構成 

フェーズ１同様に、研究会委員として委嘱をするが、定期的な会議は行わないことと

する。必要に応じて、現地のニーズに関連するテーマの委員にご参集いただき、会議に

てご助言いただくこととする。 

なお、書記官養成・執行官の養成は民法・民事訴訟法運用には不可欠な要素であるた

め、日本国内の体制については引き続き検討する。日本国内の体制が確保されていない

ため、カンボジア側に対しては今次調査において上記②dのとおりの説明とするものの、
書記官及び執行官支援について、より本格的な国内支援体制が確保できた際には、協力

枠組みの一部見直しを念頭に置くこととする。 
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（３）事前評価調査時に現地で作成・署名・確認する文書 

M/M（Minutes of Meetings）を署名。主な添付資料は次のとおり。 
① 事業事前評価要約 

② Record of Discussions（次期協力内容枠組みを規定する合意文書）の案（R/D 署名は
事前評価調査終了後、カンボジア事務所長名により現地ベースで署名・確認する） 

③ PDM 案 
④ PO 案 
 

５．今後のスケジュール 

１月９日（水） 対処方針会議 

１月 17 日（木） PDM 案（英）をカンボジアに送付、クメール語訳 
１月 22 日（火） PDM 案（ク）をカンボジア側に手交 
１月 23 日（水）～ 調査団出発 

以 上 
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１．団員構成案 

総括 国際協力機構社会開発部第一グループガバナンス 

 チーム長 熊谷 晃子 

法曹養成 法務省法務総合研究所国際協力部長 稲葉 一生 

法曹養成支援 国際協力機構国際協力専門員 佐藤 直史 

評価企画 国際協力機構社会開発部第一グループガバナンス 琴浦 容子 

 チーム  

評価分析 株式会社ケイディーテック 西田 竜也 

通訳 財団法人日本国際協力センター 諏訪井 廉 

 

２．日程案 

   用務 宿泊先 

1 1/23 水 日本→プノンペン プノンペン 

2 1/24 木 午前：JICAカンボジア事務所訪問、事務所担当・専門家との打合せ、 
RAJP/RSJP協議 

午後：RAJP/RSJP協議 

プノンペン 

3 1/25 金 RAJP/RSJP協議 プノンペン 

4 1/26 土 資料整理 プノンペン 

5 1/27 日 資料整理 プノンペン 

6 1/28 月 司法省協議 プノンペン 

7 1/29 火 司法省協議 プノンペン 

8 1/30 水 RAJP/RSJP協議 プノンペン 

9 1/31 木 司法省協議 プノンペン 

10 2/1 金 午前：RAJP/RSJP協議 
午後：司法省協議 

プノンペン 

11 2/2 土 資料整理 プノンペン 

12 2/3 日 資料整理  プノンペン 

13 2/4 月 午前：RAJP/RSJP最終調整 
午後：司法省最終調整 

 

14 2/5 火 M/M署名 
在カンボジア日本大使館報告 
JICAカンボジア事務所報告 
プノンペン出発 

 

15 2/6 水 日本着  
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法制度整備（フェーズ３）たたき台 

 

【上位目標】民事法分野においてカンボジア国民の権利が正当に保護される法令が整備され、

適正に運用される。 

【プロジェクト目標 1 】民法・民事訴訟法が適切に運用されるために、司法省が必要な施策

を執れるようになる。 

※ 必要な施策＝関連法令・関連制度の整備、司法省内の組織強化・人材育成、裁判官に

対する民法・民事訴訟法の新法理解研修 2 等 

 

【成果】 

① 司法省内に民法・民事訴訟法運用に必要な事項を検討する組織が確立し、起草のノウ

ハウが蓄積される。 

② 司法省において民法、民事訴訟法を運用するために必要な制度が検討され、関連法令

が起草される。 

③ 司法省によりカンボジア司法関係者に新民法・民事訴訟法を運用するための知識が知

らしめられ、実務をより円滑にするための施策が取られる。 

 

【活動】 

1-1 カンボジア司法省において民法・民事訴訟法の運用に必要な事項を検討する組織のあ

り方を検討する。 

1-2 1-1 の検討結果をもとに、実働可能な体制が作られる。 

1-3 必要に応じて 1-2 で作られた体制のメンバー入れ替えを検討する。 

1-4 ２以降の活動を通して、起草に関して必要な手順、懸案事項を組織として把握・蓄積

する。 

2-1 カンボジア側にて以下を含む関連法令 3 のうち、優先順位をつける。 

※括弧内は現時点でのカンボジア司法省による優先順位 

（１）不動産の登記に関する法令（土地の登録を管理する国土管理都市計画建設省との調

整必要） 

（２）供託に関連する法令(国立銀行との折衝必要) 

（３）区分所有に関する法令 4 

（４）相続関係を明らかにしうる身分登録に関する法令（身分登録令を所管する内務省と

の調整必要） 

（５）法人登記に関する司法省令 

                                            
1 人材の層が薄いカンボジアでは４年間で完全に施策が執れるレベルにできるようになるという目標設定は現実的ではない。そのた
め、地道な努力を重ねることによりこのような施策が執れる端緒を示すようになることをめざす。 

2 WGメンバーが講師となって行う現職の裁判官・検察官等を対象とした現地セミナー。現在普及セミナーとして行っているものと
同じだが、“普及”という言葉が誤解を与えやすいため「新法理解研修」と呼ぶこととする。民法・民事訴訟法の内容をすべて普及
することは困難であるため、必要最低限のポイントを伝え、残りの部分は教科書で勉強してもらうのみとする。 

3 周辺法令の整備状況をかんがみ、必要となる関連法令は変わりうる。なお、取り組む関連法令を決める際には事前に両作業部会に
て相談する。 

4 カンボジア法では建物が原則として土地の構成部分であるが、日本法では土地と建物とは別個の独立した不動産であるため、日本
の区分所有権の考え方をそのままカンボジアに適用することはできない。 



 －71－ 

（６）夫婦財産登記に関する司法省令 

  2-2 カンボジア側にて年間計画を策定する5。 

  2-3 カンボジア側にて、適切な制度を検討する。 

  2-4 カンボジア側にて関連法令を起草する。 

  2-5 必要に応じてカンボジア側にて他省庁との法案の調整を行う。 

  2-6 日本側からは、上記各段階で、アドバイスを行う。 

  2-7 それぞれの過程において記録を残すことにより、組織として知識を蓄積する。 

 

  3-1 民法教科書及び逐条解説を、裁判官その他司法関係者に配布する。 

  3-2 裁判官に対する民法・民事訴訟法の新法理解研修を実施する。 

  3-3 民事訴訟法・民法の運用にあたり、必要なインストラクション等を検討する。 

  3-4 3-3 で検討したものを作成する。 

3-5 民法・民事訴訟法運用にあたって出てくる質問を集約し、統一的に回答を行う。 

3-6 3-5 の作業を蓄積・分類・整理する。必要に応じて重要なものを発行する。 

  3-7 検討過程を記録に残し、組織として知識を蓄積する。 

 

【期間】2008 年４月９日～2012 年３月 31 日 

*附属法令：まずは１年目、もしくは民法適用まで何を実施するのかを決める。その後、周辺

の法案との調整をかんがみ、取り組むべき法令を検討する。 

 

【投入】 

（カンボジア側） 

・執務スペース 

・C/P 配置 
 project director：司法大臣 
 project manager：司法省次官（司法省内で制度作りを担当する責任ある次官） 
 WG：フェーズ２の WG 及び若手 WG 

・フェーズ２の WG は若手 WG のスーパーバイズを行う（ただし、一部メンバー
入れ替えの可能性あり） 

・若手 WG は起草の実働部隊となる。民事局を中心とした組織であることが望ま
しいが、外部有識者のメンバーとして法曹人材を入れる。 

 

（日本側） 

・国内体制 

民法作業部会 

                                            
5 プロジェクトの２年目以降は、法令の優先順位の見直しを行った上で、優先順位の相談・検討を行う。 

タイムスケジュール １年目 ２年目 ３年目 ４年目 

・附属法令*（制度設計を含めた考え方）     

・新法理解研修     
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民事訴訟法作業部会 

→目処として、前半２年間は定期的に作業部会を行う。後半２年間は必要に応じて開催

することとし、場合によりメールベースでのご支援もお願いするが、プロジェクトの

進捗は随時委員と共有しておく。 

・長期専門家（３名） 

附属法令起草支援／援助協調（新法理解研修支援、附属法令起草にかかる専門的観点から

のアドバイス） 

法制度整備（翻訳、法律間の整合性確認） 

業務調整 

・短期専門家派遣（もしくは JICA-Net セミナー） 
民法、民事訴訟法の新法理解研修、附属法令起草 

・可能であれば、TV 会議等にて現地専門家の質問を受けられる体制を作る（司法書士、専
門分野の方等、謝金ベースで支払い） 

・本邦研修 

 

【留意事項】 

・カンボジア側が主体で起草してもらうことを前提とする。 

→精度の高い法案起草はできないが、最低限の制度を整えること、カンボジア側が起草

することにより、自立発展性を高めることにプライオリティを置くこととする。 

→この点が、過去のフェーズ１、フェーズ２との大きな違いとなる。 

→国内の社会状況に合わせた制度設計が必要であり、カンボジア側の主体性が必須とな

る。 

・制度設計の検討が必須となるため、実働的なカンボジア側の人員が補充・確保されること

がプロジェクト実施の前提となる。 

→今後、RSJP卒業生である裁判官（教官候補生等）が、起草や制度設計、新法理解研修
の担い手に加わっていく可能性についても、司法省に打診する。 

 

以上 
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裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２） たたき台 

 

【上位目標】カンボジアにおいて民法（草案）･民事訴訟法に基づいて民事裁判が行われるようになる。 

→外部条件として①裁判所へ RSJP 卒業生が配置される、②司法省が必要な書式や附属法令等を適
切に準備する、③弁護士が民法・民事訴訟法を理解する、④国民が民法・民事訴訟法を理解する。 

【プロジェクト目標】RSJPにおいて裁判官・検察官養成のために必要な民法・民事訴訟法に基づく民
事裁判実務に関する教育（以下、「民事教育」という）が自立的に実施できるようになる。 

※自立的＝RSJPが他国の支援無しでカリキュラム改善、教材作成・改訂、教育実施ができるように
なる。 

【成果】 

①RSJPが学校運営（教官確保・カリキュラム策定）をできるようになる。 
②教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される。 

③RSJP卒業生を対象とした民事に関する継続教育が行われる。 
【活動】 

1-1 RSJPマネジメント層により民事教育に関する定例ミーティングを開催する。 
1-2 民事の新規教育のカリキュラムを起案する。 

1-3 1-2 のカリキュラムをもとに RSJPが教官を確保する。 
1-4 カリキュラムに基づき、民事教育（新規教育）を実施する。 

1-5 必要に応じてカリキュラムを修正する。 

1-6 教官候補生を選出する。 

1-7 教官候補生のうち、教務経験のない候補生は教官の授業のアシスタントをする。 

1-8 教官候補生のうち、適当な候補生は書記官養成・執行官養成の教官をする。 

1-9 上記の各過程において、必要に応じて長期専門家により適宜適切に助言が行われる。 

   

2-1 教官及び教官候補生が、民事教育に関する教材を作成する。 

2-2 教官及び教官候補生が、必要に応じて上記教材を改訂する。 

2-3 上記の各過程において、必要に応じて長期専門家により適宜適切に助言が行われる。 

 

3-1 RSJP卒業生のみを対象とした民事に関する継続教育の機会を設ける。 
3-2 RSJP卒業生を対象とした民事に関する継続教育のカリキュラムを策定する。 
3-3 策定したカリキュラムに基づき、RSJP卒業生を対象とした継続教育を実施する。 

 

【期間】2008 年４月１日～2012 年３月 31 日 

タイムスケジュール １年目 ２年目 ３年目 ４年目 

・学校運営（カリキュラム策定、候補生養成含む教官

確保） 

    

・教材作成*     

・卒業生への継続教育     

*教材：作成する内容は追って検討。 
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【投入】 

（カンボジア側） 

・執務スペース 

・C/P配置 
 project director：RAJP学院長 
 project manager：RSJP校長 
 WGメンバー：教官WG、教官候補生WG、模擬記録WG 1 

 その他、マネジメント面で RAJP事務局長など必要な人員 
（日本側） 

・国内体制 

アドバイザリーグループ 

・長期専門家 

法曹養成支援（法曹資格者） 

業務調整 

・短期専門家派遣 

・JICA Netセミナー 
・本邦研修 

 

【留意事項】 

・書記官養成校、執行官養成校への支援については、日本国内の協力体制とあわせて検討する。 

・長期専門家が講義を担当しているのは、あくまでもモデル講義という位置づけであることを再度

確認する。 

・民事訴訟法が適用されたことにより、今後益々実務で直面する課題に対応する必要性が増すこと

が想定される。そのため、裁判官長期専門家の派遣が望ましい。 

・各WGの役割分担を明確にする必要がある。 
 

以上 

                                            
1 RSJPには司法省、弁護士に対して命令権限がないため、フェーズ１での模擬記録WGがそのまま継続するとは限らない。同様の形
でのWGが存続できなかった場合、教官候補生のみで教材作成を行うことが一案。 



 

 

３．事前評価調査関連資料 

３－１ 調査日程 
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Date Schedule 

23 Jan. Wed. 
AM 
19:45 

調査団員：日本出発（TG641） 
プノンペン着（TG698） 

24 Jan. Thu. 
9:00 
終日 

JICAカンボジア事務所訪問、担当との打合せ 
専門家との協議 

25 Jan. Fri. 
AM 
PM 

RAJP/RSJP との協議 
司法省（MOJ）との協議 

26 Jan. Sat. 終日 資料整理 

27 Jan. Sun. 終日 
団内打合せ（M/M 案・PDM 案作成、整理等） 
※佐藤団員 日本出発（TG6945） 

28 Jan. Mon. 
8:55 
終日 
16:00 

※佐藤団員：プノンペン着（TG696） 
MOJ との協議 
CLJR 表敬（稲葉団員、佐藤団員のみ） 

29 Jan. Tue. 終日 RSJP との協議 

30 Jan. Wed. 
AM 
PM 
20:55 

RSJP との協議 
MOJ との協議 
※建元教官：プノンペン出発（TG699） 

31 Jan. Thu. 終日 RSJP との協議 

1 Feb. Fri. 
10:30 
14:00 
15:00 

RAJP/RSJP M/M 署名式 
国土管理都市計画建設省 視察（佐藤団員のみ） 
MOJ との協議 

2 Feb. Sat. 終日 資料整理、ベトナム法整備支援専門家との打合せ等 

3 Feb. Sun. 終日 団内打合せ（M/M 案・PDM 案作成、整理、現地報告作成等） 

4 Feb. Mon. 
AM 
16:00 

MOJ との協議 
弁護士会表敬 

5 Feb. Tue. 

 9:00 
15:00 
16:30 
20:55 

M/M 署名式（MOJ） 
在カンボジア日本大使館表敬・報告 
JICAカンボジア事務所報告 
カンボジア出発（TG699） 

6 Feb. Wed.  帰国 

 



 

 

３－２ 主要面談者リスト
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（１）司法省  
H.E. Hy Sophea 司法省次官 
H.E. Chan Sotheavy 司法省次官 
Mr. Bun Honn 司法省次官補  
Mr. Saly Theara 控訴裁判所判事  
Mr. Soenng Panhavuth 検察長官  
Mr. Hing Thirith  ストゥングトレン裁判所 判事  

 
（２）RAJP/RSJP 

H.E. Tep Darong RAJP学院長 
H.E. Vann Phann RSJP学校長 
H.E. Keut Sekano RAJP事務局長  
Mr. Sam bunthonn 継続教育担当  
Mr. Pen Vibol RSJP職員  

 
（３）法・司法改革評議会  

H.E. Phay Sok Kheng 法律委員会事務局次長 
Mr. Sam Sok Phal 法律委員会副議長、TWG議長  

 

（４）国土管理都市計画建設省 

Mr. Lim Voan 国土管理都市計画建設省 土地台帳・地理部門部門長  
Mr. So Vanna 国土管理都市計画建設省 土地登録部次長 

 

（５）弁護士会 

Mr. Ky Tech 弁護士会会長  
Mr. Ly Taiseng 弁護士会事務局長  
Mr. Uk Phourik 弁護士会理事  
Mr. Hak Siek Ly 弁護士会理事  
Mr. Te CHamnan 弁護士会理事  
Mr. Ang Eng Thong 弁護士養成校校長  
Mr. In Van Chhoan 弁護士養成校事務局長 

 

（６）在カンボジア日本大使館 

丸山公使、望月書記官 

 

（７）JICAカンボジア事務所 
米田所長、鵜飼次長、堀田職員、井上職員 



 

 

３－３ 協議議事録
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事務所訪問議事録（要約） 

 

日 時：2008年１月24日 ９時～10時 

場 所：事務所本館３階 アンコール・ワット 

面談者：カンボジア事務所 米田所長、鵜飼次長、堀田職員、井上職員 

 法制度整備プロジェクト（フェーズ２）坂野専門家、神木専門家、眞鍋専門家 

 裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト柴田専門家、森田専門家 

当 方：調査団（熊谷、稲葉、建元、琴浦、西田、諏訪井） 

 

（要旨・敬称略） 

１．概要説明 

熊谷：協議のポイントは次のとおり： 

法制度整備フェーズ３→①起草のイニシアティブをカンボジア側に移行させる、②MOJ
の民事局を中心とした体制とする。 

裁判官・検察官養成校フェーズ２→①よりカンボジアの教官が主体となる体制を作る、

②学校の運営としてカリキュラムの作成とそのための教官確保の要請ができるように（教

官をアサインするような仕組みを作る）する。ただし、４年間でどの程度できるようにな

るべきなのかという認識を合わせておく。 

質疑応答の体制作り→民法、民事訴訟法に関して現場からの質問が多いが、日本人が答

えていると司法省／RSJPにノウハウが蓄積できないのではないか、という問題提起。 
稲葉：これから４年間の協力を決める重要な時期であると認識。カンボジア側にイニシアテ

ィブを移すには、現地専門家の役割はより重要度が増すと考えている。 

弁護士会支援に関する日本弁護士連合会の報告書の中でRSJPとLTCを一体化させるこ
とを推奨する意見が述べられていると仄聞。日本は法曹三者を同一の制度のもとで養成し

ているが、世界的には例外的な制度であり、必ずしも日本の制度がカンボジアに合うとは

限らず、日本側からRSJPとLTCの統合を勧めることは疑問。 
米田：カンボジアは人材が少ないというのがどの分野でも課題。したがって、達成目標は“組

織的な対応ができる兆しが見える”程度であり、実際に組織が機能するのは次フェーズだ

ろうという大雑把なイメージを持っている。属人的に動いていることが多いので、組織的

な対応ができるようになることは重要。 

 

２．弁護士会PJとの関係 
米田：法曹三者の養成については、ソクアン副首相も言及。ただし、見通しは不明。カンボ

ジア側のイニシアティブに応じて、日本側も対応する必要あり。 

神木：日本弁護士連合会としてはカンボジア弁護士会とのかかわり方が関心事項でもあり、

出口戦略を考える必要があり。 

堀田：内政干渉をするつもりはないが、弁護士の質と裁判官・検察官の質を合わせる必要あ

り。カリキュラムや教材の共有等、緩やかな連携が現実的か。LTCに対しては少しずつ支
援を減らすことで、テイクオフできるようにすることが必要。 
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３．長期的な視野での支援 

熊谷：関連資料を日本語で読める人材の養成が必要。長期研修やJDSなどのスキームが活か
せることになった場合、育成した人がカンボジア国内の立法にアドバイスすることが確保

されるよう、日本の投資が無駄にならないよう担保する必要あり。 

米田：同意。ただし、時期、人（部署・役職）については要検討。また、長いプロジェクト

であることについて、理事ボードに伝える必要あり。 

鵜飼：３つのプロジェクトの図は、JICAやC/P以外のプレーヤーがいるという視点が欠落。 
熊谷：本紙を使用するときには、日本の協力のみの記載であることを口頭にて補足する。 

坂野：日本側で情報共有するためのシステムが必要。これまでは作業監理連絡会が行われて

いたが今は行われておらず、また日弁連での議論が把握できていない。日本語で日本法を

勉強するという案も取り組み始めなければ始まらない。 

熊谷：目処を立てること、また受入れの体勢を整えることが必要。 
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専門家との協議議事録（要約） 

 

日 時：2008年１月24日 ９時～10時 

場 所：事務所本館３階 アンコール・ワット 

面談者：カンボジア事務所 堀田職員 

法制度整備プロジェクト（フェーズ２）坂野専門家、神木専門家、眞鍋専門家 

当 方：調査団（熊谷、稲葉、建元、琴浦、西田、諏訪井） 

 

（要旨・敬称略） 

坂野：現在、WGは月・水に開催（25ドルを謝金として支払い）。サブワーキング・グループ活
動に対しても支給。これはフェーズ１からの流れであるが、今後も支払い続けるのか否か判

断が必要。本来であればMOJの本来業務であるため、支払うべきではない。もしMOJに対し
て伝えるのであれば調査団から言っていただきたい。 

熊谷：WGメンバーのうち、MOJ職員ではない人に対しては支払い可能。ただし、若手はMOJ
職員のみであり、本来業務であるため謝金を払うべきではない。 

眞鍋：議事録を作っている人に対しては、時給で支給。 

熊谷：職能を分けるのが一案。サブに対しては出さない、議事録に対しては出す、というのが

一案。 

坂野：WGメンバーのうち７名は外部者であるが、通常の業務時間内で会議開催のため、
additionalで払う必要はない。 

眞鍋：謝金支払いを既得権益化させるべきではない。 

熊谷：なるべくなくす方向。ただし、必要に応じて経過措置として対応してもらうなど方法は

要検討。お金を出して人を確保しないといけないというのは、MOJの体制として続かない。 
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RSJPとの協議議事録（要約） 
 

日 時：2008年１月25日 ８時～12時半 

場 所：RSJP内 会議室 
面談者：学院長（TD）、校長（VP）、サム・ブンソンCLE担当、ペン・ビボル職員 
当 方：調査団員（熊谷、稲葉、琴浦、西田、諏訪井）、派遣専門家（柴田、森田）、事務所（堀

田、井上、Phira）、オブザーバー（建元） 
配布物：PDM案 
 

（要旨・敬称略） 

１．プロジェクトの骨子：確認した後、意見交換。 

 

２．教官の確保 

TD：教官の都合が悪く来られない場合は、柴田専門家に代替してもらっていた。今後は教官
の参加可否（確実性）を事前に把握するよう検討。教官候補生の中ではビボル教官が最近

プノンペン近郊に異動し、教鞭を取る予定。他の教官候補生に対しても、教えたい分野に

つき本人の希望をヒアリング中。ただし、年齢が若く、教官として認められない可能性が

あるため、アシスタントとして働いてもらうことを検討。第２期候補教官候補生について

も「教える意欲のある人」を日本人専門家と選考したい。 

熊谷：院長、校長のみでなく、教務にかかわる人を増やすことにより、方針・計画を組織と

して引き継いでいけるような体制が必要。 

稲葉：教官候補生のビボル氏は教官か、アシスタントか。 

TD：今は刑事訴訟の一部を教官として担当。いずれは民事訴訟法も担当予定。 
稲葉：他の候補生はいつごろ教官として任命予定か。アシスタントの業務内容は如何。 

TD：アシスタントとして、教官に近い立場にすることを想定。（資料の準備・教授方法を学
び、教官が欠席の際には教官を代替）このことは既に候補生にも伝達済み。 

稲葉：教官候補生の業務量が増えることが考えられるが、各人の責任において調整か。 

TD：そうだ。今後は、2008年は２期生から選抜し、2009年にもう一陣選抜したい。 
稲葉：教官がプノンペン近郊配属になるよう働きかけていると仄聞。 

TD：裁判官の定期異動は４年に１回。定期異動の会議の際に、司法官職高等評議会の委員長
に働きかけ、特定個人の配置に配慮してもらいたい旨を伝達。 

 

３．教材作成 

熊谷：教材作成の過程で教官や教官候補生にノウハウを残すとともに広めることにより、組

織としても知識が残すことが必要。 

VP：同意。フェーズ１で作ってきた教材では十分ではない点も同意。 
TD：今の教官は忙しく、教材を改定することもできない。講義の内容の提出についても一部
教官のみが対応。多忙のため参加できないという危惧あり。 

熊谷：クメール・ルージュ裁判のスケジュールも見据えながら、検討する必要あり。活動の

一つとして、司法官職高等評議会に対して意見具申をする（必要であれば個々の裁判所へ
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の了承を得る）、ということを活動に含めるべきか。 

VP：異動先の裁判所に対しては、今は働きかけていない。何回か裁判所長には説明済みであ
り、ある程度業務の調整は行ってくれている。 

 

４．継続教育 

熊谷：継続教育の計画、ビジョン、教える内容は如何。 

TD：全体を６グループに分け、グループ１と２が卒業生（１期生）対象とすることを想定。
JICAとGTZ（DV法等）で５日間。内容は未定。柴田専門家と相談しながら今後検討。 

熊谷：専門家の業務量を考えると、卒業生／非卒業生の双方の支援は困難と思料。プロジェ

クトとしては「RSJP卒業生を主たる対象とした」継続教育に焦点を当て、卒業生以外への
継続教育に関しては他ドナーとの協調コースでもあり、必要な謝金の手当てなどの支援は

するが、実施面に関してはRSJPに任せたい。 
TD：了解。 
熊谷：実施にあたっては、内容の重複が見られるMOJの普及セミナーと調整が必要。 
TD：政府の基本方針では育成に関しては学校が行うと規程。最高裁判事・控訴裁判事の教育
も学校が担当。RSJPと司法省（MOJ）で最高裁・高等官職評議会と検討し、教育の窓口は
学校。 

堀田：RSJPが継続教育を実施していくということは理解。ただ、事実としてMOJは現職裁判
官を対象とした新法理解を実施している。 

TD：刑事（フランス）に関してはMOJも重複を認識しており、新法理解の研修を中止した。
民事（日本）に関してはまだ実施しているのか。ソティアビー次官からの連絡では、普及

活動は実施しないと理解。 

稲葉：継続教育の中身として、カリキュラムを検討するにあたってビジョンの検討が必要。

裁判官としての能力・技術のレベルアップを図ることが重要。卒業生／非卒業生の継続教

育に監視、それぞれビジョン・目的に基づいてカリキュラムを策定することが必要。 

熊谷：継続教育に割り当てられる予算は、講師の謝金、日当宿泊、交通費程度。ただし、予

算の上限はあるため、突然要求されても支払えない。 

 

５．PDM・指標の確認 
熊谷：組織として、問題点や今後打つべき対策を採ることに重点を置いている。人事異動に

よらず、事業が進むようにする必要がある。法律関係のプロジェクトでは指標を数字で設

定しがたい。ただし、終了時のイメージを共有できるようなものを設定する必要あり。 

TD：教官の数は評価が容易。３つの科目追加を検討中：婚姻関係、保全関係、強制執行関係。 
VP：教官候補生も少しずつ自信を持ち、教えられるようになってもらいたい。 



 

 －84－ 

司法省との協議議事録（要約） 

 

日 時：2008年１月25日 14時半～17時 

場 所：司法省（MOJ）会議室 
面談者：ヒー・ソピア次官（HS）、チャン・ソティアビー次官（CS）、サリ・ティアラ判事 
 ソング・パンハヴ長官 

当 方：調査団員（熊谷、稲葉、琴浦、西田、諏訪井）、派遣専門家（坂野、神木、眞鍋）、事 

 務所（堀田、井上、Phira）、オブザーバー（建元） 
配布物：PDM案、PO案、５項目評価案、プログラムの図 
 

（要旨・敬称略） 

１．カンボジア側のイニシアティブ 

CS：附属法令に関して（特に供託）はカンボジアで制度の骨組みを作り、内容については日
本の先生方に見ていただくということになったと理解。人員体制の計画を閣僚評議会に提

出済みであり、決定が下れば委員会を設置し、検討を開始予定。フェーズ３が終了した時

点でMOJが100％自立できるかというと難しいと思うが、MOJとしても人材育成に取り組
む所存。 

HS：MOJとしても、現時点では力不足であるものの、最終的には自立できるよう努力したい。
また、多くの困難にぶつかると思うが、その際には支援願う。これまで先生方の役割はと

ても大きく感謝。なお、サブコミッティのメンバーは若いため、今のメンバーが指導を行

う必要あり。 

 

２．MOJ内の役割分担 
熊谷：立法局と民事局の違いは如何。 

HS：民事局に関しては民事の法案準備だけでなく、裁判所で行われている民事事件の問題へ
の対応を担当。立法局は1980年から存在していたが、クメール・ルージュの後裁判官が少

なかったため、立法局職員が裁判官や検察官になり、事実上消滅したが、最近再度設置。

法案準備にあたっては立法局がすべての責任を負い、民事法に関しては民事局からの参加

を得る。 

 

３．新しいWGの体制 
熊谷：サブコミッティの中で小グループをいくつも立ち上げる（兼任あり）のか。 

HS：サブコミッティはWGのアシスタントととなり、最終的には民事の法令を起草予定。残
り10年もすればシニア層は引退するため、若手に知識を残していく必要あり。 

 

４．継続教育との調整 

HS：継続教育と普及活動は別物。ただし、RSJPの継続教育の教官は司法省職員。普及活動
は条文の解説だけではない。カンボジアにおいて法律が正しく執行されるように普及する

のは司法省の役割である。実際に適用されている状況を把握するという意味では、普及活

動は司法省職員の育成にもなる。 
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稲葉：民訴法の普及活動の内容と、RSJPの継続教育の内容は異なるのか。 
HS：一部重複。その理由は、継続教育は第一回目だったため初歩を教えざるを得なかったこ
とである。継続教育は１回の人数・年内の開催数が限られているが、民法・民事訴訟法は

とても大きく、また新しい法律であるため繰り返し開催が必要。 

熊谷：新法の理解の活動はMOJ、継続教育はRSJP、という点は理解。ただし、MOJの普及活
動とRSJPの継続教育の内容が重複しているのが現状。両者で調整願う。 

 

５．アニュアルプラン 

熊谷：社会状況の変化や、そのときの業務の状況をかんがみ、起草する附属法令及びそのメ

ンバーはアニュアルプランという形で毎年見直せばよいと思うが如何。 

HS：７月の総選挙が懸案。国会は３月以降停滞するため、2009年の初め頃まで立法活動は停
滞する見込み。最初の１年目は実務に関連することしかできないのではないか。 

熊谷：今回のM/Mには暫定の４年間のPOを添付し、詳細は毎年アニュアルプランを作成して
見直す。 
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司法省との協議議事録（要約） 

 

日 時：2008年１月28日 ８時半～12時 

場 所：MOJ会議室 
面談者：ヒー・ソピア次官、ブン・ホン次官補、ヒング・ティリス判事 

当 方：調査団員（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、西田、諏訪井）、派遣専門家（坂野、神木、眞 

 鍋）、事務所（堀田、井上、Phira）、オブザーバー（建元） 
 

（要旨・敬称略） 

１．PDM、PO、評価５項目の確認 
熊谷：（資料をもとに説明）今回の大きな主眼は起草の主軸がカンボジア側に移していく点。

したがってこの４年間で見る指標は、日本の関与度で計ることを提案。自立発展性に関し

ては、まだ課題があり、プロジェクトが終る頃にも完全に自立発展性が高くなるとは言い

がたいが、少しでも高めていくということが目標。 

BH：特に異論なし（途中でHS退席） 
 

２．他省庁による起草の情報 

BH：他省庁がMOJに情報を提供し、協力してくれるのであれば、MOJとしても調整したいが、
MOJとの相談なしに起草が進められていることがある点が懸案。 

熊谷：ドナーが協力しているものについては、ドナー間会議で情報収集可能。ただし、本来

はカンボジア省庁間で情報共有する必要あり。MOJは法律を司っている行政官庁であり、
調整の必要性があるという認識を持っていることはわかったが、対策を強化する必要あり。

例えば、MOJのしかるべき部署が他省庁で立法を司る部署と定期的に会合を行い、早めに
情報を得る等。 

BH：立法局の役割。他ドナーに関しては、共同で起草するのではなく、ドナーが自分の制
度を押し付けているということが問題。 

 

３．JICAのプログラム 
熊谷：JICAは３つのプロジェクトを実施。共通の大きな目標は共通して「カンボジアの人々
の権利が正当に保護される」ということであり、相乗効果を上げるため、カンボジア側も

可能な範囲で他機関とも連携・協力願う（教材や資料の共有等）。 

BH：問題ない。次官やユー・ブンレン判事が作っている資料はRSJP、弁護士養成校でも活
用。円滑に共有できる。 
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司法省との協議議事録（要約） 

 

日 時：2008年１月28日 14時半～18時 

場 所：MOJ会議室 
参加者：チャン・ソティアビー次官（CS）、ブン・ホン次官補（BH） 
当 方：調査団員（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、西田、諏訪井）、派遣専門家（坂野、神木、眞 

 鍋）、事務所（堀田、井上、Phira）、オブザーバー（建元） 
配布物：organization chart、role of coM/Mittees 
 

（要旨・敬称略） 

１．書式について 

熊谷：10月の出張の際に書式がほしいという要望あり。今般、ICDのお力添えで実務上必要
と考えられるものを選別し翻訳。 

CS：サンプルがあればMOJにて検討可能。書式は２種類：全国に普及すべきもの、例示すべ
きもの。サンプルを見てコミッティの中で一度議論し、前者か後者かを決める。 

熊谷：書式検討がMOJの業務であるということは理解。ただし、日本人専門家３人という体
制は変わらず、また附属法令の起草という大きな仕事があり、書式検討に時間を割くこと

は困難。したがって、10月に確認したとおり、クメール語訳した書式をもとにカンボジア

側で検討願う。（専門家の業務として含めない） 

 

２．人員体制 

熊谷：サブコミッティが起草等を行い、コミッティがスーパーバイズ、指導を行うというこ

とを想定しており、それぞれの役割を書き出した（annex5-2）が、如何。 
CS：若手は調査や法案説明の資料作成等を行ってもらうということを想定。将来については

annex5-2のような業務分担が必要。ただし、若い人が多く、裁判官ではないため、普及活
動に携わることは困難。 

熊谷：法律の起草が多く出てくると、小グループに分けるなどの対応が必要。また若手の育

成方法も検討する必要あり。 

CS：これまでは、①コミッティのミーティングに若手が参加、②普及セミナー同行。①によ
り、コミッティメンバーが出席できない場合にサブコミッティのメンバーに代理してもら

うことも可能。 

 

３．附属法令の優先順位 

熊谷：10月の協議に聞いた順位から変わっていないと考えてよいか。 

CS：法人登記、夫婦財産登記はサブコミッティの中で検討を行い、MOJとしてMOJ令を作る
必要あり。不動産登記はまだ国土管理都市計画建設省と合同WGを作ったが、会合は未開
催。身分登録は内務省と検討する必要があるが、進捗なし。供託は最優先と考え、閣僚評

議会に新たにＷＧを設置するよう要請。区分所有権は、永借権として整理することになっ

たものを、国土管理都市計画建設省から区分所有権として整理するよう検討依頼あり。 

熊谷：担当者は如何。 
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CS：明確な担当はない。身分登録に関して大臣からCSが担当だと指示あり。供託、不動産
登記についても担当になる見込み。 

熊谷：担当を決める際は、日々の問題や業務の兼ね合い等を考慮し、若手の育成がうまくで

きるように、必要なノウハウ・知識を継承できるよう留意願う。 

稲葉：区分所有以外のものは、同時並行で行われるのか。 

CS：区分所有権以外については、MOJとしては検討の準備済み。法人登記・夫婦財産登記・
身分登録・不動産登記はほぼ同時に進め、次に供託、最後に区分所有権の検討。 

稲葉：法律の案を検討するにあたり、検討のたたき台はコミッティメンバーが作るのか。 

CS：事前に一度関係省庁の担当者と協議し、方向性を確認する必要あり。その際にはコミッ
ティの中で専門家と検討。枠組みそのものはコミッティ、調査はサブコミッティ。 

熊谷：省令で定めるものは早急に進められないか。 

CS：省令として出すにはコミッティで検討する必要があるが多忙のためできていない。人事
訴訟法、民事非訴訟事件手続法の２点を早急に検討する必要があり、これが終われば省令

で出すことができるものを検討。 

熊谷：サブコミッティに対して指示を与えて事前準備を進めることはできないか。 

CS：指示を出すにあたり詳細の説明をする時間がない。サブコミッティの能力不足。 
熊谷：コミッティがスーパーバイズ、サブコミッティが実働部隊、と書いていたが困難か。 

CS：一概に間違いではない。法令によってはその形で取組中。 
熊谷：４年後には少しずつこの形になっていくことが望ましいというイメージでよいか。 

CS：よい。 
 

４．質疑応答への対応 

熊谷：活動の中に質疑の集約等について記載。現在は質問が専門家に寄せられているという

状況にあるが、カンボジア側にて質問を受け付け、回答する必要あり。 

CS：普及セミナーを行う際は事前に質問事項を人材育成局が収集。ただし、質疑応答の担当
者を設けたとしても、専任でなければ回答ができない。また、専任を置く人材の余裕はな

い。 

熊谷：緊急性を要するものであれば、日本人専門家が対応せざるを得ないものもあるが、あ

るべき姿の検討が必要。若手のOJTとして、新法普及セミナーの質疑応答の議事録作成を
行えば、組織としてのアセットになる。 

CS：今までもコミッティ会合や、普及セミナーではサブコミッティがメモを作成。これらの
メモからQ&A集の抽出ができれば、将来の資料としても活用できる。将来研究する人にも
参考になる。 

熊谷：すべてMOJで回答するのか。裁判所等との検討が必要となる可能性あり。 
BH：本来は行政機関であるMOJが解釈に関して回答すべきではなく、本来は最高裁が裁判官
として答えるもの。ただ、新しい法律は複雑であり、最高裁も十分に理解ができていない

ため、法案起草に携わったコミッティと坂野専門家に頼らざるをえない。 

 

５．RSJPの継続教育との調整 
熊谷：PDMの活動の中にRSJPとの調整が必要。MOJの担当部署は如何。 
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CS：コミッティの責任者であるHS次官が担当を決めなくてはいけないため、追って回答。 
 

６．若手の養成 

熊谷：若手の養成の一環として、TWGの中に若手が入る可能性は如何。同席することにより
情報収集が可能。 

CS：TWGへの参加は閣僚評議会から指名あり。CSが参加するときにもう一人同席させるく
らいか。例えば、民事分野であれば民事局の次長クラス。 

熊谷：可能な範囲で検討願う。 

 

７．謝金 

熊谷：フェーズ１から薄謝ではあるがWGメンバーが会合に参加する際に謝金をお支払いし
てきた。どこかの時点であるべき姿に転換が必要。賛同いただけるのであれば、フェーズ

３からは追加的な経費を支払わないこととしたい。 

CS：追って回答。 
 

８．その他 

熊谷：専門家を信頼し、業務を行っていることに感謝。ただし、専門家はMOJの職員の一員
として派遣しているわけではないことをご理解いただきたい。 

CS：我々も理解。MOJとして自主的に取り組んでいる部分もある。 
こちらからの要望は、フェーズ２の残りである民法の教科書、逐条解説の作成。書式は、

残りのものを翻訳し、送付願う。また、民法附属法令に関する情報を提供（関連法令の翻

訳）願う。これをもとにカンボジア側で起草する。 

熊谷：書式については、ICDが選別して下さっており、できる範囲で随時翻訳予定。教材・
逐条解説は残念ながらできているものとできていないものがあるが、引き続きご協力いた

だけるようにお願いしていきたい。 
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CLJRへの表敬訪問議事録（要約） 
 

日 時：2008年１月28日 16時～17時 

場 所：CLJR会議室 
参加者：Sam Sok Phal 法律委員会事務局次長、Phay Sok Kheng 法律委員会 副議長 
当 方：調査団員（稲葉、佐藤）、派遣専門家（眞鍋）、事務所（堀田、Phira） 
 

（要旨・敬称略） 

Sok Phal：日本のプロジェクトについては十分に理解。また、日本プロジェクトに対しては大
変期待。 

 CLJRのコーディネーターとしての役割は重要。ソクアン副首相の強いリーダーシップのも
と、実際にコーディネーション（協調）が進みつつある。ドナー同士の協調のためにTWGを
設置。2008年半ばにはWSの開催を検討中。 
 法令間の内容の一貫性も課題。例えば刑法と他の法令の内容の一致等。 

COJと他の機関が行っている法制度の効率性に関するレビューについて、合同の会議を開催
する予定。 

 人材が極めて脆弱なことが問題。法曹の有効活用も考えたいが、とにかく裁判官が足りな

い現状では、まずは裁判官の数を増やすなど、プライオリティをつけながら取り組んでいく

しかない。 

 RSJPとLTCを一つにするプランについて。政府の意向として、できれば一つにしたいとい
う意向がある。既に建物が一つになる。他の問題が解決できれば一つの機関にしたい。 

佐藤：養成機関をまとめることのメリット・デメリットをよく検討することが必要。 

稲葉：世界的に見ても、法曹三者を一つの機関が要請する日本の制度は特殊。慎重な検討が必

要。 

佐藤：日本が行うMOJ、RSJP、LTCの各プロジェクトは、同じ目的に向かっている。RSJPとLTC
の機関としての統合如何にかかわらず、それぞれのプロジェクトの成果の共有等を進めたい。 

Sok Phal：これまでの協調は必ずしも効果的でなかった。これからは重視していきたい。 
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RSJPとの協議議事録（要約） 
 

日 時：2008年１月29日 ８時～12時、14時～15時 

場 所：RSJP会議室 
面談者：テップ・ダロン学院長（TD）、ヴァン・パン校長（VP）、コエッ・セカノ事務局長（KS）、
サム・ブンソンCLE担当、ペン・ビボル職員 

当 方：調査団員（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、西田、諏訪井）、派遣専門家（柴田、森田）、事 

務所（堀田、井上、Phira）、オブザーバー（建元） 
配布物：ミニッツ案 

 

（要旨・敬称略） 

１．学校側で準備するもの 

KS：カンボジア側が用意するものは如何。 
熊谷：学校教育を行う上で必要なもの（コピー機等）。必要に応じてPCの購入。 
KS：カンボジアの会計年度は１月からであり、半年前には予算計画を作らないといけない（５
月、６月頃）ため2008年の予算はない。attachment P４のrooms, facilitiesの後を削除しても
らいたい。 

熊谷：これは他国でも入れている文言。努力目標としても含めたい。 

 

２．継続教育 

TD：継続教育への協力について。卒業生と非卒業生に対し別の教育を行うと両者の間に不必
要な壁を作る懸念あり。2008年は分ける形で実施し、双方からヒアリングを行った上で検

討。ただし、卒業生は新法に関する知識が高く配慮が必要。 

柴田：卒業生と非卒業生間で支援の度合いが変わるということに対する問題意識か。 

TD：セミナー参加者にとって、日本人の専門家の参加／不参加では与える印象が異なる。カ
ンボジアの教官が教授する場合と比較すると、内容の信頼度に差がある。 

柴田：最高裁・控訴裁への継続教育は誰が担当することを想定しているのか。 

TD：最高裁・控訴裁判事の育成は、刑訴ではフランスの専門家が答える形で実施。民事に関
しては日本から来カの必要はないと思うが同席願う。 

KS：2006年11月29日にソクアン首相の発言で裁判官全員が継続教育を行うことになっている
が、日本の案ではできる人に対しては支援を行い、できない人は取り残しているというス

タンスに見える。 

稲葉：継続教育と新法の理解研修の関係については如何。 

KS：学校側は継続教育のプログラムを作ろうとしたときにソティアビー次官に確認。両者の
内容は間違いなく一部重複。MOJと調整が必要。 

柴田：日本としても現職裁判官に対するCLE、充実した支援をしたいが、カンボジア側同様、
日本側もリソースの問題があり。６回の実施予定を２回に絞るというのは如何。 

TD：回数を変更すると現場が混乱する。講義の時はカンボジア人教官が実施、質疑応答の時
間だけ同席することでどうか。 

柴田：検討する。 
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熊谷：MOJに対してもRSJPと調整してほしいということを伝達済み。調整担当者の検討も依
頼。 

TD：RSJPの継続教育の担当サム・ブンソン氏が担当。 
 

３．PDMの確認 
TD：教官候補生の第２期生を１期生と分けて記載する必要あり。 
KS：教官に対して講義の内容を出してもらう予定。教授内容を後からでも把握できる。また
現在の教官も講義内容を見直す機会になる。 

柴田：実際ノートをPJアシスタントが取っているため、具体的な進め方は要相談。 
熊谷：教官候補生を何期まで育てるのかということは未定であるため、「今後養成する教官

候補生を含む」という形で表現を工夫したい。 

KS：教官候補生は書記官養成校、執行官養成校の教官となってもよいのか。 
熊谷：教官候補生養成の本来の目的はRSJPの教官候補の養成であるため、専門家と十分な協
議が必要。ただ、書記官養成校・執行官養成校における教官の経験も、教官候補生の能力

向上になり得る。 

 

４．JICAのプログラム 
熊谷：JICAは３つのプロジェクトを実施している。共通の大きな目標は共通して「カンボジ
アの人々の権利が正当に保護される」ということであり、相乗効果を上げるため、カンボ

ジア側としてもぜひできる範囲で他機関とも連携・協力願う（教材や資料の共有等） 

TD：特に問題ない。弁護士養成校もこちらに来る予定であり、同じ屋根の下に入るので融通
をきかせることは可能。 

 

５．WG費用 
熊谷：学校の関係者に対してJICAから支払うのは不健全な体制。すぐには変らなくても、い
ずれすべてカンボジア側に負担してもらいたい。 

KS：外部の教官のみに払うというのはバランスが悪い。なお、校長を専任にすることを検討
中。 

KS：外部の教官へも払えないということであれば理解できる。 
TD：今は厳しい状況だが２年後くらいには石油が出るので少しは潤う見込み。予算申請する
際に講師費を含めて申請したい。給与だけでは生活できない。 

KS：仮に、校長に謝金を払わないとすると、外部での講師の仕事を見つけ、学校から離れて
しまう。専任教官を作ろうとしているときに、払わないことにすると構想が壊れる可能性

あり。 

熊谷：中から変革をするということもいずれは必要。現状は理解。引き続き検討願う。 
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RSJPとの協議記録議事録（要約） 
 

日 時：2008年１月30日 11時～12時 

場 所：RSJP 
面談者：テップ・ダロン学院長（TD）、ヴァン・パン校長（VP）、コエッ・セカノ事務局長（KS） 
当 方：調査団員（熊谷、稲葉、諏訪井）、派遣専門家（柴田、森田）、オブザーバー（建元） 

※１月29日の協議で意見が分かれた継続教育の部分に関して急遽協議を行うこととなった。 

 

（要旨・敬称略） 

熊谷：RSJP卒業生と非卒業生とを分けて研修することに対する懸念は理解。以下の代替案を提
案： 

  ①すでにRSJP側で計画のある2008年分： 
‐RSJP卒業生、非卒業生双方のCLEを専門家は支援 
‐専門家の業務キャパシティの関係から、卒業生向け、非卒業生向け両方とも、半日ずつ

の講義を専門家が担当 

‐半日以外の部分については、カンボジア側が責任をもって教官のアレンジ、カリキュラ

ム、講義を実施 

‐専門家の交代時期にかんがみ、５月以降の実施に変更を希望 

‐GTZ担当の１日を除き、民事を４日間行うのは日程的に余裕がありすぎるので、減らす
ことについての可否を検討希望 

 ②2009年以降： 

‐今後専門家とカンボジア側で相談して計画立案 

稲葉：裁判官のCLEのあり方は、対象・内容等を考慮して、その理念を検討する必要あり。「新
法理解研修」とRSJPのCLEとのカリキュラム調整が必要。裁判官のCLEでは、新法理解を広
めるだけでなく、裁判官としてのさまざまな能力、資質を高めていくことを考えた実施が必

要。 

  もともと、RSJP卒業生と非卒業生を分ける提案の理由は、①卒業生と非卒業生では、新し
い民法・民事訴訟法の理解の程度に違いがある、②裁判官に求められる能力や資質は、経験

年数や役職により異なるため、という２点。経験年数、役職等、同じような資質を求められ

る人材をグルーピングして実施していくのが、将来的なあるべき姿と思料。また、卒業生は

まだ若いため、ベテランの裁判官とは別グループで教育する必要がある。 

プロジェクト終了時の2012年には、卒業生含め、約400人の裁判官がいると想定。よって、

CLEの実施体制（毎年全員対象とするのか）も要検討。教官確保が困難ななかで、破綻する
ことが目に見えている。CLEのあり方については、①直近ではMOJとの調整、②今後の裁判
官の増加を踏まえた実施のあり方の理念についての検討が必要。 

TD：３月のコースは、６、７月に移動可能。模擬裁判は６、７月実施か。 
建元：今年と同じ12月を予定。 

TD：期間の短縮について。前回（民事2.5日）参加者から期間が短いとのコメントあり。５日
間は長いが、現時点では新民法・民事訴訟法を理解していない状況なのでやむをえない。し

かし、教官の確保は困難。回数を増やすと旅費等の費用が増加するため、回数を増やすのは
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困難。 

  日本人専門家が半日分担当することは異論なし。Q&Aセッションがよいか。2008年の計画
作成にあたっては、関係者と調整済み。 

稲葉：教官確保が困難だろうとして日程短縮を提案。教官を確保できず、日本人専門家に依頼

した場合、他の業務にも影響が出てしまいかねない。 

柴田：DVD教材の上演を日程に組み込むなども一案。それ以外にも、プロジェクトで作成した
セミナー資料が各種あり、教官間で使いまわすなど、学校側で工夫可能。 

VP：了解。しかしDVDをただ見るだけでは理解できないので、補足説明が必要。 
TD：CLEの効率的な実施を検討。教材を使いながら、教官をできるだけ確保して進めたい。 
  2008年以降の計画では、CLEのグルーピングに関する検討、さらに卒業生向けの期間は短
縮するなどを検討。 

熊谷：10月の終了時評価で、書記官・執行官養成校への支援要請が出ていたが、当方よりその

点については現在の人的リソースでは困難と回答。今回、協議の席で、書記官・執行官養成

校への支援依頼について何も持ち出されなかったが、既に協力困難な旨理解いただいたため

と考えているが、如何。 

TD：間違いない。 
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司法省との協議議事録（要約） 

 

日 時：2008年１月30日 15時～18時半 

場 所：MOJ 
面談者：チャン・ソティアビー次官（CS）、ブン・ホン次官補（BH） 
当 方：調査団員（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、西田、諏訪井）、派遣専門家（坂野、神木、眞

鍋）、事務所（堀田、井上、Phira）、オブザーバー（建元） 
 

（要旨・敬称略） 

１．M/M案、PDM案：異論なし 
 

２．附属法令 

熊谷：今回の協議のみならず10月の協議やその後の協議を反映。 

CS：区分所有権は一番下にしたい。まだ着手していない。 
熊谷：可否ではなく、優先順位である。 

CS：それであればこれでよい。 
 

３．質疑応答への対応 

熊谷：現状は、ばらばらに議事録が取られており、Q&A集にはなっていない。しかしながら、
Q&Aを集めることができればよいという点について認識共有。こちらからは専任の担当を
置くべきではないかというご提案をしたが、それは難しいということはわかった。したが

って、追って検討すると記載。 

CS：了解 
 

４．書式について 

CS：書式についてはコミッティで検討したい。書式は民法・民事訴訟法を実行するためのも
のであり重要。コミッティでの検討の際には専門家も入ってもらいたい。 

熊谷：優先すべきは起草作業と思料。書式は必要であるが、時間を割くことはできない。ま

ずは翻訳を行い、活用方法はカンボジア側にお任せしたい。 

CS：どちらも重要。起草のみに重点を置いた場合、運用できなくなる。 
熊谷：今は起草が重要であるが、書式はサンプルをカンボジア側のみで検討できるのではな

いか。起草には時間がかかるので、日本側は起草に力を注ぎたい。 

BH：我々だけではわからないこともある。 
熊谷：日本側が支援したくないというわけではなく、フランスのWG（書式WG、週２回開催）
のような対応は困難。 

CS：それでは、サンプルのまま裁判所に送り、現場から質問があったときに検討する。 
稲葉：次のプロジェクトでやるべき活動が多く、詳細は年度計画を立てるということを想定。

従来と異なり、すべての検討作業が集まった席でやらなくてはいけないとは限らない。グ

ループ分けなど体制の工夫が必要。 

CS：今回のテーマに関してこれ以上進まない。まずは大臣に報告。 
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５．起草作業の体制 

CS：供託は端的にいうと日本側に起草をお願いしたい。 
熊谷：関連法令はカンボジアの社会と密接にかかわるものであるため、日本側がコメントを

するという場合、カンボジア国内の制度や実状の調査を依頼できるが、起草は困難。 

CS：条文そのものをカンボジアが作るのか。 
熊谷：最終的にはカンボジア側が起草をすることを想定。考えるべきポイントを助言するが、

日本側が手を動かさない。カンボジア側がイニシアティブを取ると、完璧に近いものを作

ることは難しいが、そのレベルから始めるしかない。 

CS：大臣と要相談。日本の供託法令の翻訳を資料として提供願う。日本の法律を真似して骨
格を作り、日本の先生方に意見を聞く。それを積み立てて条文にしていく。 

熊谷：必要な資料は準備する。翻訳は英語でもよいか。 

CS：専門用語を英語で理解するのは難しいが、まずは英語でよい。可能であればクメール語。 
CS：区分所有権については如何。 
熊谷：カンボジアが持っている制度と、日本の制度は異なるため、支援は困難。カンボジア

側が起案された、法案の趣旨、背景、問題点・対応案を長期専門家と相談し、ディスカッ

ションし、論点を整理した上で日本側にコメントを依頼する必要あり。 

CS：優先順位としてあげている６つの関連法令は重要。区分所有権については、作業部会委
員に来カしていただき、専門家・MOJとともに国土管理都市計画建設省との協議を行って
いただきたい。 

熊谷：区分所有権を優先順位から落としたいという趣旨ではない。日本の先生方に問題点を

伝えることはできると思うが、国土管理都市計画建設省との会議の場で日本人専門家が解

決策を提示することは困難と思料。 

CS：大臣に要相談。 
熊谷：M/Mはあくまでもプライオリティを記載。日本ができるかどうかということを書いて
いるものではない。したがって、MOJにとって優先順位が高いのであればそのままでもよ
い。 
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RSJPとの協議記録議事録（要約） 
 

日 時：2008年１月31日 8時～9時 

場 所：RSJP会議室 
面談者：テップ・ダロン学院長（TD）、ヴァン・パン校長（VP）、コエッ・セカノ事務局長（KS）、

ム・ブンソン継続教育担当（SB） 

当 方：調査団員（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、西田、諏訪井）、派遣専門家（柴田、森田）、事

務所（堀田、井上、Phira） 
配布物：M/M案（修正箇所のみ） 
 

（要旨・敬称略） 

１．M/M attachment document（issues of the project）の確認：特に異論なし 
 

２．PDMの確認 
熊谷：CLEの部分につき、昨日の協議をもとに変更。 
TD：MOJとの調整は本来業務として実施。司法官職高等評議会、MOJと調整することになっ
ている。 

熊谷：法制度整備プロジェクトのPOにおいても、年間通じて行うよう修正する。 
 

３．annex 5-1、5-2変更点の確認 
熊谷：マネジメントにかかるミーティングの中に、必要に応じて事務方を参加させるという

ことを記載。 

TD：了解。 
 

４．R/D変更点の確認 
熊谷：R/DはマスタープランがPDMに合わせて変更した。 
TD：了解。 
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MLMUPC表敬議事録（要約） 
 

2008年２月１日15時から16時 

相手方：Lim Voan地籍地理総局長、Lum Haoi土地登録部次長 
当 方：調査団（佐藤）、派遣専門家（神木、眞鍋）、事務所（堀田、Phira） 
 

（要旨・敬称略） 

佐藤：挨拶、訪問趣旨説明、次期フェーズの説明、今後の協働の依頼 

Voan：MOJとの協働について、省庁間会議を設立した。 
【不動産登記の種類】 

１st Registration： 
i）Systematic Registration（所有権） 
ii）Sporadic Registration（利用権） 
iii）Complimentary Registration（係争地や所有者の所在不明といった事情から、Systematic 

Registrationの対象となっていない土地） 
１st Registrationが行われた土地について、Subsequent Registrationが行われる。 

【不動産登記の実績】 

・これまで600,000件のRegistration（99年から開始） 
・土地の区画数に対するRegistrationの割合でいうと、2010年までに34％、2015年までに64％
終了すること目標。あと15年で終了予定。（土地の区画は全国で14,000,000） 

・手数料は、Systematic Rは、面積ごとに決まっている（手数料規程あり。土地の場所（都
市か地方か）や土地の使用目的等により差がある。） 

【不動産登記の方法】 

・地方でデータを収集、CD-ROMにて中央にデータ移行、中央でも管理。 
・地方のサーバー同士、地方と中央のサーバー同士はつながっていない。 

・中央のデータのアップデートには数か月必要。 

・データのセキュリティは、問題あり。土地法ではデータのセキュリティには注意が払われ

ていない。ITの責任者は定めている。データは紙ベースのものと電子データがある。 
【Subsequent Registration】 
・不動産取引は盛んだが、Subsequent Registrationはほとんどない。 
・理由は、税金を払いたくない、徴税システムが機能しない（徴税人が集めない）、税金が

高い（低くすることを考えているとのことだが、現時点で税金額についての規程がないと

のこと）といったこと。 

【不動産登記情報へのアクセスについて】 

・アクセスの制限はなく、市民は情報が存在するところに行って、情報を得られる（ただし、

あまり利用されていないようである）。 

・省令で、情報提供に関する規程あり。 
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（システム見学／佐藤所感） 

【紙ベースの情報を整理・保管する部屋】 

・紙ベースの登記情報、地籍図などが整理・保管。 

・職員は10名弱。 

・保管スペースは十分とはいえず、近い将来スペースの問題が生じるであろう。 

・セキュリティや防災については、あまり顧みられている様子はなく、データの紛失・破損

等の恐れに加え、改ざんも可能であるように見受けられた。 

 

【電子データの情報管理・保管する部屋】 

・上記の部屋の廊下を挟んだ反対側に、電子データを作成・保管している部屋（10坪弱） 

・ドナー供与のコンピューター５台設置。 

・部屋の中央に置かれた大きなテーブルの上に、地籍図（Systematic Registrationで作成され
るもの）や、地方から送付されてきた紙ベースの登記書類が山積み。 

・PCで電子データを保管。一部の情報の入力によって登記情報を呼び出せる。 
・セキュリティや防災についてはあまり顧みられている様子はなく、データの紛失・破損等

の恐れがあり。 

・PCへのアクセス規制はあるようだが、データの改ざんの防止についての施策が十分かにつ
いては疑問があり。 

 

 なお、今回の見学で知己を得たMr. So Vannaは、英語でコミュニケーションが可能であり、
見学においても積極的に情報を開示してくれた。今後、不動産登記に関する事項を検討するに

あたり、システムについての情報の貴重なリソースパーソンとして、関係を継続することが望

まれる。（佐藤） 
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司法省との協議議事録（概要） 

 

日 時：2008年２月１日 15時～16時 

場 所：MOJ 
面談者：ヒー・ソピア次官（HS）、ブン・ホン次官補（BH） 
当 方：調査団員（熊谷、稲葉、琴浦、諏訪井）、派遣専門家（坂野）、 

 

（要旨・敬称略） 

１．M/M案（080201付）に対するコメント 
HS：法令→起草する法案は、カンボジア側が作り、日本側からアドバイスをもらう。優位順
位を付けた項目については支援願う。ただし、区分所有権は削除。国土省との協議の後、

できるようであれば日本人専門家の可能な範囲で支援願う。 

費用→日本側に判断を任せる。記録の中でもそのように記載願う。 

書式→これまでMOJが書式を作り、省令で全国に通知・統一。サンプルをもとに修正し
て使用するが、カンボジア側が理解していない点がある可能性があり、可能な範囲で専門

家に支援願う。 

 

２．書式 

稲葉：コミッティで書式を検討してはいけないという趣旨ではない。次フェーズでは、関連

法令の起草が多く、業務量を考慮するとWGで検討するのは無理があるのではないかと危
惧。少人数で検討し、不明な点をまとめて日本人専門家に質問するほうが効率的・合理的。

省令で定めるものの取捨選択も必要。 

HS：民訴適用後、裁判所で使用・作成されている書式には、不適切なものがあり、細かい指
導が必要。電子データがあればカンボジア側で検討、不明な点を日本側にうかがうことと

したい。 

 

３．プロジェクト実施体制 

熊谷：総責任者は大臣、プロジェクトの責任者は従前のとおり次官。次官が複数いらっしゃ

るのでわかるように明示したい。また、人員が不足しているため、可能であれば大臣、立

法担当次官のみならず、代行人を置くほうが効率的と思料。 

HS：立法担当次官（in charge of legislation）代理はいないが、チャン・ソティアビー次官か。
今はブン・ホン次官補。WGの中に入っている次官、次官補という形で記載。 

 

４．謝金 

熊谷：日本側に任せるとのことだが、基本は不健全なことをどこかのきっかけで変えたい。

理解が得られるのであれば謝金支給を止めることとしたい。 

HS：問題なし。日本側に一任。ドナー側が問題意識を持っていることは承知。問題は、ドナ
ーが手当てを出すが、支援終了後にフォローがない点。日本は継続的な支援をしてくれて

おり、感謝。手当てについては我々が要求するべきものではないと考えている。 
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司法省との協議議事録（概要） 

 

日 時：2008年２月４日 ８時～９時 

場 所：MOJ 
面談者：ヒー・ソピア次官（HS） 
当 方：調査団員（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、西田、諏訪井）、派遣専門家（坂野、神木、眞

鍋）、事務所（堀田、井上、Phira）、オブザーバー（建元） 
配布物：M/M案 
 

（要旨・敬称略） 

１．M/M案（080204配布分）変更点の説明・確認：異論なし 
 

２．新法理解研修の実施予定 

熊谷：新法理解研修は今後どの程度実施する予定か。（人数、対象、回数の目安） 

HS：民法の研修は必要。１箇所１回程度。場所は変更する。 
佐藤：民訴普及と同じブロック分けか。 

HS：裁判官の移動・距離を配慮して場所を選定。あわせて民事訴訟法も講義するか否かは検
討中。 

 

３．長期的な人材育成 

熊谷：カンボジアの基本法が日本法をもとに作成されたこともあり、将来的には日本語で日

本の資料を読める人が育成されることが必要かもしれない（日本にある膨大な資料を読む

ことが可能）。JICAの長期研修では、１年や２年で学位をとることが可能だが、一度に複
数人を受け入れるとカンボジア側で業務が停滞する恐れあり。また、帰国後のポジション

も懸念あり。例えば、帰国後最低５年間はMOJで勤務する、もし辞めるのであれば費用を
返金してもらうというような条件付けは可能か。 

HS：調査能力を持った人の養成は必要。ただし、帰国後は実力・能力が高くなり、民間等に
移るケースが多い。一方、民間同様の手当ても付けられない。提案のとおり条件付けが必

要。またMOJとしては、その人が戻ってきたときのポストを考慮する必要あり。裁判官検
察官養成校は卒業後数年間裁判官もしくは検事になるという規定あり条件付けは可能。 

熊谷：カンボジア内で事前に日本語を学ぶ必要あり（日本センターの活用等）。自主的に勉

強してもらい、その上で人選するということは可能か。 

HS：本人の意向もあり、困難。本人の意思次第。 
熊谷：例えば、日本で日本法を学んだ人がMOJで働いた後に大学の先生になれば無駄にはな
らない。日本で勉強した人がMOJに戻らなかったとしても、転職した後もMOJの要請にし
たがって協力するということを条件にすることも一案。これらの人材が、今日本の支援委

員会委員が果たしているような役割をカンボジア国内で担えるようになると、自立発展に

つながる。国への投資になるように条件の付け方は検討の必要あり。日本側が条件を付け

るのではなく、カンボジア側から条件を付けた上で要望が上がることが望ましく、検討願

う。 
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弁護士会表敬訪問議事録（概要） 

 

日 時：2008年２月４日 16時～18時 

場 所：弁護士会 

面談者：キー・テック会長（KT）、リー・タイセン弁護士会事務局長、ウク・プリク理事、ハ 
 ク・シク・リー理事（HSL）テ・チャンマン理事、アン・エン・トン校長（AET）、イン・ヴ 
 ァンチョン弁護士養成校事務局長 

当 方：調査団員（熊谷、稲葉、佐藤、諏訪井、琴浦）、MOJ専門家（神木）、RSJP専門家（森 
 田（弁護士会プロジェクト業務調整兼務））、事務所（堀田、井上、Phira） 
配布物：プログラムの図 

 

（要旨・敬称略） 

３．弁護士会の活動（KT） 
・弁護士会の活動は２つの柱：弁護士の新規養成、継続教育 

・現在８期生を育成中であり、３月には９期生の入試を行う予定。１期に50名、これまでに計

250名前後育成。 

・継続教育では短期のセミナーを実施（３日×年３回） 

・弁護士会ではすべての州に平均６名の弁護士を配置できるように弁護士養成したい。現在は

平均１人か２人。 

・東南アジア貧困層への支援も実施。2003年にセミナーを開催し、2003年以降政府から200万

リエルの予算を受領。 

・他ドナーとの協力実績では、フランスの国境なき弁護団と貧しい人への支援を実施。フラン

スとEUから資金を受領。 
・ECCCに５名のカンボジア人弁護士が参加。 
・現在、外国人のカンボジアでの弁護活動を認める方向で検討中。 

・LTCの卒業生への仕事を斡旋する業務も実施。卒業生が仕事を得られるよう環境整備必要。 
・小グループに分かれて地方での法律扶助活動を行う予定。法律普及及び職の提供。 

・新しい民事訴訟法では、代理人は弁護士のみとなっており、弁護士の活動範囲が広がる。 

 

４．JICAからの要望（熊谷） 
①JICAのプログラム（３つのプロジェクト、お互いに可能な範囲で連携してもらいたいという
説明） 

②費用 

現在年間７万ドルの程度の費用を支援しているが、以前からJICA事務所から相談していると
おり、JICAの理念に基づき2008年度にはこの額を３割程度の低減願う。ドナーが安易に給料を
肩代わりすると、ドナーの協力がなくなった際に給料が０円となってしまいその組織は成り立

たない。少しずつ低減し、2009年度にさらに低減とさせていただきたい。 

 

５．費用に関する意見交換 

KT：現在の収入は、弁護士からの会費。弁護士会は利益を得る活動はできないため、弁護士
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会の会費を使って弁護士に還元。学生からは500ドルの授業料を受領、これはLTCのみに活
用可能。直近では８期生の卒業試験、９期生の入学試験に活用予定。また、LTCがRAJP
敷地内に移動する際に机等を購入。JICAがLTCへの支援を削減するのであれば、授業料の
みで対応。LTCの負担は大きくなるが、弁護士会が努力するしかない。我々も日本の支援
が継続的に続くとは思っていないため、自立できるよう努力したい。 

熊谷：具体的な調整は事務所と調整願う。趣旨はご理解いただけたと思料。 

KT：弁護士会としては、次フェーズで低減するということを希望。貧困層への支援は重要な
活動。費用を削減するのであれば、会費もしくは授業料を上げるしかない。また、費用が

減るのであれば辞める職員も出てくる。 

AET：民事訴訟法は適用されたが、まだ適切に運用されていない状況であり、教育は重要。
急に費用を削減されると困るため、徐々に削減を希望。 

堀田：徐々に負担額を減らすことや独自に収入を得られるようにすることは以前からお願い

した。その結果を受け、授業料を取るようになったと理解。しかしながら500ドルの徴収

で、今後１期の人数を50名から30名に減らせば、費用が足りなくなるのは必須。2008年度

に向けてこれから協議したい。今と同じ規模での学校運営を続けることは難しいという判

断・検討も必要。自己収入額（登録料、授業料）を想定し、弁護士会の活動の優先順位を

考え、活動の規模を予算枠内で考えていただきたい。 

HSL：弁護士会としては、弁護士の量と質の向上、裁判官と同じもしくはそれ以上のレベル
にする必要があると思料。そのための環境整備も必要（インターネットはとても重要であ

り、フランスから支援を受けた）。 

 

６．今後の計画について 

稲葉：①今後の見通し、計画（人数、規模）、②教育期間、③LTCとRSJPの関係をどう考え
るか。 

KT：①今後の計画：人数は理事会に決定権があり、仕事量（市場）と人数を見て検討。他国
との比較や、人口と比較するとカンボジアにおける弁護士の人数は少ない。ただし、仕事

の量が少なく、市場が小さい。特に収入源が少ない地方には弁護士は少なく、プノンペン

に集中。この状況を踏まえ、養成人数を減らすことを検討し、具体的には９期生は30名の

予定である。隔年募集。②教育期間：２年の予定。理事会では質の向上に重点を置いてい

る。RSJPと同様２年間の教育とし、検事と同じレベルにする。１年目は理論、２年目の前
期は弁護士事務所における実習（模擬裁判含む）、後期は理論及び実習の取りまとめ、卒

業試験。③RSJPとLTCの関係：LTCはRAJPの傘下に入るのではない。偶然にも建物が一緒
になるのみ。本当であれば別の場所がよかった。弁護士会は独立性を守る必要あり。RAJP
はLTCとRSJPを統合させたいということなのか。噂を聞いたことがあるが、RAJPがこのよ
うな噂を流しているのではないか。あくまでもマネジメントは独立。 
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大使館報告議事録（要約） 

 

日 時：2008年２月５日 15時～16時半 

場 所：在カンボジア日本大使館 

面談者：丸山公使、望月書記官 

当 方：調査団（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、西田、諏訪井）、事務所（堀田、井上） 

配布物：調査団報告、日本語版M/M 
 

（要旨・敬称略） 

１．法制度整備プロジェクト 

熊谷：フェーズ１では民法・民事訴訟法の草案を作成し、フェーズ２ではそれらの立法化を

支援。フェーズ３では附属法令の起草を通して、カンボジア側でできるようになるような

キャパシティビルディングを図っていく予定であり、プロジェクトの中でも大きな転換期。

また、若手職員も取り込む予定。若手職員は特に経験が少なく起草作業に携わったことが

ないが、４年間をかけて少しずつ若手ができることを担う。日本側の投入は長期専門家３

名及び支援委員（部会）の設置、部会の先生方から草案起草に係るポイントを教えていた

だく予定。なお、法案起草にあたっては、カンボジア側の参考になるように、日本の法令

を英語もしくはクメール語訳して渡す必要あり。 

自立発展性に主眼を置いた組み立て。４年間で完全に「自立」できることはもとより困

難なことで、少しずつ現状から方法を変えることにより、次のクールもしくはその次のク

ールくらいに形になるというのがめざす姿だと思料。 

丸山：本プロジェクトは経済協力の範疇を超えて日本に何ができるかというもの。法整備支

援は今後ますます重要。特に本プロジェクトでは社会の基本となる民法・民事訴訟法を起

草、その上でキャパシティビルディングに移っていく予定であり、とても壮大なプロジェ

クトだと認識。このプロセスを通して日本のスタンダードが伝わると思料、本当の意味で

の国づくりに協力しているプロジェクト。カンボジア側に軸足を移し、日本に参考意見を

求めるように体制を作るというのが日本の考えであり、とても戦略的、国益に直結。 

他の省庁はプロジェクトの範疇外か。例えば英米法は他省庁が所管していることが多く、

コンフリクトが起こると仄聞。 

熊谷：民法・民事訴訟法はMOJが所管であるため、まずはMOJにおいて民法・民事訴訟法の
関連法案を起草する。しかしながら、コンフリクトを起こしそうな関連省庁と協議をする

仕組みを作ることは必要。起草されている法律間の関係については各省同士ではなく、

TWGの場でドナーが把握しているというのが現状。したがって、サブコミッティのメンバ
ーもTWGに同行させ、なるべく情報収集できるよう提言。 

丸山：省庁間の調整だけでなく、実際はその後ろ盾となっているドナーとMOJの協議であり、
MOJのバックアップは必要。これは隠れたドナー間の戦い。日本はその調整をMOJが行う
という方針であり大変。そういう意味でも、若手に早い段階から学んでもらうことは必要。 

稲葉：日本は日本の価値観・スタンダードを押し付けるために民法・民事訴訟法を作ったの

ではない。結果として日本の法律に親和性のあるものになったが、その過程でカンボジア

に合うものに調整してもらったということがとても重要。 
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佐藤：運用するということが重要。運用されなければ形式的なルールになる。そのためにこ

れまで協働作業を行ってきた。 

丸山：国益に関する発言に対し、現場の感覚について了解。日本国内に対するメッセージと

してはわかりやすく発信する必要あり。結果として日本が裨益するということは間違いな

く、よいモデルだと認識。日本企業にとって予測可能性が上がるということはとても喜ば

しく、裁判官・検察官も日本の協力で養成されているため安心感も高まる。 

稲葉：経済法はスタンダードに馴染みやすいという違いがある。民法・民事訴訟法は国際的

なスタンダードに馴染み難く、その国の風習にあったものを作る必要あり。日本の企業は

欧米にも進出しており、民法・民事訴訟法が日本の法律に親和性があるかという法体系の

問題ではなく、予測可能性があるかどうかということが重要。つまり、法の支配が確立し

ていることがとても重要。このプロジェクトは、ひいてはアジアにおける日本の評価につ

ながるが、目先の国益論には反感を覚える。なお、附属法令起草に関しては、日本の制度

をそのまま参考にすることができず、制度設計を含めて検討していく必要あり。 

丸山：ご指摘のとおり、カンボジアは制度設計に頭を悩ませている。民法起草支援はその後

の制度設計にもかかわるものであり、壮大なプロジェクト。今日の会議では「予測可能性」

「制度設計」という新たなキーワードを得た。日本の協力はインフラのみであり、制度は

欧米が作っているというマスコミの見方もあるが、本プロジェクトでは制度設計を含めて

検討する、とてもインパクトの大きなプロジェクトと理解。 

熊谷：フェーズ３でカンボジア側に起草のイニシアティブを移そうとする理由の一つは、附

属法令ではより制度設計がかかわるという点。日本側が机上のみで議論を行うのではなく、

社会の動き方を踏まえてまずカンボジアで制度を設計する。 

 

２．裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト 

熊谷：現フェーズでは手探りの状態からカリキュラム策定・改訂、教材作成・改訂を行って

きたが人材不足が大きな課題であり、日本人専門家に依存する部分が大きい。次フェーズ

では、特別セミナー以外の基本的な講義はすべてカンボジア教官ができるようになること

をめざす。その過程で知識・ノウハウを組織として蓄積する。知識・ノウハウを共有する

カバレッジを広くする、ドキュメントを残すなど、組織として自立できるようにする必要

あり。そのため、定例ミーティングを開催や、必要に応じて会議に若手職員等を入れるよ

う提案。 

特筆すべき点は、インパクトの大きさ。裁判官・検察官が養成されることで民法・民事

訴訟法が運用されるようになるだけでなく、卒業生が法制度整備プロジェクトのサブコミ

ッティを助けるリソースや大学の先生にもなりうる。また全国に赴任することで広く民

法・民事訴訟法を広める役割も担う。広い意味での人材養成のプロジェクト。 

稲葉：次フェーズに関しては10月の終了時評価のときから先方と協議。先方からは裁判官・

検察官の新規教育のほか、継続教育、書記官養成校、執行官養成校への支援についても要

望あり。しかしながら、長期専門家の数を増やすこともできないため、裁判官・検察官の

新規教育に重点を置き、可能な範囲で継続教育に携わるということとした。継続教育につ

いては、当初日本側は卒業生に絞って協力することを想定していたが、RSJPは、日本が卒
業生のみに特化することで卒業生とそれ以外の裁判官の間に不必要な壁を生じる恐れが
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あることを危惧。しかしながら、継続教育の目的・理念が十分に検討されておらず、また

MOJが行っている普及セミナーと内容が重複しているため、既にスケジュールが決まって
いる2008年については半日ずつのみ協力することとし、2009年以降については継続教育の

理念を含めて再度検討ということになった。継続教育については、より実務的な内容にな

ることから、日本の裁判官を派遣することが理想であり、調査団出国前に最高裁判所に打

診を行った。 

丸山：日本が卒業生のみに特化する、とその人が配属されている上司が困るのか。 

稲葉：上司だけでなく、卒業生以外の裁判官と卒業生との間で亀裂が生じる恐れのあること

を危惧。 

丸山：「特別なチーム」を形成してしまうことにより、社会的な問題になりやすい。カンボ

ジアの年功序列の厳しさは日本以上。短期専門家の派遣での対応は如何。 

稲葉：裁判官であれば誰でもよいわけではなく、カンボジアの民法・民事訴訟法を理解して

いる必要があり、派遣に適切な方は限定。 

丸山：セミナー形式を取るなど、他の方法を考える必要があり。 

 

３．共通事項 

熊谷： 

①名称 

両案件ともに現行のフェーズから途切れずに協力を継続することを想定し、2006年に要請

があがった。当時は案件内容を詰めることはできず、内容・名称ともに暫定。今般カンボ

ジア側の意向を確認したところ、継続的な内容であるため、混乱が生じないよう現フェー

ズの名称を引き継ぎたいとのこと。採択済みであるが、名称変更につきご協力願う。 

②MOJとRSJP間の調整 
MOJで行っている民法・民事訴訟法の普及セミナーとRSJPで行っている継続教育の内容が
重複（新法に関する講義）。両者で調整してもらいたい旨を伝達、調整担当者を確認。 

③プログラム 

両案件に加え、弁護士会司法支援プロジェクトを入れた３プロジェクトを実施。それぞれ

のプロジェクトがめざす目標は異なるが、その先の大きな目標として、法の支配をめざし

ているということを各関係機関に説明。カンボジア側も可能な範囲での連携・協力を依頼。 

④中長期的な視点 

日本が民法・民事訴訟法の起草に携わったというのはとても大きな話であり、これらの法

律が動くためにも引き続き協力は必要。1999年からプロジェクトが開始されているので、

長期に続く協力の場合、携行として、「いつまで協力するのか」と疑問が出ることが多いが、

次フェーズにおいても完全な「自立」は困難。長期的支援をするにはその必要性につき日

本側関係者で共通の認識を持っている必要あり。また、あくまでも一案であるが、日本語

で日本の資料を読める人も必要、時間をかけた養成の検討が必要。日本の法整備支援の優

位性は、関係者の多さ、きめ細かさだが、裁判官・検察官など市場からリソースを連れて

くることができないという点は課題。国として、法整備支援にかかわるシステムを検討す

る必要があり、外務省からもぜひお力添えをいただきたい。 

丸山：いかに日本のためになっている協力なのかということをアピールし、コンセンサスを
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得られるようにする必要あり。大使館としては可能な範囲でに伝達。民法・民事訴訟法の

支援を始めた以上、中途半端に投げ出すと日本の信頼性にかかわる。大使も同感であり、

もっとアピールが必要。選択と集中であり、選択した以上集中する必要あり。 
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事務所報告議事録（要約） 

 

日 時：2008年２月５日 16時40分～18時 

場 所：事務所アンコール・ワット 

面談者：カンボジア事務所 米田所長、鵜飼次長、堀田職員、井上職員 

 法制度整備プロジェクト（フェーズ２）坂野専門家、神木専門家、眞鍋専門家 

 裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）柴田専門家、森田専門家 

当 方：調査団（熊谷、稲葉、佐藤、琴浦、西田、諏訪井） 

配布資料：調査団報告、日本語版、M/M 
 

（要旨・敬称略） 

１．法制度整備プロジェクト 

熊谷：ポイントは①起草の軸足をカンボジア側に移す、②若手職員を取り入れるという２点。

４年間での成果は附属法令や書式等ができること以上に、これらの過程を踏まえてカンボ

ジア側が主体となって条文を作るという体制ができてくる、若手職員がかかわる体制がで

きてくる「端緒が見える」という点。なお、若手職員はMOJ民事局、立法局の職員であり、
MOJに知識・ノウハウの蓄積が可能。加えて、次官が不在時の代行人を確認。また、関連
法令起草にあたり、参考として日本の法律の関連法令のクメール語翻訳を検討予定。 

コミッティの謝金支払いをやめる点、カンボジア側の了承を得たため、一応見合わせた

い。ただし、外部者である裁判官等が参加しなくなった場合、別途判断する必要あり。 

書式については、日本の考えでは起草には力を割かれるため、書式は日本のサンプルを

渡し、カンボジア側のみで検討してもらうことを想定。しかし、カンボジア側からは最終

的な確認を日本側に担当してもらいたいと強く要望あり。結果的には要望に答えられる努

力をする必要があるが、日本側の人材も限られており、帰国後に関係者と相談。 

米田：短期専門家派遣での対応は如何。 

熊谷：検討に必要な時間による。 

稲葉：カンボジア側の事前検討の状況次第。ペースによっては４年で終わらない。ICDの宮
崎教官が一人のリソースであるが、カンボジアのみを担当しているわけでもない。 

米田：カンボジア側は全国に配布した後、問題があったら収拾できないということか。 

熊谷：事前に決めておきたいということのようである。 

柴田：宮崎教官は10年程度の経験。部会にかける必要があるのではないか。 

熊谷：次善の策を国内でご相談したい。 

稲葉：次期フェーズでは長期専門家の方の業務量が増える可能性があり。コミッティも条文

を書く経験はない。そういう中でカンボジア側に機軸を移すということを日本側から要望

したため、長期専門家の人数が増えるものだと思っていた。神木専門家が弁護士会に移る

件については、MOJが不信に思わないよう、JICA事務所から丁寧に説明する必要あり。 
米田：人員体制の変更は、プロジェクトを推進するためのマネジメント体制に重きをおくと

いうことと理解。 

熊谷：坂野専門家がこれまで担ってきた業務にもっと力が割けるように（カンボジアの事情、

カンボジアの法律に関する理解）、その上に眞鍋専門家の法律に関する力を乗せられるよ
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うに、という趣旨での変更。MOJに対しては事務所から説明願う。 
 

２．裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト 

熊谷：４年後には、特別セミナーを除く講義をカンボジア側だけで授業ができるようになる

ことを目標。また、組織としての知識を残すためのシステムを作ることを想定。引き続き

教官候補生の養成を行い、教官となれる人の数を増やす。今のRSJPは知識が組織に蓄積で
きていない。そこで、同じようなノウハウをなるべく多くの人に共有し、後に伝えられる

ような仕組みを作っておくことが必要。そのため、定期的なミーティングの開催、組織的

なドキュメントの管理が重要。CLEに関しては、卒業生のみに特化するということを想定
していたが、卒業生と非卒業生を分けることにより不必要な壁を作ってしまうという指摘

あり。2008年は決定済みのスケジュールに沿って実施、2009年以降は目的・実施体制・実

施回数を検討する。謝金については、支給している内部者は校長のみ。今謝金の支給を止

めると学校が成り立たないという意見もあり、問題意識の共有のみ。 

 

３．団長所感 

熊谷：起草の軸が移るという転換期、またカンボジア側で授業ができるようになる、組織で

蓄積できるという転換期。ただし、４年間ですべてできるかというと困難であり、その端

緒が見え始めるというのがめざす姿であるということを認識・共有したい。MOJは法律、
制度を作っていく時期であり、そのときにカンボジア側にイニシアティブを移すというの

は非効率的だが、このフェーズで転換する必要あり。 

費用については、プロジェクト終了後に使える在外事業強化費やFU経費を確保しておき、
セミナー開催時に経費を出すなどの対応を検討願う。 

今回２プロジェクトの事前評価調査を同時に行ったことで、片方で協議したことを他方

にフィードバックできた。MOJは大臣に聞かないと進められず、次官の体調が悪くなるな
ど、若干協議は困難。また、大臣から書式の検討のために日本の裁判官を派遣しないなら

「署名しない」という発言があり。これは契約ではなく、双方が協力して実施するもので

あり、失礼な発言。 

米田：建設的にとれば積極的に熱意をもって取り組んでいるということか。 

熊谷：もう少し相談の仕方があるだろう。脅迫的であった。 

稲葉：①RSJPとLTCが統合の可能性について。CLJRでは統合に積極的な考え方を持っている
が、BAKCは反対の意見。②必要な人材の確保を関係機関で検討していく必要があるとい
う点は団長所感にも記載あり。裁判官の長期専門家の派遣可否により、CLEの日本の支援
内容も変わるが、ICD・JICAだけで結論は出せない。 

佐藤：①日本語ができる人の養成について。HSに打診をしたところ、MOJとして日本語を学
ばせるというのは難しいとの回答。日本としても方法を検討する必要あり。奇しくも名古

屋大学が日本法センターをカンボジアに設立予定、協働ができるのであれば要検討。②弁

護士養成校について。第９期生は２年カリキュラムであり、現プロジェクトの途中で切れ

る。 

熊谷：弁護士会への支援の継続を検討する必要あり。BAKCが努力を見せるのであれば、セ
ミナー部分のみ在外事業強化費やF/U費用を付けるなどの工夫は可能か。 
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米田：LTCはまずはこの２年でフェードアウトしていくという方針。契約時にも伝達済み。
統合についてはカンボジアの流れに任せ、内政には干渉しない。 

稲葉：森田専門家が兼務をしているという点が懸念。弁護士会プロジェクトが具体的に動き

出したときに森田専門家は兼務可能なのか。 

堀田：プログラム全体に割く人数で検討する必要があり。４半期ごとの経費についてのみ担

当いただくことで合意。日弁連との調整は、神木専門家が担う。LTCへの支援は、第１回
目の短期派遣のセミナー派遣がプロジェクト開始後８か月経過していた。どう評価するか。

また２年間の教育になるなかでの協力方針、追って相談したい。 

米田：時間をかけて行っていくプログラム。 

熊谷：日本には民法・民事訴訟法への支援を始めたという責任あり。しかし、無理をして協

力して下さっている特定個人の先生方に業務負担がかかる。協力する必要はあるが、その

方策はJICAだけでは検討できるものではない。 
米田：法整備支援は追い風、人材に関しても拡充する方針と仄聞。我々がそういう会議で訴

えていく必要あり。 

熊谷：訴えているが、伝わらない。 

佐藤：ただし、かなり自民党の政策提言も改善されてきた。法務省やJICAのインプットの成
果か。 

米田：法整備支援はとても重要な分野。支援を始めたことはよかったと思料。選択と集中の

問題。 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年 ２月 26 日 

担当部・課：社会開発部ガバナンス T 
１．案件名 
法制度整備プロジェクト（フェーズ３） 
Legal and Judicial Development Project（Phase３） 

２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

カンボジアに対しては 1999 年より民法・民事訴訟法の起草支援（フェーズ１）、立法化支援
（フェーズ２）に取り組んできた。その結果、2007 年７月に民事訴訟法が適用され、同年 12
月に民法が公布されるに至った。 
フェーズ３では、司法省の立法局・民事局を中心に、民法・民事訴訟法運用に必要な事項を
検討する組織体制を強化し、両法の運用に必要な制度の検討、関連法令の起草・立法化、そし
て司法関係者に対する関連知識の普及活動を通じて、司法省が、民法・民事訴訟法の適切な運
用に必要な施策を自立的に取れるようになることをめざす。なお、４年間のプロジェクトを通
じ、組織体制や情報・ノウハウの蓄積、普及のガイドラインの整備などの自立に向けた端緒を
開くことを想定している。 
 

（２）協力期間 
2008 年４月９日から 2012 年３月 31 日までの約４年間 

 
（３）協力総額（日本側） 

約 3.9 億円 
 
（４）協力相手先機関 

司法省（Ministry of Justice） 
 
（５）国内協力機関 

最高裁判所、法務省、日本弁護士連合会、等 
学識経験者を中心とした民法作業部会、民事訴訟法作業部会をおき、現地専門家を支援する
体制を敷く。 

 
（６）裨益対象者及び規模、等 

直接裨益者：民事局及び立法局を中心とした司法省職員、及び現職裁判官・検察官等の約
225 名 
間接裨益者：カンボジア国民全体 

３．協力の必要性・位置づけ 
（１）現状及び問題点 

カンボジアでは日本により 1999 年より民法・民事訴訟法の起草支援・立法化支援が行われ
てきた。その結果、2006 年７月に民事訴訟法が公布、翌年７月に適用が開始され、そして同
年 12 月には民法が公布された。フェーズ２まではカンボジアの中でコアとなるメンバー（民
法・民事訴訟法担当のコミッティ、以下、「コミッティ」と記す）がタスクフォース的に召集
され、フェーズ１、２を通してコアメンバーが育成された。メンバー14 名のうち数名は司法 
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省次官、最高裁判所判事に昇格しており、カンボジア国内の要職に付いている。彼らの起草能
力・法案説明能力はフェーズ１、２を通じて格段に向上した。また、民法・民事訴訟法はカン
ボジアにとって新しい概念が多いため、クメール語での法律用語を確定した。また法曹関係者
が両法の理解を深められるよう、逐条解説や教科書が作成された。 
しかしながら、将来的には司法省が民法・民事訴訟法の運用に必要な施策を取れるようにな
ることが必要であり、そのためには司法省の組織能力の強化が次の課題となる。上述のとおり
フェーズ２まではタスクフォース的に優秀な人材を招集していたが、司法省内の民事局・立法
局の組織体制の強化が必要である。また、民法・民事訴訟法の運用には制度の検討や附属法令
の起草が必要であるが、これまでは日本側が担ってきたイニシアティブをカンボジア側に移す
ことも必要である。さらに、成立した民法・民事訴訟法を、司法省により法曹関係者に普及し
ていくための体制や教材を整備する必要がある。 
 
（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

カンボジア政府が 2004 年６月に発表した「四辺形戦略」ではグッド・ガバナンスが戦略の
中心に据えられ、法・司法改革はグッド・ガバナンス確立のための最優先課題の一つに位置づ
けられている。また、カンボジアの「法制度司法制度改革短期・中期行動計画」（2005 年４月）、
「国家戦略開発計画（NSDP）」（2006 年６月）などにおいても、民法・民事訴訟法を含む基本
法の整備は優先的政策課題とされている。 

 
（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位置

づけ） 
我が国の新 ODA大綱では、開発途上国の自助努力支援の一環として、よい統治に基づく開発
途上国の自助努力を支援するため、これらの国が発展するための基礎となる人づくり、法制度
構築や経済社会基盤の整備に協力することは、我が国 ODAの最も重要な考え方だとしている。 
外務省の「カンボジア国別援助計画」（2002 年）ではカンボジア政府が取り組むグッド・ガ
バナンスの強化を支援する方針が定められている。また、本プロジェクトは、JICA 国別事業
実施計画において重点課題「グッド・ガバナンスの推進」のもと、「司法改革支援計画」プロ
グラムに位置づけられている。 

４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１）協力の目標（アウトカム） 
①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
【プロジェクト目標】 
司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策を取れるようになる。 
【指標】 
・起草された法令における日本側の関与の変化 
・運用指針と関連資料作成、新法理解研修の実施における日本側の関与の変化 
・起草された法令におけるサブコミッティの関与の変化 
・運用指針と関連資料作成、新法理解研修の実施におけるサブコミッティの関与の変化 

 
②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
【上位目標】 
民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する。 
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【指標】 
・民法適用以降の民事裁判の質 
・民法にのっとった裁判外での紛争解決の質 
・社会規範としての民法の適用度合い 
・民法にのっとった法人登記、供託の利用状況 

 
（２）成果（アウトプット）と活動 
【成果０】 
 ベースラインデータを設定し、共有する。 
活動： 
0-1 上位目標、プロジェクト目標、成果それぞれの指標につき現状を調査する。 
0-2 ベースラインにつき日本側・カンボジア側双方で共有する。 

 
【成果１】 
司法省内に民法・民事訴訟法運用に必要な事項を検討する組織が確立する。 
指標： 
1-1 司法省内の組織体制及び外部の有用人材の活用状況度合い 
1-2 司法省の組織体制の運営ルールの確立 
1-3 開催された検討会合の開催数と検討に必要なメンバーの参加度合い 
1-4 検討結果の記録を残す体制の有無 
1-5 検討会合における司法省のイニシアティブの度合い（準備状況、検討内容、発言内容、
及びアジェンダ設定） 

活動： 
1-1 司法省において民法・民事訴訟法の運用に必要な事項を検討する組織のあり方を検討
する。 

1-2 1-1 の検討結果をもとに、実働可能な体制を作る。 
1-3 必要に応じて 1-2 で作られた体制のメンバー入れ替えを検討する。 
1-4 1-2 以降の活動を通して、起草に関して必要な手順、懸案事項を組織として把握・蓄
積する。 

【成果２】 
 司法省において民法、民事訴訟法を運用するために必要な制度が検討され、関連法令が起
草され、立法化に向けて必要な作業が行われる。 
指標： 
2-1 民法・民事訴訟法を運用するために必要な事項を適切に定めた関連法案の起草実績と
その内容 

活動： 
2-1 司法省にて起草が必要な関連法令の優先順位をつける。 
2-2 司法省にて年間計画を策定する。 
2-3 司法省にて適切な制度を検討する。 
2-4 司法省にて関連法令を起草する。 
2-5 司法省にて立法化に必要な手続きを行う。 
2-6 必要に応じて司法省にて他省庁との法案の調整を行う。 
2-7 それぞれの過程において記録を残すことにより、組織として知識を蓄積する。 
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2-8 日本側からは、上記各段階で、アドバイスを行う。 
 
【成果３】 
司法省が司法関係者に民法・民事訴訟法を運用するための知識を広める。 
指標： 
3-1 関連資料の種類、数、配布先と活用状況 
3-2 新法理解研修の実施回数と参加者の新法の概要に関する理解度 
3-3 民法・民事訴訟法を運用するために必要な事項を適切に定めた運用指針の数と内容 
活動： 
3-1 司法省にて教科書や逐条解説等、実務に必要な資料を司法関係者及び必要に応じて、
その他関係者に配布する。 

3-2 司法省にて司法関係者に対する民法・民事訴訟法の新法理解研修を、王立裁判官・検
察官養成校（RSJP）と調整しつつ実施する。 

3-3 司法省にて民事訴訟法・民法の運用にあたり、必要な運用指針等を検討する。 
3-4 司法省にて 3-3 で検討した指針を作成する。 
3-5 司法省において民法・民事訴訟法の運用に関して寄せられた質問記録を作成する。 
3-6 司法省が 3-5 の質問への対処の方法について検討する。 
3-7 司法省にて 3-3から 3-6までの検討過程を記録に残し、組織的な知識として蓄積する。 
3-8 日本側からは、上記各段階でアドバイスを行う。 

 
（３）投入（インプット） 
①日本側（総額 約 3.9 億円） 
長期専門家派遣：法制度整備支援、附属法令起草支援／援助協調、業務調整 
短期専門家派遣：附属法令起草支援（２名×0.5 月×３回／年×４年間） 
研修員受入れ：年間８人程度×0.5 か月×４年間 
供与機材：必要に応じて検討 
在外事業強化費：現地セミナー開催費用等 
国内支援体制：民法作業部会、民事訴訟法作業部会 

②カンボジア側（総額不詳） 
  カウンターパート配置：プロジェクトディレクター、プロジェクトマネージャー（及び不

在の場合は代行者）、「民法・民事訴訟法担当のコミッティメンバー」、「民法・
民事訴訟法担当のサブコミッティメンバー」 

カウンターパート人件費 
施設の提供：司法省内の長期専門家用オフィス、セミナー・ワークショップ開催のための
会議室･教室、その他関連施設･機材 
ローカルコスト：カンボジア職員の給与、供与機材に関する税関手続費用、国内移動費、
保管費用、設置費用、施設・資機材維持管理費用 
 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 
  ①関連法令の立法過程が中断されない。 
  ②司法省所掌以外の民事分野の法令が適切に整備される。 
  ③共同所管の法令の起草に際して、他省庁の協力が得られる。 
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５．評価５項目による評価結果 
（１）妥当性 

本プロジェクトは、カンボジアの開発政策である「四辺形戦略」（2004 年７月）や、ターゲ
ットグループである司法省の開発ニーズに合致している。また、外務省の対カンボジア国別援
助計画、JICAの対カンボジア国別援助実施計画にも合致しており、日本の ODA政策、計画、
戦略とも一貫性を有している。 
また、本プロジェクトは司法省が民法・民事訴訟法の運用に必要な施策を自立的に取れるよ
うに組織能力を向上させることをめざしており、ターゲットグループである司法省のニーズを
満たすものと考えられる。また、日本がこれまでに行ってきた民法･民事訴訟法の起草・立法
化支援の成果は、司法省のキャパシティを構築する土台となっている。 
なお、カンボジア司法省がこれらの運用に必要な施策を自立的に取れるようになるようにな
るまで引き続き日本が協力することは、従来の協力の成果を高める上でも必要といえる。 

 
（２）有効性 

本プロジェクトを通じ、「司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施
策を取れるようになる」というプロジェクト目標を達成することが期待される。司法省は立法
局・民事局の若手職員からなる「サブコミッティ」を設立するなど自らイニシアティブを発揮
し、体制を作ろうとしている。また、支援のアプローチとしても、日本側の関与を徐々に減ら
し、起草や普及のためのイニシアティブや責任を司法省に徐々に移すことで、司法省側のオー
ナーシップを高めていくことを日・カ双方で合意している。 
他方、早急に整備の必要な附属法令の起草にあたり、質の高い法案の迅速な完成に重きを置
いた場合、司法省の自立的なキャパシティ構築を十分に行えない可能性があることについては
留意が必要である。 
 

（３）効率性 
本プロジェクトの効率性は、以下の措置を講ずることで向上させることが期待できる。具体
的には、司法省の有望な若手職員を最大限に活用することや、フェーズ２から引き続き日本国
内に支援体制を置くこと、またその支援体制とカンボジア側の橋渡しの役を長期専門家が担う
ことである。さらに、本プロジェクトは、裁判官･検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フ
ェーズ２）や弁護士会司法支援プロジェクトと緊密に協力することで、３つのプロジェクトそ
れぞれの投入や成果が共有され、またお互いのプロジェクトに活用できると考えられる。 
なお、司法省若手職員は法令の起草に際して経験不足であるため、フェーズ２からの「コミ
ッティメンバー」がオブザーバーとして指導するなどの配慮が必要である。また、法令の起草
に際して関連省庁からの協力を得ていくためには、他省庁の動きについて常に情報収集を行う
などの対策が必要である。 

 
（４）インパクト 

本プロジェクトは、民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能するという上位目標の達成
までには長い道のりがある。しかしながら、裁判官･検察官養成校民事教育改善プロジェクト
（フェーズ２）とともに実施されることで、司法省職員、裁判官や検察官などの司法関係者の
民事法に対する理解や今後起草・改正していくために必要な能力の向上を通じ、上位目標達成
への貢献が期待される。 
また、フェーズ２までの我が国の支援の特徴であった「共同作業型アプローチ」は、他ドナ
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ーにも広まりつつあり、カンボジアに対する法整備支援における正のインパクトが、さらに拡
大する可能性がある。さらに、本プロジェクトに参加する若手職員の所属部署の一つである立
法局は単に民事分野だけでなく幅広い分野の法令にも関与することから、将来的には民事分野
以外の法令起草の質の向上につながることが期待される。 
なお、民法・民事訴訟法に関する個別の諸法令については、他省庁による起草が予定されて
おり、これらとの調整・協議が重要である点については引き続き留意する必要がある。 

 
（５）自立発展性 

カンボジア側だけで自立的に民事法を運用・普及していくまでにはまだ課題があるが、４年
後のプロジェクト終了時には、自立発展のための司法省の組織体制の強化が期待できる。政策
面での自立発展性については、一連の開発政策や戦略において見られるように、カンボジア政
府の強いコミットメントがある。他方で、司法省はその活動を実施する上で各ドナーからの財
政的な支援に依存しており、今後の予算措置体制も含めて財務面での自立発展性を改善する必
要がある。また、司法省の人材及び組織面でのキャパシティの向上は継続して重要課題である。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
民法では人々の平等原則を骨格としており、民法の適用により、男女平等の法制化等、カンボジ
アにおけるジェンダー・社会配慮を法制度面から支える基盤となることが期待される。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
・フェーズ２では４年間の協力期間を通じ運営指導調査・中間評価等が行われなかった経緯が
ある。全体方針や課題や問題意識の共有、これらに基づく適切なアクションの仕切りの上でも、
必要に応じた運営指導調査の実施を検討すべきである。 

・「弁護士会司法支援プロジェクト」「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ
２）」とも密接に連絡し、教材や情報の共有を行うことが引き続き重要である。 

・ベトナム法整備支援プロジェクトでも民法起草支援・民事訴訟法起草支援を行っており、資料を
参考にすることができる。（民法に関連する不動産登記に関する法令、供託に関する法令、戸籍
に関する法令等に関しては、過去に現地セミナー等を実施） 

８．今後の評価計画 
中間評価調査：2010 年２月頃を目処に中間評価を行い、プロジェクトの進捗確認を行う。 
終了評価調査：2011 年 10 月を目処にプロジェクト終了評価を行う。 
 



 
プロジェクト名：法制度整備プロジェクト（フェーズ3） ターゲットグループ：司法省（MOJ）  Version 0 
期間：2008年4月9日～2012年3月31日 対象地域：プノンペン  作成日：2008年2月5日 

プロジェクトの概要 指標 指標入手手段 外部条件 
1. 民法適用後の民事裁判の質 ・ 司法関係者へのヒアリング
2. 民法に則った裁判外での紛争解決の質 ・ 弁護士への質問票、聞き取り

調査 
3. 社会規範としての民法の適用度合い ・ 弁護士への質問票、聞き取り

調査 

＜上位目標＞ 
民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する。 

4. 民法に則った法人登記、供託の利用状況 ・ 法人登記、供託の利用実績

  

1. 起草された法令における日本側の関与の変化 ・ 起草された法令 
・ 専門家、司法省への質問票、
聞き取り調査 

2. 運用指針と関連資料作成、新法理解研修の実施における日本
側の関与の変化 

・ 専門家、司法省への質問票、
聞き取り調査 

3. 起草された法令におけるサブ･コミッティの関与の変化 ・ 起草された法令 
・ 専門家、司法省への質問票、
聞き取り調査 

＜プロジェクト目標＞ 
司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な
施策を取れるようになる。 

4. 運用指針と関連資料作成、新法理解研修の実施におけるサ
ブ･コミッティの関与の変化 

・ 専門家、司法省への質問票、
聞き取り調査 

・関連法令の立法過程が中
断されない。 
・司法省所掌以外の民事分
野の法令が適切に整備され
る。 

1-1 司法省内の組織体制及び外部の有用人材の活用状況度合い ・ 専門家、司法省関係者に対す
るヒアリング 

1-2 司法省の組織体制の運営ルールの確立 ・ 専門家、司法省関係者に対す
るヒアリング 

1-3 開催された検討会合の開催数と検討に必要なメンバーの参
加度合い 

・ 検討会合記録 
・ 専門家、司法省関係者に対す
るヒアリング 

1-4 検討結果の記録を残す体制の有無 ・ 検討会合記録 
・ 専門家、司法省関係者に対す
るヒアリング 

＜成果＞ 
1. 司法省内に民法・民事訴訟法運用に必要な事項を検討する組
織が確立する。 
  

1-5 検討会合における司法省のイニシアティブの度合い（準備
状況、検討内容、発言内容、及びアジェンダ設定） 

・ 検討会合記録 
・ 専門家、司法省関係者に対す
るヒアリング 

 

2. 司法省において民法、民事訴訟法を運用するために必要な制
度が検討され、関連法令が起草され、立法化に向けて必要な作
業が行われる。 

2-1 民法・民事訴訟法を運用するために必要な事項を適切に定
めた関連法案の起草実績とその内容 

・ 起草された法令  

3-1資料の種類、数、配布先と活用状況 ・ 配布記録 
・ 司法関係者に対する質問票、
聞き取り調査 

3-2 新法理解研修の実施回数と参加者の新法の概要に関する理
解度 

・ 新法理解研修実施実績 
・ 研修講師・参加者に対する質
問票、聞き取り調査 

3. 司法省が司法関係者に民法・民事訴訟法を運用するための知
識を広める。 

3-3 民法・民事訴訟法を運用するために必要な事項を適切に定
めたインストラクションの数と内容 

・ インストラクション 

 

  ・   



 
＜活動＞ ＜投入＞  
0-1上位目標、プロジェクト目標、成果それぞれの指標につき現
状を調査する。（ベースラインの設定）。 

＜日本＞ ＜カンボジア＞ 

0-2ベースラインにつき日本側・カンボジア側双方で共有する。＜長期専門家＞ ＜カウンターパート＞ 

・ 共同所管の法令の起草
に際して、他省庁の協
力が得られる。 

1-1 司法省において民法・民事訴訟法の運用に必要な事項を検
討する組織のあり方を検討する。 

 

1-2 1-1の検討結果をもとに、実働可能な体制を作る。 

・ 法制度整備支援 
・ 附属法令起草支援/援助協調 
・ 業務調整  

1-3必要に応じて1-2で作られた体制のメンバー入れ替えを検討
する。 

＜短期専門家＞  

1-4 1-2以降の活動を通して、起草に関して必要な手順、懸案事
項を組織として把握・蓄積する。 

・ 附属法令起草支援 2名×0.5月×3回/年  

2-1 司法省にて起草が必要な関連法令の優先順位をつける。 ＜研修員受入＞  
2-2 司法省にて年間計画を策定する 。 ・ 短期本邦研修（8名×0.5ヶ月×1回／年）  
2-3 司法省にて適切な制度を検討する。   
2-4 司法省にて関連法令を起草する。  

・ プロジェクト責任者：司法大臣 
 
・ プロジェクト･マネージャー：司法省次官（立
法化担当） 

 
・ 構成員： 
コミッティ（フェーズ２まではワーキング・
グループと呼称）：次官、最高裁判事、控訴
裁判事等 
サブ・コミッティ：民事局、立法局等司法省
職員中心  

2-5 司法省にて立法化に必要な手続きを行う。 ＜供与機材＞ ＜施設・機材＞ 前提条件 
2-6 必要に応じて司法省にて他省庁との法案の調整を行う。  
2-7 それぞれの過程において記録を残すことにより、組織とし
て知識を蓄積する。 

 

2-8 日本側からは、上記各段階で、アドバイスを行う。 

・ 追って検討 
 

・ 司法省内の長期専門家用オフィス 
・ セミナー/WS開催のための会議室･教室 
・ その他関連施設･機材 

 
3-1 司法省にて教科書や逐条解説等、実務に必要な資料を司法
関係者及び必要に応じて、その他関係者に配布する。 

＜現地業務費＞ 
 

＜ローカル･コスト> 
 

 

3-2司法省にて司法関係者に対する民法・民事訴訟法の新法理解
研修を、RSJPと調整しつつ実施する。 

・ 現地セミナー開催費用等  

3-3 司法省にて民事訴訟法・民法の運用にあたり、必要なイン
ストラクション等を検討する。 

＜国内支援体制＞ 

・ カンボジア職員の給与 
・ 供与機材に関する税関手続費用、国内移動
費、保管費用、設置費用 

・ 施設・資機材維持管理費用 
 

3-4 司法省にて3-3で検討した指針を作成する。   
3-5 司法省において民法・民事訴訟法の運用に関して寄せられ
た質問記録を作成する。 
3-6 司法省が3-5の質問の集約やその対応について検討する。

・ 民法作業部会、民事訴訟法作業部会 
   

3-7 司法省に 3-3から 3-6までの検討過程を記録に残し、組織
として知識を蓄積する。 

   

3-8 日本側からは、上記各段階でアドバイスを行う。    
 



0-1
上位目標、プロジェクト目標、成果
それぞれの指標につき現状を調査す
る。（ベースラインの設定）。

●

0-2
0-2ベースラインにつきカンボジア
側･日本側双方で共有する。 ●

1

1-1
司法省において民法・民事訴訟法の
運用に必要な事項を検討する組織の
あり方を検討する。

1-2
1-1の検討結果をもとに、実働可能
な体制を作る。

1-3
必要に応じて1-2で作れられた体制
のメンバー入れ替えを検討する。

 ●  ●  ●  ●

1-4
1-2以降の活動を通して、起草に関
して必要な手順、懸案事項を組織と
して把握・蓄積する。

2

2-1
司法省にて起草が必要な関連法令の
優先順位をつける。 ● ● ● ● ●

2-2 司法省にて年間計画を策定する 。 ● ● ● ●

2-3
司法省にて適切な制度を検討する。

2-4
司法省にて関連法令を起草する。

2-5 司法省にて立法化に必要な手続きを
行う。

2-6 必要に応じて司法省にて他省庁との
法案の調整を行う。

2-7
それぞれの過程において記録を残す
ことにより、組織として知識を蓄積
する。

2-8
日本側からは、上記各段階で、アド
バイスを行う。

3

3-1
司法省が司法関係者に民法・民事訴
訟法を運用するための知識を広め
る。

3-2
司法省にて司法関係者に対する民
法・民事訴訟法の新法理解研修を、
RSJPと調整しつつ実施する。

3-3
司法省にて民事訴訟法・民法の運用
にあたり、必要なインストラクショ
ン等を検討する。

3-5 司法省において民法・民事訴訟法の
運用に関する質問を記録する。

3-6 司法省が3-5の質問の集約やその対
応について検討する。

3-7
司法省にて検討過程を記録に残し、
組織として知識を蓄積する。

3-8 日本側からは、上記各段階でアドバ
イスを行う。

10月-12月

活動計画（案）
2009年

1月-3月4月-6月 7月-9月 10月-12月
2010年

1月-3月
2012年

10月-12月4月-6月 7月-9月
2011年

1月-3月

3-4 司法省にて3-3で検討したものを作
成する。

年／月
4月-6月

2008年
10月-12月

司法省内に民法・民事訴訟法運用に必要な事項を検討する組織が確立する。

4月-6月 7月-9月1月-3月7月-9月

司法省において民法、民事訴訟法を運用するために必要な制度が検討され、関連法令が起草され、立法化に向けて必要な作業が行われる。

司法省が司法関係者に民法・民事訴訟法を運用するための知識を広める。

※活動計画の詳細については、年間計画の中で確認する。



































































 

 

３－９ 事業事前評価表〔「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）〕 

－187－ 

 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年２月 26 日 

担当部・課：社会開発部ガバナンス T 
１．案件名 
裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２） 
Project for the Improvement of Civil Matters at the Royal School for Judges and Prosecutors of 
the Royal Academy for Judicial Professions (Phase２) 

２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

2005 年 11 月からカンボジアの法曹養成機関である「王立裁判官・検察官養成校（The Royal 
School for Judges and Prosecutors：「RSJP」）において、これまで日本が起草・立法を支援して
きた民法・民事訴訟法を中心に、民事分野の教育改善の支援を行ってきた。 
フェーズ２においては、RSJP が自立的に教育実施できるようになることを目標に、①学校
運営（カリキュラム策定、教官確保）に関するノウハウの蓄積、②教材作成に関するノウハウ
の蓄積、③継続教育の実施を柱にプロジェクトを実施する。なお、４年間のプロジェクトを通
じ、RSJPの自立に向けた端緒を開くことを想定している。 

 
（２）協力期間 

2008 年４月１日から 2012 年３月 31 日（４年間） 
 
（３）協力総額（日本側） 

約 2.8 億円 
 
（４）協力相手先機関 

王立裁判官・検察官養成校（RSJP） 
 
（５）国内協力機関 

最高裁判所、法務省、日本弁護士連合会、等 
学識経験者及び実務者によるアドバイザリーグループをおき、現地専門家を支援する体制を
敷く。 

 
（６）裨益対象者及び規模、等 

直接裨益者：RAJP学院長、RSJP校長ほか学校関係者、教官ならびに教官候補生 
間接裨益者：研修生（第３期生～第７期生、約 275 名）、現職裁判官（約 200 人） 

３．協力の必要性・位置づけ 
（１）現状及び問題点 

カンボジアにおいては、基本法を含めた法体系が整備されていないという問題に加え、1970
年台から 1990 年代前半までの内戦と社会的混乱の影響から、法曹界の人材が絶対的に不足し
ている。この問題に対し、カンボジア政府は、法制度整備及び法・司法改革を国家の最重要課
題の一つとして掲げ、「法・司法制度改革戦略」（Legal and Judicial Reform Strategy）を策定
し、法・司法制度改革については、「司法官職高等評議会」を設立し、2002 年２月発令のロイ
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ヤル・デクリー（勅令）により、閣僚評議会の管轄下に RSJPを設置することを決定し、裁判
官・検察官の養成及び教育は、同校において行うこととした。 
フェーズ１では、「RSJPが、裁判官・検察官養成のために必要な民法・民事訴訟法（草案）

に関する教育を実施する」ことをプロジェクト目標として、2005 年 11 月～2008 年３月の期間
で協力を実施した。その結果、民事教育に関するカリキュラムが策定・改訂されたほか、教材
が整備され、新たに７名の教官候補生が養成された。しかしながら、RSJP には校長以外の専
任教官がおらず、「法制度整備プロジェクト（フェーズ１、２）」によって育成されたコアメン
バーが非常勤講師を務めている状況にある。このため、教育実施のノウハウ蓄積の上でも課題
がある。 

 
（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

カンボジア政府が 2004 年６月に発表した「四辺形戦略」ではグッド・ガバナンスが戦略の
中心に据えられ、法・司法改革はグッド・ガバナンス確立のための最優先課題の一つに位置づ
けられている。また、カンボジアの「法制度司法制度改革短期・中期行動計画」（2005 年４月）
では、｢裁判官・検察官の養成｣は「民法・民事訴訟法草案の国会提出」「弁護士養成」等と並
んで短期目標として位置づけられている。 

 
（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位置

づけ） 
我が国の新 ODA大綱では、開発途上国の自助努力支援の一環として、よい統治に基づく開

発途上国の自助努力を支援するため、これらの国が発展するための基礎となる人づくり、法制
度構築や経済社会基盤の整備に協力することは、我が国ODAの最も重要な考え方だとしている。 
外務省の「カンボジア国別援助計画」（2002 年）ではカンボジア政府が取り組むグッド・ガ

バナンスの強化を支援する方針が定められている。また、本プロジェクトは、JICA 国別事業
実施計画において重点課題「グッド・ガバナンスの推進」のもと、「司法改革支援計画」プロ
グラムに位置づけられている。 

４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１）協力の目標（アウトカム） 
①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
【プロジェクト目標】 
・RSJP において民法・民事訴訟法にのっとった裁判官・検察官に対する民事裁判実務に関
する教育（以下、「民事教育」と記す）を自立的に実施できるようになる。 

【指標】 
・民事教育に関する授業実施状況（カンボジア人教官の授業の数、カリキュラム等の作成過程
におけるカンボジア人の関わり方がフェーズ１よりも大きくなる） 
・教官（専任及び非常勤）の数が増加する。 
・カリキュラムの策定状況 
・RSJP内部で教材作成ができる体制が整備・維持される。 

 
②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
【上位目標】 
・カンボジアにおいて民法・民事訴訟法に基づいて適切に民事裁判が行われるようになる。 
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【指標】 
・民法・民事訴訟法適用以降の民事裁判例のうち、民法・民事訴訟法に基づいて行われた民事
裁判事例の質 

 
（２）成果（アウトプット）と活動 
【成果０】 
 ベースラインデータを設定し、共有する。 
活動： 
0-1 日本人専門家が上位目標、プロジェクト目標、成果それぞれの指標につき現状を調査す
る。 

0-2 ベースラインにつき RSJP関係者他と広く共有する。 
 
【成果１】 
組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウが RSJPに蓄積される。 
指標： 
1-1 定例ミーティングの開催数及び検討内容の変遷 
1-2 教官ミーティングの開催数及び検討内容の変遷 
1-3 RAJPにおいて教官もしくは RSJPにおいてアシスタント教官を務める教官候補生の数 
活動： 
1-1 RSJP マネジメント層と日本人専門家により民事教育に関する定例ミーティングを開催
する。（学校運営の方針に関するミーティング）（必要に応じて若手職員を入れる） 

1-2 教官の条件及び必要な教官数を検討する。 
1-3 教官確保の計画（いつまでに何人、どこから、どのように）を策定する。 
1-4 1-3 をもとに、人員確保のため関係機関との協議・調整を行い、必要な予算申請書を
作成する。 

1-5 1-3 をもとに、教官候補生の養成計画（いつまでに何人、どのように）を策定する。 
1-6 1-5 をもとに、教官候補生を選出する。 
1-7 教官候補生を養成する。（授業のアシスタント、書記官・執行官養成校での授業の実施

等を含む） 
1-8 学院長／校長を主体とした教官ミーティングを開催し、カリキュラム及び教材作成指
針について検討し起案する。 

1-9 1-8 のカリキュラムをもとに RSJPが教官を確保する。 
1-10 カリキュラムに基づき、民事教育（新規教育）を実施する。 
1-11 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適切に助言が行われる。 

【成果２】 
教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される。 
指標： 
2-1 教官及び教官候補生が作成・改訂した教材数 
2-2 教官及び教官候補生が作成した教材の内容（RSJPで活用するに相応しい内容か否か） 
2-3 教官、教官候補生が教材作成において果たした役割及びその変遷 
活動： 
2-1 教官及び教官候補生が、民事教育に関する教材を作成する。 
2-2 必要に応じて、関係機関から教材作成メンバーを招へいする。 
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2-3 教官及び教官候補生が、必要に応じて、上記教材を改訂する。 
2-4 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適切に助言が行われる。 

 
【成果３】 
民事に関する継続教育が行われる。 
指標： 
3-1 継続教育の実施回数と継続教育における参加者の理解度 
活動： 
3-1 継続教育が、司法省との協議を行いつつ、RSJPにより計画・立案される。 
3-2 策定したカリキュラムに基づき、継続教育を実施する。 
3-3 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適切に助言が行われる。 

 
（３）投入（インプット） 
①日本側（総額 約 2.8 億円） 
長期専門家派遣：法曹養成アドバイザー、業務調整 
短期専門家派遣：法曹養成アドバイザー３名×0.5 か月×２回／年×４年間 
研修員受入：年間 14 人程度×0.5 か月×４年間 
供与機材：必要に応じて検討 
現地活動費：WG活動経費、現地セミナー開催費用等 
国内支援体制：有識者によるアドバイザリーグループ 

②カンボジア側（総額不詳） 
カウンターパート配置：プロジェクトディレクター、プロジェクトマネージャー、マネジ

メントを担当する RAJP事務局長、教官、教官候補生 
カウンターパート人件費 
施設の提供：RSJP内の長期専門家用オフィス、セミナー／WS開催のための会議室・教室、

その他関連施設・機材 
ローカルコスト：カンボジア職員の給与、供与機材に関する税関手続費用、国内移動費、

保管費用、設置費用、施設・資機材維持管理費用 
 
（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 
  プロジェクト目標を達成する上で満たされるべき外部条件 

①財務省に提出された予算書が承認される。 
②クメール・ルージュ裁判、商事裁判所により RSJPの人員体制が影響を受けない。 
③司法官職高等評議会により人員配置の配慮がなされる。 
④裁判所に対する人員提供要請が受け入れられる。 
上位目標を達成する上で満たされるべき外部条件 
①裁判所に RSJP卒業生が配置される。 
②弁護士、国民が民法・民事訴訟法を理解する。 
③司法省が必要な書式や附属法令を適切に準備する。 

５．評価５項目による評価結果 
（１）妥当性 

本プロジェクトは、カンボジアの国家開発戦略である「四辺形戦略」（2004 年７月）、ター
ゲットグループである司法省の開発ニーズに合致している。また、外務省の対カンボジア国別
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援助計画、JICA の対カンボジア国別援助実施計画にも合致しており、日本の ODA 政策、計
画、戦略とも一貫性を有している。 
また、本プロジェクトは、民事教育の自立的な実施というターゲットグループである RSJP
のニーズを満たすと考えられ、日本がこれまでに行ってきた民法・民事訴訟法の起草・立法化
支援の経験や本プロジェクトのフェーズ１での成果は、民事教育の実践に向けた同校のキャパ
シティを構築する上で大きな財産となっている。 
なお、民法・民事訴訟法の起草・立法化支援を日本が従来実施してきた経緯を踏まえ、両法
に関係する人材を養成できるようになるまで引き続き日本が協力するのは、従来の協力の成果
を高める上でも必要なことであるといえる。 
 
（２）有効性 

RSJP が自立的に民事教育を実施できるようになるというプロジェクト目標は、実現が期待
される。民事教育の運営に関する知識やノウハウを組織として蓄積することの重要性がカンボ
ジア側により認識されており、オーナーシップが高められることが期待できる。また、組織と
して蓄積するためのメカニズムがプロジェクトに組み込まれており、プロジェクト目標を実現
するための方策が採られている。 
ただし、本プロジェクトがプロジェクト目標を達成するためには、満たされる必要のある外
部条件が多いことには留意が必要である。これらの外部条件は、RAJP/RSJP の所掌範囲を超
えており、調整・対応が困難な条件が多いが、RAJP/RSJP の可能な範囲で施策を採ることが
必要である。 

 
（３）効率性 

本プロジェクトの効率性は、今後向上することが期待される。フェーズ１において養成した
カンボジアの人材の活用やフェーズ 1から引き続く日本国内の支援体制、また、支援体制とカ
ンボジア側の橋渡しの役を担う長期専門家の役割は、フェーズ１同様プロジェクトの効率性を
高めるものと考えられる。さらに、本プロジェクトは法制度整備プロジェクト（フェーズ３）
や弁護士会司法支援プロジェクトと緊密に協力することで、３つのプロジェクトそれぞれの投
入や成果が共有され、またお互いのプロジェクトに活用できると考えられる。 

 
（４）インパクト 

本プロジェクトは、上位目標を達成することが期待できるが、調整が困難な外部条件がある
ことは留意が必要である。また、上位目標以外にも正のインパクトを生み出すと考えられる。
具体的には、①本プロジェクトは、法制度整備プロジェクト（フェーズ３）と同じ方向性の上
位目標を掲げており、同時並行的にプロジェクトを実施することで、上位目標の実現に貢献す
ることが期待されること、②RSJP の卒業生は、各裁判所において民法及び民事訴訟法に関す
る情報源となり、また絶対的に人材が不足している法曹界の貴重なリソース（大学の教官にな
る等）になることが期待される。 

 
（５）自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性を改善するためには、財務面・組織面等、依然として多くの課
題がある。しかしながら、以下の状況を勘案すると４年後のプロジェクト終了時には、自立発
展性が向上し始めることが期待できる。具体的には、組織としての知識やノウハウを蓄積する
ことで、長期的には組織面での自立発展性を向上できるよう、定期的なミーティングの開催や
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そのミーティングへの参加者層の幅を広げる等、戦略的に計画・策定されている点である。ま
た、RSJP 側も、自立発展的な形で学校運営を行っていくことの重要性を認識し、かつ強調し
ていることも、今後自立発展性が向上し始めることが期待できる一つの要因としてあげられ
る。 
同校を運営する上で必要な予算が承認されるかどうかは、同校により決められるものではな
いため、学校運営に必要な計画の策定や教官確保の計画を立てるなど、予算獲得に向けた努力
が必要である。また、人員配置に関する最終的な権限が裁判官・検察官養成校側にはないため、
民事教育を実施するために必要な人員の維持には、引き続き関係機関（司法官職高等評議会や
関係する裁判所等）への積極的な要請や調整が必要である。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
特になし。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
・カンボジアで実施中の「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」及び「弁護士会司法支援プロ
ジェクト」とも密接に連絡し、教材や情報の共有を行うことが引き続き重要である。 

・法曹養成を目的とした協力を過去にベトナムにて実施しており（ベトナム法整備支援プロジェク
ト（フェーズ３））、教材作成・カリキュラム策定の面で参考にすることが可能である。 

８．今後の評価計画 
中間評価調査：2010 年２月頃を目処に中間評価を行い、プロジェクトの進捗確認を行う。 
終了評価調査：2011 年 10 月を目処にプロジェクト終了評価を行う。 
 



 
プロジェクト名：裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ2） ターゲットグループ：王立裁判官検察官養成校（RSJP） Version 0 
期間：2008年4月1日～2012年3月31日  対象地域：プノンペン  作成日：2008年2月2日 

プロジェクトの概要 指標 指標入手手段 外部条件 
＜上位目標＞ 
カンボジアにおいて民法･民事訴訟法に基づいて適切に民事裁
判が行われるようになる。 

1. 民法・民事訴訟法適用以降の民事裁判例のうち、民法・民事
訴訟法に基づいて行われた民事裁判事例の質 

・ 裁判官他法曹人材へのヒア
リング 

 

 

1. 民事教育に関する授業実施状況（カンボジア人教官の授業の
数、カリキュラム等の作成過程におけるカンボジア人の関わり
方がフェーズ１よりも大きくなる） 

・ 授業実施実績 
・ 講義録 
・ RSJP、専門家への質問票･
聞き取り調査 

2. 教官（常勤及び非常勤）の数が増加する。 ・ 教官の確保実績 
3. カリキュラムの策定状況 ・ カリキュラムの策定実績 

＜プロジェクト目標＞ 
RSJP において民法・民事訴訟法に則った裁判官・検察官に対
する裁判実務に関する教育（以下、「民事教育」という）が自立
的に実施できるようになる。 

4. RSJP内部で教材作成ができる体制が整備・維持される。 ・ RSJP、専門家への質問票･
聞き取り調査 

・ 裁判所に RSJP 卒業生が配
置される。 

・ 弁護士、国民が民法・民事 
訴訟法を理解する 

・ 司法省が必要な書式や附属
法令を適切に準備する。 
 

 
＜成果＞ 1-1 定例ミーティングの開催数及び検討内容の変遷 ・ 定例ミーティング記録 

1-2 教官ミーティングの開催数及び検討内容の変遷 ・ 教官ミーティング記録 1.組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノ
ウハウがRSJPに蓄積される。 1-3 RAJPにおいて教官もしくはRSJPにおいてアシスタント教

官を務める教官候補生の数 
・ 学校へのヒアリング 

2-1 教官及び教官候補生が教材作成・改訂した教材数 ・ 作成された教材 
2-2 教官及び教官候補生が作成した教材の内容（RSJPで活用す
るに相応しい内容か否か） 

・ RSJP、専門家への質問票･
聞き取り調査 

2. 教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積され
る。 

2-3 教官、教官候補生が教材作成において果たした役割及びそ
の変遷 

・ RSJP、専門家への質問票･
聞き取り調査 

3.民事に関する継続教育が行われる。 3-1継続教育の実施回数と継続教育における参加者の理解度 ・ 継続教育の実施実績 
・ 参加者による継続教育の評
価 

・ 財務省に提出された予算書
が承認される。 

・ クメール･ルージュ裁判、商
事裁判所により、RSJPの人
員体制が影響を受けない。 

・ 司法官職高等評議会により
人員配置の配慮がなされる。 

・ 裁判所に対する人員提供要
請が受け入れられる。 

 

    
    
    
    
    
    
    
    
    
 
 
 

   

    
    
    
    



 
＜活動＞ ＜投入＞  
0-1日本人専門家が上位目標、プロジェクト目標、成果それぞれ
の指標につき現状を調査･報告する。（ベースラインの設定）。

＜日本＞ ＜カンボジア＞  

0-2ベースラインにつきRSJP関係者他と広く共有する。 ＜長期専門家＞ ＜カウンターパート＞  
 1-1 RSJP マネジメント層と日本人専門家により民事教育に関

する定例ミーティングを開催する。（学校運営の方針に関するミ
ーティング）（必要に応じて若手職員を入れる） 

・ 法曹養成アドバイザー 
・ 業務調整  

1-2 教官の条件及び必要な教官数を検討する。 ＜短期専門家＞  
1-3 教官確保の計画（いつまでに何人、どこから、どのように）
を策定する。 

 

1-4 1-3 をもとに、人員確保のため関係機関との協議･調整を行
い、必要な予算申請書を作成する。 

・ 法曹養成アドバイザー3 名×0.5 ヶ月×2 回／
年 

  

1-5 1-3をもとに、教官候補生の養成計画（いつまでに何人、ど
のように）を策定する。 

＜研修員受入＞ 

1-6 1-5をもとに、教官候補生を選出する。 ・ 短期本邦研修14名×0.5ヶ月×１回／年 

・ プロジェクト責任者：RAJP学院長 
 
・ プロジェクト･マネージャー：RSJP学校長
 
・ RAJP事務局長はマネジメントに責任を負
う。 

 
・ ワーキング･グループ構成員：RSJP校長、
教官、教官候補生等 

 
・ その他事務局員 

 

1-7 教官候補生を養成する。（授業のアシスタント、書記官･執
行官養成校での授業の実施等を含む） 

＜供与機材＞ ＜施設・機材＞ 前提条件 

1-8 学院長/校長を主体とした教官ミーティングを開催し、カリ
キュラム及び教材作成指針について検討し起案する。 
1-9 1-8のカリキュラムをもとにRSJPが教官を確保する。 

・ 追って検討 ・ RSJP内の長期専門家用オフィス 
・ セミナー/WS開催のための会議室･教室 
・ その他関連施設･機材 

 

1-10 カリキュラムに基づき、民事教育（新規教育）を実施する。＜現地業務費＞ ＜ローカル･コスト＞  
1-11 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適
切に助言が行われる。 

・ WG活動経費、現地セミナー開催費用等  

2-1 教官及び教官候補生が、民事教育に関する教材を作成する。＜国内支援体制＞  
2-2 必要に応じて、関係機関から教材作成メンバーを招へいす
る。 

・ アドバイザリー・グループ 
 

・ カンボジア職員の給与 
・ 供与機材に関する税関手続費用、国内移動
費、保管費用、設置費用 

・ 施設・資機材維持管理費用 
 

2-3 教官及び教官候補生が、必要に応じて、上記教材を改訂す
る。 

   
2-4 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適
切に助言が行われる。 

   

3-1 継続教育が、司法省との協議を行いつつ、RSJP により計
画・立案される。 

   

3-2 策定したカリキュラムに基づき、継続教育を実施する。    
3-3 上記の各過程において、必要に応じて日本側により適宜適
切に助言が行われる。 

   

 



0-1 ●

0-2 ●

1
1-1

1-2
●* * * * *

1-3
●* * * * *

1-4
* * * *

1-5
●* * * * *

1-6
●* * * * *

1-7

1-8
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1-9
● ● ● ● ● ● ● ●

1-10

1-11

2
2-1

2-2

2-3

3
3-1 6回

3-2 6回

3-3 6回

注）：*は、1-2から1-6の活動は、予算を含む日本の翌年度を念頭に置いた学校運営及び訓練を考える必要がある。

教官及び教官候補生が、民事教育に関する
教材を作成する。

必要に応じて、関係機関から教材作成メン
バーを招へいする。

教官及び教官候補生が、必要に応じて、上
記教材を改訂する。

上記の各過程において、必要に応じて日本
側により適宜適切に助言が行われる。

1-8のカリキュラムをもとにRSJPが教官を確
保する。
カリキュラムに基づき、民事教育（新規教育）
を実施する。

上記の各過程において、必要に応じて日本
側により適宜適切に助言が行われる。

教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される。

1-3をもとに、教官候補生の養成計画（いつ
までに何人、どのように）を策定する。

1-5をもとに、教官候補生を選出する。

教官候補生を養成する。（授業のアシスタン
ト、書記官･執行官養成校での授業の実施等
を含む）

学院長/校長を主体とした教官ミーティングを
開催し、カリキュラム及び教材作成指針につ
いて検討し起案する。

RSJPマネジメント層と日本人専門家により
民事教育に関する定例ミーティングを開催す
る。（学校運営の方針に関するミーティング）
（必要に応じて若手職員を入れる）
教官の条件及び必要な教官数を検討する。

教官確保の計画（いつまでに何人、どこか
ら、どのように）を策定する。

1-3をもとに、人員確保のため関係機関との
協議･調整を行い、必要な予算申請書を作成

第6期
後期研修

第4期　前期研修 第4期　ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ 第4期　後期研修

第6期　前期研修 第6期　ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

2009年 2010年

1月-3月
2012年

10月-12月4月-6月 7月-9月

2011年

1月-3月

2-4

年/月
4月-6月

2008年

RSJPのスケジュール

日本人専門家が上位目標、プロジェクト目
標、成果それぞれの指標につき現状を調査･
報告する。（ベースラインの設定）。

ベースラインにつきRSJP関係者他と広く共
有する。

組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を実施するノウハウがRSJPに蓄積される。

第5期　後期研修

1月-3月7月-9月

第3期　後期研修

1月-3月4月-6月 7月-9月 10月-12月

第3期　ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

民事に関する継続教育が行われる。

継続教育が、司法省との協議を行いつつ、
RSJPにより計画・立案される。

策定したカリキュラムに基づき、継続教育を
実施する。

上記の各過程において、必要に応じて日本
側により適宜適切に助言が行われる。

第7期
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

10月-12月

第5期　前期研修

4月-6月 7月-9月

第5期　ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

10月-12月

第7期　前期研修

1
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2008年２月８日 

事前評価調査団 

 

カンボジア法制度整備プロジェクトフェーズ３（仮称）、 

裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２（仮称） 

事前評価調査団報告 

 

2008年１月23日より２月５日までの間、「法制度整備プロジェクトフェーズ３（仮称）」、「裁

判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２（仮称）」の事前評価調査を実施し

た。 

調査においては、主として、司法省、王立裁判官・検察官養成校（RSJP）と協議を行い、各々
これまでのフェーズにおける進捗状況や成果を踏まえつつ、次期フェーズのプロジェクト内容

（活動、成果、目標や想定される協力期間と実施計画等）、必要な人員や経費、プロジェクト

実施妥当性等５項目評価等について確認し、その結果をM/Mに取りまとめた。 
調査の概要は以下のとおり。 

 

１．法制度整備プロジェクトフェーズ３（仮称） 

（１）プロジェクト内容 

別添M/MにあるPDMのとおり。ポイントとしては、①従前の支援では、起草しようとする法
令について、日本側の支援委員が中心となってまず条文案そのものの作成を行い、それをカン

ボジア側が現地の実情に照らし、日本側の助言を得つつ修文する、というステップを取ってい

たが、次期以降は起草の主体をカンボジア側に移し、カンボジア側がまず条文案を作成する、

という方向に転換したこと、②従来、カンボジア側で起草作業や立法化にかかわってきた人材

は、特定の、限られたごく少数の、比較的年配の者のみであり、このままでは今後、各種起草

関連作業をカンボジア側独自で継続していけるのかという点につき懸念があったため、司法省

職員を中心とした若手人材の関与を深める体制にしたこと、③民法・民事訴訟法という基本法

が成立したので、司法関係者にこれら両法の理解を進めること、である。 

期待される具体的成果としては、民法・民事訴訟法を運用するために必要ないくつかの関連

法令が起草されることのほか、法令検討・作成のプロセスを通じて、カンボジア側人材に、起

草に関するノウハウ（サブスタンシャルな内容のほか、どのような体制で臨んでいくべきか、

役割分担をどのようにすべきかなどのロジ的側面も含む、各種必要な検討事項）が習得される

とともに、それらの過程が組織内の記録となって残り、かつ若手を含んで作業を進めることに

よって、ノウハウを持つ人材のカバレッジを広げ、組織的な継承・蓄積ができていくことであ

る。 

 

（２）プロジェクト実施・運営体制、必要な資金等 

実施体制に関しては、従前のフェーズからかかわってきた、司法省、外部機関（裁判所ほか）

からの限られたシニア層（いわゆるかつてのワーキング・グループメンバー。次期フェーズで

は、コミッティーと称される）だけではなく、上述のように、司法省職員を中心とした若手グ

ループ（次期フェーズでは、サブコミッティーと称される）も実施作業人員として指名されて
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おり、今後の組織的自立発展性の確保の一助になると期待される。この若手グループは、起草

作業に責任を持つ部署である司法省立法局と民事関係の事項に携わる同民事局の職員等から

なっており、今後各々の部局が立法作業に携わる際のコアの人材となっていくことが期待され

る。 

また、司法省との協議にあたり、司法大臣の判断が何かにつけて必要という実態はやむをえ

ないとしても、プロジェクトマネジャーとして機能することになっている特定の次官の都合が

つかないようなときに、物事が進まなくなってしまうような状況が如実に見られたため、（実

際の効果のほどはともかく）そうした場合に他のどの次官や次官補が代行できるのかについて

今般確認し、M/Mに記載した（代行者が物事を決定できないのは当然やむを得ないとしても、
少なくとも代行者がきちんと大臣と意思疎通をして、物事が動かせるようにしておくことが必

要であるため）。 

なお、次期フェーズより起草の主体をカンボジア側に移すということは容易なことではなく、

カンボジア側からは、自分たちが起草主体になるが、いろいろ不安があるため、日本国内の支

援委員には今後も助言をいただきたいということと、新法理解を進める活動を行うに当たって、

現在執筆いただいている民法の教科書・逐条解説の一日も早い完成・提供を待っているとの、

日本国内の支援委員に対する強い期待が寄せられた。 

今後作っていかねばならない法令の中には、カンボジア側にとっては初めて作るようなもの

もあり、白地に絵を書くが如き状態にあるものもある。日本法に親和性のある民法・民事訴訟

法を持つことになったカンボジアにとって、日本の関連法令を参考にすることは、今後の起草

作業にあたって大きな助けとなる。そのため、カンボジア側が参考にできそうな日本の関連法

令を翻訳し、提供することは、今後のカンボジア側作業に大いに意味を持つため、このための

経費はできるだけ確保し、参考資料として供することができるようにしておきたい。 

なお、今回の協議で最も大きな争点となったのは、今後民事訴訟法に従った実務を行うため

に必要な書式をどのように検討していくかについてであった。カンボジア側は日本側から提供

される翻訳した日本の書式のサンプルを、日本人専門家の入ったワーキング・グループで検討

したい意向を表明した。日本側からは、そのようなことに限られた日本人専門家の時間を使っ

てしまうよりも起草作業が喫緊の課題であり、書式の検討に当たっては、カンボジア側の何人

かの小グループで、日本側がサンプルとして渡した書式をまず検討し、疑問点をまとめて日本

人専門家に聞きにくるようにすれば、効率的な作業が可能なはずであると提案した。それに対

し、カンボジア側は日本人専門家が多忙であることは理解できるものの、書式についての日本

側からの協力がなければ、今まで日本の協力により作られた民法・民事訴訟法の適切な運用が

不可能となるとして、日本から短期専門家を派遣して集中的に書式について議論することを強

く求めた。本件については日本側のリソースに限界があることもあり、即答できない問題であ

るため、日本国内で対応を検討することとした。 

従前のフェーズでは一貫して、プロジェクト活動にかかわるワーキング・グループの作業参

加に当たっては、（司法省職員であれ外部人材であれ）謝金を支払っていた。カンボジアの国

内事情、数少ない優秀な人材確保の面で、やむをえない部分があったものと考えるが、次期フ

ェーズでは、上述のとおり司法省若手職員の関与を増やしていくことになっており、このまま

慣習的に謝金の支払いを続けてしまうと、多くの司法省職員に司法省の本来業務をするに当た

って謝金を支払う、という歪んだ構図が拡がることになってしまう。したがって、次期フェー
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ズからは、従前のワーキング・グループメンバーも含め、謝金の支払いは見合わせることとし、

司法省の理解も得た。ただし、従前のワーキング・グループには外部人材がおり、今後の起草

作業に当たっても、例えば裁判官としての知見を提供してもらう必要がある場合も考えられ、

その際に、謝金がなければ外部人材の協力が得られなくなり有効な検討が進まなくなる事態も

予想される。そうした状況が今後顕在化した場合には、謝金について外部人材と司法省職員を

分けて対処するなど、現場の事情に即した対応を考えることも必要であろう。 

 

（３）５項目評価とリスク要因 

別添M/Mにあるとおり。ポイントとしては、カンボジアの国家計画及び日本の援助計画でも
優先事項とされている分野に対しての協力であることや、そもそも民法・民事訴訟法という重

要な基本法を日本の支援で行ってきたことを踏まえ、それらが適切に運用されるために必要な

協力であることから、協力の妥当性は高い。また、プロジェクトを通じて、具体的に法令を作

るだけでなく、今までとは異なり、カンボジア側が起草主体になること、そのために必要な人

材育成及び組織的経験の蓄積がなされることを考えたプロジェクトの組み立てにしているこ

とから、有効で自立発展性も見込んだ協力であるということがいえる。 

上述のとおり、新たに加わった若手グループには、司法省で立法に責任を持つ部署であり最

近作られた立法局の職員も加わっている。このことは、民事関連において身に付けたさまざま

な起草・立法化プロセスを、刑事やほかの分野でも今後活かしていくことができるというイン

パクトも将来的には期待できることになる。 

他方で、附属法令の起草にあたっては他省庁との調整の下進めねばならないものもあり、こ

れらについては司法省だけの検討や考えでは進まないことや、資金面については未だ脆弱であ

ること、人材育成を行うといっても喫緊の課題が多いカンボジアにおいて、とにかくコアとな

れる人材があちらこちらで多くの業務を抱えざるを得ない状況であることなどは、軽視できな

い懸念事項として残っている。 

 

２．裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２（仮称） 

（１）プロジェクト内容 

 別添M/MにあるPDMのとおり。ポイントとしては、①現フェーズにおいてカンボジア側で主
体的に授業を実施する体制が相当整ってきたが、教官が多忙で講義に来られない場合にまだ日

本人専門家に頼りがちな部分があるため、次期フェーズではカンボジア側で授業ができる体制

をより確固としたものにすること、②教材作成や教官確保に関して、カンボジア側が自立的に

計画・実施できるようになること、③継続教育の検討・実施をすること、である。 

 具体的な成果としては、現在不足している教官が育成されること、教材が充実すること、今

まではあまり検討されていなかった継続教育に関する考え方が整理されてくることのほか、何

より重要なことは、RSJPがこうしたノウハウを組織として継承していく仕組みができることで
ある。RSJPは、今までの協力の結果、養成校として、一通りの活動が行われている状態にある
が、他方、講師は外部講師がほとんど（校長以外すべて外部講師）であり、講師個々人がそれ

ぞれの講義のレジュメを作成したり講義を行うことができるにしても、現在ではそのノウハウ

が組織の蓄積となって残る仕組みがない。この点について、本プロジェクトはマネジメントレ

ベル、教官レベル及び両者が一緒になって行うものなど、定期ミーティングの仕組みを入れる
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ことによって、複数の関係者が方針を共有し、講師などが一部入れ替わっても、グループでノ

ウハウを共有しておくことで、継続的に、組織としてそのノウハウが継承されていくことが期

待できるものとなっている。 

 また、調査団は当初、日本側リソースが対応可能である現実的なキャパシティーを考え合わ

せ、継続教育については、RSJP卒業生を主たる対象として協力するという対処方針で臨んでい
た。しかしながら、カンボジア側より、卒業生以外の現職とRSJP卒業生を最初から分けて考え
るのでは、卒業生のみを重視しほかを切り捨てるかのような印象もあり、裁判官内部に無用の

分断を引き起こすようで望ましくないという見解や、卒業生以外の現職者は民法・民事訴訟法

の理解に欠けるにしても、経験豊富な裁判官であるので、（カンボジア教官だけでなく、両法

の起草に協力している日本からの人材である）日本人専門家からの何らかのインプットがある

と、実施される研修自体に信頼感と安心感が生まれることも事実であるとの意見が出された。

それらを踏まえ、日本人専門家も交えて再検討を行った。継続教育は本来、現職裁判官の経験

年数や役職等で教えるべき内容が異なる面もあり、RSJPとして、どのような理念・目的で継続
教育を行うのか、その対象者や頻度、カリキュラム等を検討する必要がある。一方で、日本側

も卒業生の増加と今後の人的リソースを見極めて、どのような支援が可能か、RSJP側の継続教
育に関する意向を踏まえながら検討する必要があり、双方の協議を継続する必要性が認められ

た。しかしながら、RSJPは、2008年分の継続教育については、実施日程と対象等につき具体的
に計画を進めている。したがって、2008年分の対応としては、カンボジア側の指摘を考慮し、

RSJP卒業生か否かを問わず、各々半日分の講義を日本人専門家が行うこととした。なお、2009
年以降の支援のあり方については、上記観点を踏まえながら、今後現地で双方協議を継続して

決めていくこととした。 

 なお、昨年10月の終了時評価において、王立司法学院（RAJP）傘下の他の学校である、書記
官養成校、執行官養成校に対する支援要請が強く表明されたが、日本側の協力リソースの関係

上、日本からの支援はRSJPに絞りたい旨回答していた。今次調査でも、支援はRSJPに絞る旨、
改めて合意した。なお、RSJP教官候補生が、その育成のために書記官養成校、執行官養成校で
講義を行うことは十分考えられることであり、候補生育成の一環としてのそうした活動におい

て、間接的、副次的、また極めて限定的ではあるが、「あくまでRSJP支援の枠内で書記官養成
校、執行官養成校に波及する支援」は事実上行われる可能性があることになる。 

 

（２）プロジェクト実施・運営体制、必要な資金等 

 現フェーズのとおり、RAJP学院長、RSJP学校長がマネジメントにかかわるが、このほかに
実際のマネジメントで重要な役割を果たしている事務局長の役割も、次期フェーズ実施体制の

中に明記した。さらに、さまざまなマネジメントに関する情報の組織としての蓄積と継承を進

めるため、限られたごく少数（実際は３名）のマネジメント層のみが何もかも行うのではなく、

現フェーズではあまり表に出ていない事務局職員を、必要・内容に応じ定期会議に参加させ、

人材が入れ替わっても情報が継承されるようにした。また、ほぼすべての講義を外部講師に頼

っており、その入れ替わりによって技術的ノウハウがRSJPの組織内に残らないことが危惧され
る現状を踏まえ、講義内容・教材作成等において教官・教官候補生がグループでノウハウを共

有できる場を設けることにより、ノウハウが共有されるカバレッジを広げ、仮に一部の人材が

入れ替わっても残りの人員が新たな人員とさらにノウハウの共有を行うという、外部人材だけ
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であっても組織としての継承ができるような体制を作っておくことにした。 

 RSJPにおいては、現在外部講師の講義謝金について、半額は自国政府から予算を獲得し、半
額はドナーに頼っている状況である。ここは今後すべて自国側で措置を取ってもらうことに向

けた努力をRSJPが行うことを調査団から申し入れた。しかしながら、現実として自組織内部の
人材が講師を務めるのではなくほぼすべての講義に対し外部人材を招聘せざるを得ないとい

う現状、またより正確に言えば、払うべき謝金の半額をドナーに出させているということでは

なくて、謝金は政府から予算を獲得して支払っているものの、講師として講義できる数少ない

人材を同様の状況にある大学やその他の機関との競合の中で外部から確保するため、「同額を

ドナーの支援によって積み増し」しているという構造であるということにかんがみると、一刀

両断に現状を改善することが、やっと形になってきたRSJPの運営にとってよいことかどうかは
一概には言えず、時間をかけて措置を考えていく必要があり、当面はこの部分の資金も日本側

で確保しておくこともやむをえない。 

 そのほか、RSJPはカンボジア唯一の裁判官・検察官養成校であるため、日本だけではなく法
整備に関して協力している各ドナーの協調の下で、継続教育等を実施している現状があり、他

ドナーと共同で行うセミナー等については、資金面の負担に関して他ドナーとも対応を調整し

て臨む必要がある。日本だけが理想論を掲げても立ち行かない部分があるため、よく現場と調

整して必要資金を十分前もって算段しておくことが必要である。 

 

（３）５項目評価とリスク要因 

別添M/Mにあるとおり。ポイントとしては、妥当性は司法省プロジェクトと同様であり、ま
た、プロジェクトの組み立てとしては、今後の自立発展性の確保を強く念頭において、将来教

官になりうる人材の育成と、マネジメント面で組織的・持続的対応を可能とする仕組みづくり

を行うほか、教育内容にかかわるノウハウの組織としての蓄積を主眼に置いたものとしている

ため、自立発展性はもちろん、有効性においても高いものとなっているといえる。また、フェ

ーズ１の終了時評価でも指摘されたように、今後も、現場に常駐する日本人長期専門家が、現

場の状況を踏まえ、国内の支援委員と適切に協働していくことが期待され、効率性が確保され

ると考えられる。 

さらに、RSJPは、司法関係各界に対し、重要な人材の供給源としての役割を果たしていると
もいえる。裁判官・検察官としての任官後の活躍はもちろん、任官後カンボジア各地で、民法・

民事訴訟法への深い理解に基づいた、現場（両法の教育を受けていない現職裁判官や、書記官・

執行官等）への情報提供者になりえるだけでなく、将来的に、両法の講義ができる人材が圧倒

的に不足している法学教育の場での講師としての活躍（兼職可能）なども期待でき、インパク

トは大きいといえる。 

 しかしながら、上記２．（２）でも述べたとおり、資金面でドナーに依存せざるをえない部

分・構造がまだあり、財政的な自立に向けては未だ課題があると考えられる。 

 

３．その他両プロジェクト共通事項 

（１）プロジェクト名称、期間 

 現行の２つのプロジェクトが各々2007年度末から2008年度初めにプロジェクトの節目を迎

えること、現行のプロジェクト終了から切れ目なく次期プロジェクトを開始してほしいという
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考えから、今回調査対象となった両プロジェクトの要請は、2006年の時点で早々に提出され、

採択されている。早期に提出された要請であるため、当然ながら要請の中身も十分詰められた

ものではなく、したがって要請時の名称も、現行プロジェクトとは若干異なるものが暫定で付

されていた。 

 今般、司法省、RSJP両者に、プロジェクト名称について意向確認をしたところ、両者とも、
従前のプロジェクトと内容に連続性のあるものであり、突然異なる名称、しかも十分内容を練

る段階になかった要請時に暫定で付したものをそのまま次期プロジェクトの正式名称とした

場合、今後混乱することもあり、各々、「法制度整備プロジェクトフェーズ３」、「裁判官・検

察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２」（両方共、本報告において、「仮称」として

冒頭、報告書タイトルとして記載。英文名称はM/M参照）としたいとのことであった。なお、
日本国内において、関係者の意見調整に際して一貫して従前の名称が便宜上用いられ、調整さ

れてきたことからも、カンボジア側の意向が確認された上記名称案を使用することが、カンボ

ジア側だけでなく日本側の無用の混乱を避けるためにも適切であると判断する。（この点につ

いては、帰国後、外務省と調整することとなる。） 

 また、期間については、裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ２（仮称）

は、現フェーズ終了翌日2008年４月１日から2012年３月31日までとし、法制度整備プロジェク

トフェーズ３（仮称）は、現フェーズ終了翌日2008年４月９日から、RSJPのプロジェクト終了
及び日本の会計年度の切れ目に合わせ、2012年３月31日までとすることで合意した。これで両

プロジェクトは次期フェーズにおいて、協力終了日が完全に一致することとなる。 

 

（２）司法省の新法理解研修（司法省セミナー）とRSJP継続教育（CLE）との調整 
 司法省セミナーとCLEは、本来の趣旨からいえば、目的も内容も異なるものであるため、調
整の必要性はあまり厳密に考える必要はないはずのものである。しかしながら、現在のカンボ

ジアの状況では、民法・民事訴訟法という重要な基本法ができたばかりであり、これらの基本

的理解を進める研修をRSJP卒業生以外の現職の裁判官を含む司法関係者に行うことは、喫緊の
課題である。こうした新法理解に関する研修は、本来司法省セミナーで行うべきものであるが、

現職裁判官向けCLEでも両法の理解のための教育を当面組み込まざるを得ないという状況にな
っている。そこで、司法省セミナーとCLEの対象者と内容が重複してしまう可能性が当面の間
は懸念されるが、そのような重複は、講師・資金・時間いずれの面から見ても非効率である。

そこで、司法省、RSJPにそれぞれ調整の担当者を置いてもらい、この点の無駄が発生しないよ
うにすることとした。上記懸念は、将来的にはある程度解消される問題ではあるが、さまざま

な法律ができつつあり、また新しく成立した法律に対する大学での法学教育も追いつかず、

RSJPの継続教育の理念も整理されていないカンボジアでは、当面は上記の点に留意する必要が
継続すると考えられる。 

 

（３）新法関連の質疑の集約 

 民事訴訟法が適用されて以来、新法理解のための司法省セミナーの質疑応答の場や裁判所の

現場等から、さまざまな質問が寄せられている。当初、これらについて、カンボジア側ではな

く日本人専門家に直接質問が集中しすぎているのではないか、日本人専門家から直接回答して

しまうとノウハウがカンボジア側に集約されず自立発展性を阻害するのではないか、カンボジ
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ア側に質疑担当の専任要員を設置すべきではないかという懸念や意見などが日本側支援関係

者からも寄せられていた。実際には、寄せられる質問は、各種さまざまなものがあり、応答体

制として統一的窓口を設置することが適切かどうかにわかに判断できない状況にあり、また、

司法省にせよRSJPにせよ、数ある業務と限られた人員の中で殊更にカンボジア側の専任窓口要
員を置くことが得策ではないことも判明した。 

次期フェーズでは、RSJPにおいては、教官・教官候補生育成の一環として日本人専門家がこ
れらの人材から質問を受け、回答することは当然であるため、従前どおり日本人専門家が対応

することとした。司法省においては、すでに、さまざまな場で出てきている質問について、そ

れぞれの場の「議事録」としてデータに残っているが、質疑がQ&Aのような集約した形に整理
されていないことから、今後そうした取りまとめの実施も考えてみることとなった。また、質

問の内容自体に関して、司法省が答えるべきでない質問などについては、最高裁判所等他機関

との調整も必要である。これらの点については今後、その他数多くある喫緊に対応すべき課題

も勘案しつつ、現実的対応を活動の中で検討していくこととした。 

 

（４）プログラムとしての司法関係プロジェクト 

JICAは現在カンボジアにおいて上記２つのプロジェクトのほか、弁護士会司法支援プロジェ
クトも合わせ、３つのプロジェクトを実施中である。これら３つのJICAプロジェクトのカンボ
ジアの司法分野における協力意義について、今般、カンボジア側各協力機関と認識を改めて共

有した〔M/M添付６ Overall Picture of JICA’s Legal and Judicial Cooperation Program in Cambodia
（Draft）参照〕。もちろん、図示したようなJICAプロジェクトだけがカンボジアの法・司法分
野に貢献しているわけではなく、他ドナーによる協力やカンボジア独自の努力も数多くある。

また、現有プロジェクトだけでなく、将来的な協力可能性をも見越して整理する必要がある。

今後、他ドナーの活動と将来的なJICAプロジェクトの関係も考え合わせながら、司法分野の
JICAプログラムを整理する予定である。 
 なお、今般、改めて３プロジェクトの協働の意義をカンボジア側と共有した上で、具体的に、

各プロジェクトの成果物を他の協力に活かすことにつき確認した。司法省への協力の中で作成

された教科書は、RSJPにも弁護士養成校にも活用でき、RSJPの教材は司法省、弁護士養成校で
も有用であるほか、（言語の問題を別にすれば）他国のプロジェクトで参照可能なものもある。

今後、こうした横の協力をより一層確保していくことに留意したい。 

 

４．団長所感 

 カンボジアでは各種法令の整備が緊急に必要な状況である。そのことのみを考えれば、日本

の法整備支援の特色としてたびたび語られてきたことに対しては逆行するが、他ドナーのよう

にコンサルタントを起用し各種法令をタイムリーにどんどん作成・提供していくことのほうが、

一見効率的であり喫緊のニーズに対応しているかのようにも思える。このような状況下、起草

だけでなく司法省のキャパシティービルディング、自立発展に向けた若手育成も行っていくと

いう支援は、いわば二律背反的なことを強いるようなところがある。民法・民事訴訟法が成立

し、今後それが運用されるために必要な法令を大至急で作っていかねばならないこの時期に、

敢えてカンボジア側に起草の軸足を移し、法令作成のスピードを遅々としたものにするのが本

当に得策であるのか、若干の迷いがないわけでもない。 
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 起草の軸足をカンボジア側に移すという日本側の意向については、昨年10月のRSJP終了時評
価の期間を利用し司法省を訪ねた際に、すでに表明していた。司法省は、日本側の提案を受け

入れ、今後の体制に備え、作業に携わる人員として、司法省の若手職員を任命した。これら若

手職員は、起草そのものはもちろん、立法化に向けた作業を進めていくなかで、要の人材とな

っていってくれるはずである。多くの法律の起草作業が司法省だけでなくさまざまな省庁で進

んでいる現在、他ドナーやそのほかの機関との情報交換によって、いち早く司法省以外での起

草作業の動きを知り、事前に必要な調整に取り掛かれるようにするために、法・司法改革のテ

クニカルワーキング・グループ（TWG-LJR）への若手職員同行を検討することなどの日本側の
提案に関しても、真摯に検討していた。 

司法省のこうした対応や、作業に携わる職員や外部人員への謝金支払い見合わせに対する理

解など、司法省側の自立に向けた努力の姿勢と意思は伝わってくる。早急に対応すべき多くの

物事が少数の人材に集中して同時に押し寄せているようなことが常態化しているカンボジア

で、例えば起草そのものの効率性には若干目をつぶってでも、どこかで自立に向けた若手のキ

ャパシティービルディングを見越した協力方法に切り替えなければ、いつまでたってもそのタ

イミングもきっかけも逸してしまう。現フェーズと次期協力の切り替えのときが一つの好機と

考えて、まずは一歩を踏み出してみるしかない。この大切な時期に、今後の起草に役立ちそう

な法令の翻訳の提供など、資金的な手当によって少しでも解決できる部分については、十分な

協力をしていくべきであろう。 

 ただし、司法省との協議を通じ、懸念されたことは、協議に対応できる人材そのものも限ら

れてしまっている、ということである。従前の協力から一貫して対応してきた次官の体調が悪

く協議参加不可となったとたんに、別人が協議には出るが決められない、答えられない、上部

（大臣）に伝える時間もないというような状況となり、起草主体の議論にかかわりなく、司法

省の組織自体の脆弱性が出ているようで、やはり若手職員の早急な育成が必要であると感じた。 

 RSJPについては、昨年10月に終了時評価でさまざまな事項について話し合ったばかりでもあ
り、その際に今後の一番の課題としてあげた自立発展性の確保について、先方もよく理解し、

いろいろな工夫をRSJP自身でも考えていた。 
 民法・民事訴訟法が日本の協力で成立したといっても、今後その運用をしていく人材がいな

いとその法律も死文化する。RSJPはまさにその運用を担う人材の育成のために重要な役割を果
たす機関である。それだけではなく、RSJPから輩出される人材は、５項目の部分で述べたよう
な、各地の裁判所への新法理解促進のハブとしての機能や、将来の法学教育の担い手になるこ

とが期待されるのみならず、今後、この基本法が機能していくための附属法令の作成にあたっ

て現場の情報を提供するリソースともなり得る。つまりは、ただ運用人材を供給するだけでは

なく、カンボジアの司法関連のさまざまな機関で活躍する人材の供給・育成の場ともなってお

り、その意義は大きい。そのRSJPが、自立発展性を高めることは、カンボジアの司法分野にと
って大きな意味を持っている。 

 RSJPの協力内容を検討するに際し、外部講師ばかりがいるという状況ではなく、専任教官が
１人でも２人でもよいから配置され、日本の司法修習所の「民事裁判教官室」のような機能を

果たし、一部の講義を行うだけでなく、教育内容についてマネジメント層と検討し、カリキュ

ラムを検討し、それに沿った講師の招聘ができるようになればいいと当初は考えていた。現在

そのような役割を果たせるのは日本人専門家しかおらず、その役割に相当するカンボジア側の
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人材がいないのは自立発展に向けて大きな問題であると考えられたからである。しかしながら、

カンボジアにおいては、たとえ大学でも常勤教官はそうおらず、担当授業のコマだけとにかく

講義する講師がパッチワークのように分担して授業を実施しているような状況であるとの事

情を聞き、歴史の浅いRSJPがいきなり専任教官をたとえ１人でも確保するのは困難であろうと
思われた。現時点では、すべて外部講師であっても、それらの講師がグループとしてノウハウ

を共有し、講師の一部の入れ替えがあっても組織としてノウハウ継承ができるような、情報共

有・蓄積の仕組みを作っておくことが、とり得るべき、またとっておくべき措置であるといえ

る。 

 司法省にせよ、RSJPにせよ、限られた人材の中で法令そのものを作ることや授業そのものを
実施することなど、目の前にまずやるべき喫緊の課題が山積しているなかで、若手の人材育成、

組織の自立発展性を確保するための仕組みを作ることは容易なことではなく、たった４年のプ

ロジェクトで、それを完璧に作り上げることなど至難の業である。自立発展に向けた人材育成

や仕組みづくりが曲がりなりにも形になってきて、今後それを固めていく端緒ができるくらい

がせいぜいのところであろう。こうした現実と、道のりの長さを踏まえ、本当の意味で自立発

展がなされ日本が支援を引き上げるまでに何をポイントとして協力すべきか、関係者が共有す

ることが必要である。例えば、あくまで一例であるが、以下のような支援が考えられる。まず、

司法省においては、次期協力のさらに先に、おそらくまだ継続して必要である立法化支援や、

さまざまな制度や付随する事項についての検討作業への助言を協力内容として継続する。さら

に長期を見据えると、今後も将来にわたって続く、関連法令起草・改訂作業をカンボジア国内

で独自に進めていくにあたって、民法・民事訴訟法が日本法に親和性があるという事実にかん

がみ、膨大な日本の関連資料が参考にできるように、日本語で日本法を理解できるコアとなる

人材を一定数、JICAの長期研修制度等を活用して育成するなどである。また、RSJPにおいては、
次期協力のさらに先に、民法・民事訴訟法理解からより実務に即した教育内容にシフトするた

めの助言や、新法理解度が過去数年とは変化していくことに対応した継続教育の内容の見直し

についての助言を行うなどである。それぞれ支援の軸足を時代の変化にあったものに移しなが

ら、一朝一夕にはいかない自立発展性の定着に向けた支援も丁寧にフォローしていくことで、

今までの投資も活かされるものであると考える。 

今般の調査で、司法省、RSJP双方から、カンボジア側とともに考えて作業を進める日本のき
め細かな支援のやり方への評価が寄せられた。「自由と反映の弧」「価値の外交」というスロー

ガンが掲げられている現在、またおりしも海外経済協力会議において、法整備支援を関係省庁

が連携し戦略的に進めていく、という方向性が打ち出された今日、カンボジアに対しては人材

が不足する状況下でも日本が民法・民事訴訟法という基本法の作成を支援したという重大な事

実を踏まえ、それが根付くために必要な長期的支援の内容を関係者一同で検討・共有し、実施

していくこと、またそのために必要な人材のリソースが確保できるよう、関係機関で方策を考

えていくことが必要である。 

なお、カンボジアの案件は何に関しても資金面での自立に関し不足感が否めず、一度協力を

開始すると、人的組織的な自立発展の工夫をいくら行っても、資金面での自立発展性に確証が

ない。財政事情が数年で変化すれば別かもしれないが、そうでない限り、プロジェクト終了時

に、突然すべてを終了するのではなく、プロジェクト終了後の在外事業強化費の活用、企画調

査員の同経費の活用、研修員フォローアップ経費の活用などを通じ、経費面での若干の支援を、
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規模を縮小して残しつつ、日本の人的協力終了後のカンボジア側の人的組織的な自立・持続を

さらに固め後押しできるような方法を検討し、経費的にもフェードアウトしていけるような方

策を考えておく必要があると思われる。 

 

以上 
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